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はじめに 

 

　日本のマテリアルバランス2008は、資源の有効利用と3R（リデュース、リユース、リサイクル）の推進のための基礎データとし

て、我が国の「資源投入」「財生産」「財消費」「リサイクル・中間処理」「最終処分」までの一連の物質フローを一般公開され

ているさまざまな統計データを使用して算出したものです。 

　これら物質フローを算出するために使用した各統計は、それぞれの目的、定義に従って集計されたものなので、これらを統合し

て物質フローを算出する際にはデータの欠落やくいちがいが生じますが、全体像を把握することのほうがより重要と考え、前提条

件を想定してこれらを補い数量を算出しています。 

　なお、2011年3月現在、日本の廃棄物の排出・処理等に関する統計（環境省公表）は2008年度データが最新なので、これに合わ

せて本マテリアルバランスの算出においては、2008年度または2008年の統計データを使用しています。また、数値は四捨五入して

いるため、各項目の数値を合算した値は合計項目の数値と異なる場合があります。 

 

 

概　要 

 

　日本のマテリアルバランス2008を概観すると、わが国では一年間に 16.9 億t の資源を投入して 10.1 億t の財を生産しています。

また、この財生産のために 4.7 億t のエネルギーを消費し、0.5 億t の有価副産物と 4.0 億t の産業廃棄物を排出しています。 

これら有価副産物や産業廃棄物などのうち 2.6 億t は再生資源として循環利用され、0.9 億t は堆肥等として土壌に還元されていま

す。また、再生資源のうち 0.2 億t は輸出されています。 

　生産された 10.1 億t の財の一部 2.0 億t は輸出されていますが、残り 8.1 億t は国内に出荷され、これに輸入製品 0.6 億t を加え

た 8.7 億t が財消費されます。この結果、8.7 億t の一部は費消しますが、7.3 億t は道路、橋、建築物、生産設備、耐久消費財など

として国内に蓄積されます。これらは何年か後にはやがて廃棄物や有価な使用済物品等になります。 

　以上のような資源投入、財生産、消費、リサイクル等の一連のマテリアルフローの結果、どうしても有効利用できない廃棄物 

0.2 億t が最終処分（埋立等）されます。 

 

 

　日本のマテリアルバランス2008に含まれていない主要な物質フロー 

　・建設発生土：約 1.4 億m3 ／年度（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果」） 

　・農作物非食用部：約 1,400 万t ／年（出典：「バイオマス活用推進基本計画（平成22年12月）」） 

　・林地残材：約 800 万t ／年（出典：同上） 

　・廃棄物に含まれる水分以外の用水量 

 

 

 

解　説 

注　釈 

1 日本のマテリアルバランス 2008
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@@　資源投入 
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2 資源投入量の推移 
 

　ここ数年間の資源投入量の推移をみると徐々に減少して

います。内訳をみると輸入資源はほぼ横ばいですが、国内

資源は徐々に減少しています。 

　なお、わが国の2008年／年度の資源投入量は、輸入資源

が 7.7 億t（45％）、国内資源が 6.9 億t（41％）、再生資源

が 2.4 億t（14％）、合計 16.9 億t です。 

3 輸入資源量の推移 

　ここ数年間の輸入資源量はやや増加傾向であるものの、

ほぼ横ばいです。わが国は、エネルギーや化学工業等の原

材料となる石油、石炭、天然ガス・石油ガスのほぼすべて

を海外に依存しており、2008年の輸入量は石油 2.3 億t、石

炭 1.9 億t、天然ガス・石油ガス 0.8 億t です。また、金属

鉱物もほぼすべてを海外に依存しており、輸入量は鉄鉱石

1.4 億t、非鉄金属鉱 0.1 億t です。食料も 0.4 億t 輸入して

います（cf.国内食料： 0.5 億t）。 

4 輸入資源の内訳（2008年） 
（年） 

食料 
その他 

鉄鉱石 

天然ガス・石油ガス 

石炭 

石油 

０ 
２０００ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００1

1００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

９００ 

1,０００ 

輸
入
資
源
量
（
百
万
ｔ
） 

（年/年度） 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

1,０００ 

1,２００ 

1,４００ 

1,６００ 

1,８００ 

２,０００ 

２,２００ 

２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００1２０００ 

資
源
投
入
量
（
百
万
ｔ
） 

再生資源 
（国内循環） 

国内資源 

輸入資源 

（単位：千ｔ） 

天然ガス・石油ガス 
８２,９２０（１０.８％） 

鉄鉱石 
１４０,３５１ 
（１８.２％） 

食料 
４４,４６２（５.８％） 

その他 
７３,２７４ 
（９.５％） 

石油 
２３４,６９７ 
（３０.５％） 

石炭 
１９３,５１０ 
（２５.２％） 

合計 
７６９,２１４ 

その他原料品 
１８,５５１ 
（２.４％） 

再生資源 
３,７９５（０.５％） 

生きた動物 
１５（０.００２％） 

繊維原料 
２６７（０.０３％） 

非金属鉱物 
２０,２６４ 
（２.６％） 

非鉄金属鉱 
１４,４３８ 
（１.９％） 

製紙用 
木材チップ 
１４,７２２ 
（１.９％） 

動植物性油脂 
１,２２２（０.２％） 

2 資源投入 
3 輸入資源 



5 国内資源量の推移 

　ここ数年間、岩石と砂利の使用量が減少していることに

より国内資源投入量は減少しています。国内資源の主体は

岩石（2.7 億t＊1）、砂利（1.7 億t＊2）、石灰石（1.6 億t＊1）で

す。岩石や砂利の主要用途は、道路や建物に使用される

骨材＊3です。また、石灰石は道路や建物に使用されるセメ

ント原料や製鉄用資材に使用されます。我が国では土木建

築用の非金属鉱物資源はほぼ国内で賄っています。 

 

 

＊1：2008年 

＊2：2008年度 

＊3：コンクリートや道路などに使用される砕石、砂利、砂。 

6 国内資源の内訳（2008年／年度） 

4 国内資源 

国
内
資
源
量
（
百
万
ｔ
） 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

９００ 

１,０００ 

１,１００ 

１,２００ 

０ 

その他 

食料 

２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ 

（年/年度） 

岩石＋砂利 

石灰石 

（単位：千ｔ） 

（単位：千ｔ） 

合計 
６８６,６０７ 

岩石 
２６８,１６４ 
（３９.１％） 

食料 
５４,２９７ 
（７.９％） 

砂利 
１７３,５３９ 
（２５.３％） 

燃料・鉱物 
１７９,９８２ 
（２６.２％） 

木材 
１０,６２５（１.５％） 

非金属鉱物 
１７４,６８７ 
（９７.１％） 

燃料資源 
４,９０３（２.７％） 

金属鉱物 
３９２（０.２％） 

石材 
５９,２４３ 
（８.６％） 

工業用原料 
３,３８１（０.５％） 

砕骨材 
（道路用、コンクリート用等） 

２０５,５４０（２９.９％） 

石炭・亜炭 
１,２２８（２５.０％） 天然ガス 

２,８２７ 
（５７.７％） 

原油 
８４８（１７.３％） 

燃料資源 非金属鉱物 

燃料・鉱物の内訳（２００８年/年度） 

石灰石 
166,621 
（88.6%） 

けい石 
１０,６８２（６.１％） 

ドロマイト 
３,３７０（１.９％） 

けい砂 
３,６６４（２.１％） 

金属鉱物 

鉛鉱 
０（０.０％） 

亜鉛鉱＊2 
０（０.０％） 

金鉱 
３９２（１００.０％） 

その他 
（長石、カオリン、滑石） 
１５８＊1（０.１％） 

石灰石 
１５６,８１３ 
（８９.８％） 

注　釈 

＊1：西暦末尾0年又は5年のみの調査のため、2005年の数値を掲載。 
＊2：数量非公開のため0と掲載。 

!

物
質
フ
ロ
ー

@

資
源
投
入

#

廃
棄
物
・
副
産
物
・
使
用
済
物
品

● リサイクルデータブック　2011 7



● リサイクルデータブック　20118

7 再生資源量の推移 

　ここ数年間の再生資源量は徐々に増加していましたが、

2008年／年度は前年／年度に比較して減少しました。有価

副産物が減少したことが主要因です。有価副産物、有価使

用済物品、産業廃棄物の再資源化量および一般廃棄物の再

資源化量を合計すると2008年／年度の再生資源の国内生成

量は 2.6 億t＊ です。 

 

 

＊：輸出量を含む。 

 

5 再生資源、土壌還元 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

再
生
資
源
量
（
百
万
ｔ
） 

（年/年度） 

２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ 

一般廃棄物（ごみ）由来 

産業廃棄物由来 

有価使用済物品 

有価副産物 

注　釈 

ばいじん＊1 
１２,３８１（９.４%） 

有価使用済物品 
６６,６１５ 
（２５.７％） 

一般廃棄物（ごみ）の 
再資源化量 

９,７７６（３.８％） 

8 再生資源の内訳（2008年／年度） 

（単位：千ｔ） 回収石こう ４,７４０（９.２％） 

回収硫酸 ５,５６７（１０.９％） 

汚泥 
１７,４０７ 
（１３.３%） 

鉱さい 
１６,０１０（１２.２%） 

金属くず 
８,３０６（６.３%） 

木くず 
４,７２１（３.６%） 

その他 
１４,１４５（１０.８%） 

合計 
１３１,３０９ 

がれき類 
５８,３３９ 
（４４.４%） 

鉄スクラップ国内循環 
３６,９８２（５５.５％） 

鉄鋼のくず ５,４２６（８.１％） 

古紙 ３,４９１（５.２%） 

有価副産物 
５１,２９３ 
（１９.８％） 

 合計 
２５８,９９３ 

産業廃棄物の 
再資源化量 
１３１,３０９ 
（５０.７%） 

スラグ＊2 
２９,２６１（５７.０％） 

黒液 
９,７１２（１８.９％） 

回収硫黄 ２,０１３（３.９％） 

合計 
５１,２９３  

非鉄金属 
スクラップ 
国内循環 
３,５１２（５.３％） 

輸出 
１２,７０７ 
（１９.１％） 

古紙国内循環 
１３,４１４ 

（２０.１％） 

合計 
６６,６１５ 

プラスチックのくず 
１,５１３（２.３％） 

非鉄金属のくず 
４９２（０.７％） 

非鉄金属スラグ・灰 
３０３（０.５％） 

中古衣料等 １８３（０.３％） 

廃電池・蓄電池 ３５（０.１％） 

＊1：輸出（石炭灰 763千ｔ）を含む。 
＊2：輸出（鉄鋼スラグ 9,286千ｔ）を含む。 

廃タイヤ １６０（０.２％） 

その他スラグ・灰 １,１０４（１.７％） 
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9 再生資源の輸出量の推移 

10 再生資源の輸出量の内訳（2008年） 

5 再生資源、土壌還元 

11 土壌還元（堆肥化等）の内訳（2008年度） 

　以下のものが2008年度に堆肥等として土壌還元利用され

ていると考えると合計量は 0.9 億t です。 

　環境省によると産業廃棄物のうち動物のふん尿は排出量

の96％が再生利用されており、農林水産省によるとそのほ

とんどがたい肥化・液肥化等です。 

　（財）日本下水道協会によると全国の下水処理場の水処理

施設で発生した汚泥のうち14％（乾燥重量ベース）が農緑

地利用されています。 

　農林水産省によると食品廃棄物等の再生利用のうち37％

が肥料向けです。 

 

 

農産物非食用部、林地残材は考慮せず。 

注　釈 

動物のふん尿の 
再生利用量 
８４,１６９ 
（９６.８%） 

下水汚泥の再生利用のうち 
農緑地利用量 
３０６（０.４%） 

食品廃棄物等の 
肥料化量 
２,５１５＊（２.９%） 

合計 
８６,９９０ 

（単位：千ｔ） 

再生資源の輸入量の内訳（2008年） 参　考 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 

３０ 

２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ 

（年） 

石炭灰 
（廃棄物） 

古紙 プラスチックのくず 

非鉄金属のくず等 

その他スラグ・灰 

中古衣類等 

廃タイヤ 

再
生
資
源
の
輸
出
量
（
百
万
ｔ
） 

鉄鋼スラグ 

鉄鋼のくず 

その他スラグ・灰 １,１０４（４.９％） 

中古衣料等 １８３（０.８％） 

廃タイヤ １６０（０.７％） 

合計 
２２,７５６ 

鉄鋼のくず 
５,４２６ 

（２３.８％） 

鉄鋼スラグ 
９,２８６ 

（４０.８％） 

古紙 
３,４９１ 

（１５.３％） 

非鉄金属のくず 
４９２（２.２％） 

非鉄金属スラグ・灰 
３０３（１.３％） 

廃電池・蓄電池 
３５（０.２％） 

石炭灰（廃棄物） 
７６３（３.４％） 

プラスチックのくず 
１,５１３（６.６％） 

合計 
３,７９５ 

植物性油かす 
１,７７８ 

（４６,８％） 

ゴムくず・中古タイヤ  
１２（０.３%） 繊維くず・中古衣類・ぼろ 

４２（１.１%） 古紙・古紙パルプ ６５（１.７%） 

その他スラグ・灰 
６４（１.７%） 

非鉄金属スラグ・灰 
（貴金属を含む） 

４５ （１.２%） 

鉄鋼くず 
６９９ 

（１８.４%） 

非鉄金属くず（貴金属を含む） 
３３６（８.９%)

プラスチックのくず 
３（０.１%） 

一次電池又は蓄電池のくず 
（使用済みを含む） 
３ （０.１%） 

鉄鋼スラグ 
７４９ 

（１９.７％） 

（単位：千ｔ） 

（単位：千ｔ） 

＊：２００７年度 
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##　廃棄物・副産物・使用済物品 
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12 産業廃棄物の排出量・再生利用量・最終処分量の推移 

1. 　図12～15は、環境省が毎年実施している「産業廃棄物排出・処理状況調査」結果の公表資料の内容です。環境省「産業廃棄物

排出・処理状況調査」は、各都道府県が実施した産業廃棄物の実態調査の内容を元に、国内全体の産業廃棄物の実態を推計した

ものです。 

　具体的には、47都道府県の「日本標準産業分類」をもとに抽出した産業廃棄物の排出が想定される大分類16業種を対象とし

て、産業廃棄物19種類について各都道府県から環境省に報告されたデータ等をもとに排出・処理状況を推計しています。なお、

本結果の算出の元となる各都道府県等のデータは、都道府県が必ずしも毎年調査を行っている訳ではないので調査年度が異なっ

ていますが、産業活動指標を用いて補正し当該年度値を推計しています。 

 

2.　図12や図15における「再生利用」の約40％は「ふん尿」ですが、図1や図11ではこの分を「土壌還元」に分類しています。 

 

 

　わが国の産業廃棄物、副産物等の状況を明らかにするために、行政機関や業界団体によりさまざまな調査が行われている。これ

らは、それぞれの機関が独自の方法で調査を実施しているのでその調査結果は、互いに独立していることに留意する必要がある。 

例えば、環境省調査における建設業からの廃棄物排出量と国土交通省調査における建設廃棄物排出量とは本来同じはずですが、調

査方法が異なっているために数値が異なっている。 

解　説 

注　釈 

6 産業廃棄物の全体像 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

４００ 

４５０ 

産
業
廃
棄
物
の
排
出
量
（
百
万
ｔ
） 

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ （１９９６） １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ 

８９ ８４ 
８０ 

６９ 
６８ 

６０ 
６７ ５８ ５０ 

４５ ４２ ４０ 

１５３ 

４０３ 

１７２ 

３９３ 

１７５ 

４００ 

１７７ 

４０６ 

１７９ １７９ 

４００ 
４０８ 

１７９ 

４１５ 

１８５ 

４２６ 

１８７ 

４０５ 

１７８ 

３９４ 

１７０ 

４０６ 

１５７ 

３９７ 

１６１ １５６ １５６ １４７ １５０ 
１８１ １６９ １７２ １７１ １８４ １８３ １８２ 

２００３ 

（＊１） （＊２） （＊２） （＊２） （＊２） （＊２） （＊２） （＊２） 

３０ 
２６ 

１７７ 

４１７ 

１８０ 

４１２ 

２０１ 

２４ 

１７９ 

４２２ 

２２ 

１８２ 

４１８ 

＊1 「廃棄物の減量化の目標量」（平成11年9月28日政府決定）における1996年度の数値を示す。 
＊2　1997年度以降の排出量は＊1と同様の算出方法を用いて算出している。 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」） 

再生利用量 減量化量 最終処分量 

２００４ 

（＊２） 

２００５ 

（＊２） 

２００６ 

（＊２） 

２１４ ２１９ ２１５ 

２００７ 

（＊２） 

２００８ （年度） 

（＊２） 

２１９ ２１７ 

１８０ 

４１９ 

１７０ 

４０４ ２０ 
１７ 

３９３ ３９４ 



13 産業廃棄物の業種別排出量（2008年度） 

　産業廃棄物の業種別排出量は、電気・

ガス・熱供給・水道業からの排出量が最

も多く、次いで、農業・林業、建設業、パ

ルプ・紙・紙加工品製造業、鉄鋼業、化学

工業です。これら6業種の排出量が産業

廃棄物全体の約8割を占めています。 

6 産業廃棄物の全体像 

３９３ ３９４ 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」） 

電子・電気・通信機械器具 
４,８２３（１.２％） 

鉱業 
１２,８６６（３.２％） 

食料品製造業 
９,０４１（２.２％） 

農業、林業 
８７,９７４ 
（２１.８％） 

建設業 
７６,４６５ 
（１８.９％） 

化学工業 
１４,２１６（３.５％） 

窯業・土石製品 
８,５２９（２.１％） 

その他の業種 
２７,９２５（６.９％） 

電気･ガス・ 
熱供給・水道業 
９６,２８３ 
（２３.９％） 

鉄鋼業 
３１,９５５ 
（７.９％） 

パルプ･紙・紙加工品 
３３,５８３（８.３％） 

計 
４０３,６６１ 
（１００％） 

　排出量の一番多い電気・ガス・熱供給・水道業に注目すると、全排出量の約8割が下水道業から排出されており、また、図14を

合わせてみると、下水道業からの排出はそのほとんどが下水汚泥であることが分かります。 

　また、二番目に排出量の多い農業・林業に焦点をあてると、全排出量のほぼ全量が畜産農業から排出されており、図14を合わせ

てみると、畜産農業からの排出は、その全量が動物のふん尿であることが分かります。 

解　説 

単位：千ｔ/年 
（　）内は％ 

単位：千ｔ/年 
（　）内は％ 

（出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書　平成20年度実績」より作成） 

耕種農業他 
（０.１％） 

上水道業 
（８.８%） 

その他の業種 
２７,９２５（６.９％） 

鉱業 
１２,８６６（３.２％） 

食料品製造業 
９,０４１（２.２％） 

農業、林業 
８７,９７４ 
（２１.８％） 

建設業 
７６,４６５ 
（１８.９％） 

化学工業 
１４,２１６（３.５％） 

窯業・土石製品 
８,５２９（２.１％） 

電子・電気・通信機械器具 
４,８２３（１.２％） 

電気･ガス・ 
熱供給・水道業 
９６,２８３ 
（２３.９％） 

鉄鋼業 
３１,９５５ 
（７.９％） 

パルプ･紙・紙加工品 
３３,５８３（８.３％） 

計 
４０３,６６１ 
（１００％） 

畜産農業 
（９９.９％） 

下水道業 
（８０.３%） 

電気業 
（１０.５%） 

ガス・熱供給業 
（０.４％） 
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非鉄金属製造業　（１.３%） 

電子部品・デバイス・ 
電子回路製造業　（１.０%） 窯業・土石製品製造業 

（２.６%） 

鉄鋼業　（１.９%） 

食料品製造業 
（３.５%） 

建設業 
（４.７%） 

化学工業 
（５.９%） 

下水道業 
（４３.９%） 

14 産業廃棄物の種類別排出量（2008年度） 

　産業廃棄物の排出量を種類別にみると、

汚泥の排出量が全体の約4割を占め、次い

で、動物のふん尿、がれき類となってお

り、この3品目で全排出量の約8割を占めて

います。 

　発生量の多い汚泥とがれき類に注目し、産業別の発生量をみると以下のことがわかります。 

・汚泥の全発生量の約4割が下水道業から（上水道業を含めた水道業としては約5割）、約2割が紙・パルプ・紙加工製品製造業から

排出されています。これらの業種で全体の約7割を占めています。 

・がれき類はほぼ全量が建設業から排出されています。 

解　説 

6 産業廃棄物の全体像 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」） 

上水道業 
（４.７%） 

パルプ・紙・ 
紙加工品製造業 
（１７.７%） 

鉱業 
（７.１%） 

その他　（５.７%） 

ガラスくず、コンクリートくず 
及び陶磁器くず 
６,１７４（１.５％） 

その他の産業廃棄物 
１２,４０５（３.１％） 

金属くず 
８,７６６（２.２％） 

廃プラスチック類 
６,４４５（１.６％） 

木くず 
６,２６２（１.６％） 

鉱さい 
１８,４４０（４.６％） 

計 
４０３,６６１ 
（１００％） 

動物のふん尿 
８７,６９８（２１.７％） 

汚泥 
１７６,１１４ 
（４３.６％） 

がれき類 
６１,１８９ 
（１５.２％） 

ばいじん 
１６,５５０（４.１％） 

廃油 
３,６１７（０.９％） 

単位：千ｔ/年 
（　）内は％ 

単位：千ｔ/年 
（　）内は％ 

ばいじん　１６,５５０（４.１％） 

鉱さい　１８,４４０（４.６％） 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 
６,１７４（１.５％） 

その他の産業廃棄物 
１２,４０５（３.１％） 

廃プラスチック類　６,４４５（１.６％） 

金属くず　８,７６６（２.２％） 

木くず　６,２６２（１.６％） 

計 
４０３,６６１ 
（１００％） 

動物のふん尿 
８７,６９８（２１.７％） 

汚泥 
１７６,１１４ 
（４３.６％） 

がれき類 
６１,１８９ 
（１５.２％） 

畜産農業（１００％） 

廃油 
３,６１７（０.９％） 

（出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書　平成20年度実績」より作成） 

その他 
（３.８%） 

建設業 
（９６.２%） 
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その他 ５,４１４（３％） 

動植物性残さ　２,００８（１％） 

廃プラスチック類 
３,０９６（１％） 

15 産業廃棄物の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率（2008年度） 

6 産業廃棄物の全体像 

◇減量化：脱水（乾燥等）、焼却、中和などの処理を行うことにより、廃棄物の量を減少させること。 

注　釈 

産業廃棄物の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

合
計 

動
物
の
ふ
ん
尿 

が
れ
き
類 

金
属
く
ず 

鉱
さ
い 

動
物
系
固
形
不
要
物 

木
く
ず 

燃
え
殻 

ば
い
じ
ん 

ガ
ラ
ス
く
ず
、 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
く
ず 

及
び
陶
磁
器
く
ず 

 
動
植
物
性
残
さ 

紙
く
ず 

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類 

繊
維
く
ず 

動
物
の
死
体 

廃
酸 

ゴ
ム
く
ず 

廃
油 

廃
ア
ル
カ
リ 

汚
泥 

再生利用率 

減量化率 

最終処分率 

排
出
量
に
対
す
る
割
合
（
％
） ５４ 

４２ 

４ 

９６ 

４ 

９５ 

４ 
１ ２ 
３ 

９５ 
８７ 

５ 

８ 

７８ 

１６ 

６ 

７５ 

２０ 

５ 

７５ 

１３ 

１２ 

７１ 

２５ 

３ 

７０ 

８ 

２１ 

６３ 

３５ 

２ 

５４ 

４０ 

６ 

４８ 

３２ 

２０ 

４３ 

４２ 

１５ 

４１ 

５５ 

３ 

３５ 

６２ 

３ 

３３ 

２３ 

４４ 

３３ 

６２ 

５ 

３２ 

６６ 

２ 

１０ 

８６ 

４ 

その他　３５１（２%） 
廃油　１８１（１%） 

燃え殻　５２３（３%） 

木くず　２９１（２%） 

金属くず　２６５（２%） 

ガラスくず、 
コンクリートくず 
及び陶磁器くず 
１,３０６（８%） 

廃プラスチック類 
１,３０５（８%）  

動物のふん尿 
３,４９２（２%） 

廃プラスチック類 
２,０４４（１%） 

廃アルカリ　１,７４５（１%） 

動植物性残さ　１,１２８（1%） 
木くず　１,２５０（1%） 
廃酸　１,６７９（1%） 

その他　３,０１８（２%） 

汚泥 
１７,７１３（８％） 

ばいじん 
１２,３８１（６％） 

金属くず 
８,３０６（４％） 

木くず 
４,７２１（２％） 

ガラスくず、コンクリートくず 
及び陶磁器くず 
４,３５１（２％） 

（単位：千ｔ／年） 

動物のふん尿 
８４,１６９ 
（３９％） 

がれき類 
５８,３３９ 
（２７％） 

鉱さい 
１６,０１０（７％） 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」） 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」より作成） 

最終処分量（２００８年度） 

再生利用量（２００８年度） 減量化量（２００８年度） 

汚泥 
６,７０５ 
（４０%） 

がれき類 
２,２４９ 
 （１３%） 

 ばいじん 
２,０２６ 
（１２%） 

 鉱さい 
１,４９８ 
（９%） 

合計 
１６,７０１ 

汚泥 １５１,６９６ 
 （８９%） 

ばいじん 
２,１４３（１%） 

廃油 
２,２５８（１%） 

合計 
１７０,４５３ 

合計 
２１６,５０７ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.1 電気・ガス・熱供給・水道 

（1）下水道 

16 下水道処理施設のマテリアルフロー（2008年度） 

17 水処理施設の汚泥量の推移 

　本図は、下水道処理の実フローを簡略化したフロー図です。 

　フロー図作成に使用した「下水道統計」は、国土交通省都市・地域整備局下水道部が実施した「下水道に関する実態調査」等の

結果をもとに（社）日本下水道協会がとりまとめたものです。 

解　説 

　本図は、下水処理施設において最初の工程である水処理施設（図16参照。下水中の固形物の沈殿等による除去工程）から排出さ

れた発生汚泥（図16中の汚泥 4.6 億m3　 水分：約99％）の推移を示したものです。 

解　説 

水処理施設 

脱水機 

有効利用＊： 
１５７万ｔ（６４%） 

＊：セメント原料、肥料等 
注）本図は、下水道処理の実フローを簡略化したフロー図。 

（出典：（社）日本下水道協会「下水道統計（平成20年度）」より作成） 

下水 処理水（河川等へ） 
１４４億m３ 

汚泥 ４.６億m３ 汚泥 ４.３億ｔ 

汚泥 
４.４億ｔ 

汚泥 
０.６９億ｔ 

汚泥 
０.７６億ｔ 

汚泥 
０.２０億ｔ 

汚泥 
８１６万ｔ ２４７万ｔ 

濃縮槽以外へ 

（水分９９％） 

（水分９７％） （水分７５％） 

水処理施設以外から 

濃縮槽 

濃縮槽等以外から 

汚泥 
０.２１億ｔ 汚泥 

０.１６億ｔ 

その他へ 

その他へ 

その他から 

埋立処分等： 
９０万ｔ（３６%） 

汚泥 
４８５万ｔ 

汚泥 
３万ｔ 

灰 ２９万ｔ 
焼却炉 消化槽 

その他 
から 

その他 
から 汚泥 

０.０２億ｔ 

１３６ 
１５０ 
１６６ 

１８２ 
１９４ １９８ 

２１２ ２２２ 
２３７ ２４４ 

２５９ 
２７７ 
２８９ 
３０４ ３０７ 

３２２ 
３３１ 

３５０ 
３７４ 
３９６ ４０８ 

４１５ ４１５ 
４３１ 

４６９ 

４９７ 

３０ ３１ 
３２ ３３ 

３４ 
３６ ３７ 

３９ ４０ 
４２ 

４４ ４５ 
４７ 

４９ 
５１ 
５４ ５５ 

５６ 
５８ 

６０ 
６２ 

６６.７ 

６８.１ 

６９.３ 

７０.５ 

７１.７ ７１.７ 

４１１ ４１８ 

６３.５ 

６５.２ 

１９８０ 

２００ 

１００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

１９８５ １９９０ （年度） １９９５ ２０００ ２００５ 

１０ 

０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

普
及
率
（％）
 

下水道処理人口普及率（％） 発生汚泥量 

（出典：（社）日本下水道協会） 

m３ 

汚
泥
量
（
百
万 

　
） 
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食料品製造業 
９,０４１（２.２%） 

鉱業 
１２,８６６（３.２%） 

窯業・土石製品 
８,５２９（２.１%） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.1 電気・ガス・熱供給・水道 

（1）下水道 

18 下水汚泥の処理状況とリサイクル率の推移 

20 下水汚泥に含まれるバイオマスの活用状況（2008年度） 

　下水汚泥は水分を多量に含む

ものの固形分の主体はバイオマ

ス（約80％）です。比較的規模

の大きな下水処理場では、消化

処理（嫌気処理）により消化ガス

に変換し主に下水処理場内で利

用しています。また、最近では

バイオマスのまま燃料として利

用する施設もありますが、下水

汚泥中のバイオマスのバイオマ

スとしての利用はまだ全体の一

部にすぎません。 

７１.７ 

（出典：（社）日本下水道協会「日本の下水道　平成22年下水道白書」） 

１６ １７ 
２０ 

２４ ２４ 

３０ 

３８ 

４５ 
４８ ５０ 

５２ 
５６ 

６０ 
６４ 

６７ 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

１９９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ０２ ０３ ２０００ ０１ ０４ 

７０ 

０５ 

７４ 

０６ ０７ 

７８ 

０８ （年度） 

発
生
汚
泥
量
（
千
Ｄ
Ｓ-

ｔ
） 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

下
水
汚
泥
リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
） 

下水汚泥 
リサイクル率 

その他 

建設資材利用 
（セメント化） 

建設資材利用 
（セメント化以外） 

埋  立 

その他 

燃料化等 

緑農地 

建設資材 
（セメント化） 

建設資材 
（セメント化除く） 

海洋還元 

埋立 

リサイクル率 

７７ 

19 産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合（2008年度） 

　下水道業から排出する汚泥量 77,245 千t 

は、 図16においては水処理施設から排出さ

れた汚泥のうち 4.3 億t を濃縮槽（装置）で

濃縮した後の汚泥の重量（含水率約97％）に

相当しています。 

　なお、この汚泥量 77,245 千t は、図13にお

ける電気・ガス・熱供給・水道業の一部であ

り、同図における下水道業からの排出量の大

部分を占めます。 

（単位：千ｔ） 

（出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書　平成20年度実績（概要版）」より作成） 

電子・電気・通信機械器具 
４,８２３（１.２%） 

消化ガス 
１３.０%

バイオマスとして未利用 
７６.６%

消化タンク 
加温 
３０%

焼却処分等 
２７%

焼却炉 
補助燃料 
１４%

消化ガス 
発電 
１９%

その他利用 
１０%

緑農地利用 
９．７%

汚泥燃料 
０．７%

（出典：（社）日本下水道協会 
　　　　「日本の下水道　平成22年下水道白書」） 

メタン 二酸化炭素 水素 窒素 硫化水素 

６０～６５ ３３～３５ ０～２ ０～３ ０．０２～０．０８ 

（出典：（社）日本下水道協会ホームページ「下水汚泥のリサイクル」） 

消火ガスの組成（V/V％） 

（出典：（社）日本下水道協会 
　　　　「下水道統計（平成20年度）」より作成） 

（総バイオマス量 １７７万ｔ） 

緑農地利用 

参　考 
消化ガス有効利用等の内訳 
（2008年度） 

注）数値は四捨五入しているため、各項目の
数値を合算した値は、合計項目の数値と
異なる場合がある。 

パルプ・紙・ 
紙加工品 
３３,５８３（８.３%） 

化学工業 
１４,２１６（３.５%） 

電気・ガス・ 
熱供給・水道業 
（但し下水汚泥を除く） 
１９,０３８（４.７%） 

産業廃棄物排出量 
（２００８年度） 
４０３,６６１千ｔ 

下水汚泥 
７７,２４５ 
（１９.１% ） 

農業、林業 
８７,９７４ 
（２１.８%） 

建設業 
７６,４６５ 
（１８.９%） 

鉄鋼業 
３１,９５５ 
（７.９%） 

その他の業種 
２７,９２５ 
（６．９%） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.1 電気・ガス・熱供給・水道 

（2）電気 

21 電気事業における廃棄物の発生量・再資源化等の推移 

22 電気事業における廃棄物・副生品の発生量・再資源化量の推移 

　電気事業から発生する主な廃棄物には、火

力発電所の石炭灰、配電工事に伴う廃コンク

リート柱等のがれき類（建設廃材）、電線等

の金属くずがあり、また、副生品としては火

力発電所から発生する脱硫石膏があります。

右図は有価物を含んだ数量です。 

　なお、環境省発表の「産業廃棄物の排出及

び処理状況等」との対応を考えると、たとえ

ば石炭灰のうち有価物を除いた部分が、環境

省発表の「産業廃棄物の排出及び処理状況

等」における産業廃棄物「ばいじん」「燃え

殻」の一部に相当すると考えられます（図

14・15参照）。 

　また、図22 における脱硫石膏は、図31にお

ける石膏ボード原料の副産石膏並びに図110で

説明している回収石膏の一部です。 

注1）廃棄物には、有価物も含む。 
注2）がれき類（建設廃材）と金属くずについては、1990年度は推計値 
注3）脱硫石膏は、副生品として全量売却されている。 
注4）再資源化率は、実数量により算出（発生量・再資源化量の万ｔ未満の数量は四捨五入に

よる数値処理実施） 
 
（出典：電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」2010年9月） 

１９９０年度 

発生量 ３４７ 

再資源化量 
（再資源化率） 

再資源化量 
（再資源化率） 

発生量 

 

発生量 １４ 

再資源化量 
（再資源化率） 

発生量 

再資源化量 
（再資源化率） 

２２ ３４ ２３ 

副
生
品 

廃
棄
物 

（単位：万ｔ） 

種類 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 

１３７ 
（３９％） 

４０ 

２１ 
（５３％） 

４１ 

４０ 
（９８％） 

３８ 

３７ 
（９８％） 

３８ 

３７ 
（９６％） 

７６８ 

７４６ 
（９７％） 

７８０ 

７５８ 
（９７％） 

７０２ 

６８０ 
（９７％） 

１３ 
（９３％） 

２２ 
（９９％） 

３４ 
（９９％） 

２３ 
（９９％） 

８５ 

８５ 
（１００％） 

１９７ 

１９７ 
（１００％） 

１８５ 

１８５ 
（１００％） 

１５７ 

１５７ 
（１００％） 

（出典：電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」2010年9月） 

注1）最終処分（埋立処分）完了後の処分場は、発電設備の増設用地やその他の工業用地等として有効に活用されており、そこに使われた石炭灰の 
　　　一部は、国の解釈に基づき、土地造成材として再資源化量にカウントしている。 
注2）発生量・再資源化量・最終処分量の万ｔ未満の数量は四捨五入による数値処理実施 

（万ｔ） 

１９９０ １９９５ ２０００ ２００６ ２００７ ２００５ ２０１０ ２００９ ２００８ （年度） 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 

－２０ 

１,２００ 

１,０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

５２％ 

６７％ 

８２％ 

９７％ ９６％ 
９５％程度 
（目標） 

５００ 

６４９ 

７７４ 

９５２ ９９３ 

９５６ 

３７ 

６３３ 

１４１ 

４３５ 

２１４ 

２６０ 

２４０ 

９７７ 

９４４ 
１,０３０ 

１,０６２ 

９７％ ９７％ ９５％ 

３３ ３２ 

１,０１５（見通し） 

（％）
 

７７４ 

３７ ３３ ３２ ３３ ３３ ４５ ４５ ５１ ５１ 

９６４ ９２２ 

９６７ ９６７ 

１,０３９ 

１,０７２ 

再資源化量 

最終処分量 

再資源化率 

脱硫石膏 

金属くず 

がれき類 
（建設廃材） 

燃え殻 
ばいじん 
（石炭灰） 
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７７４ 

３７ ３３ ３２ ３３ ４５ ５１ 

９６７ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.2 農業 

23 家畜排せつ物発生量の推移 

　家畜排せつ物の発生量は家畜

頭羽数等のデータを基にして、

全国の家畜排せつ物発生量を推

定しています。 

　なお、本項における家畜排せ

つ物発生量は、産業廃棄物の種

類別排出量（図14）における動

物のふん尿に相当します。 

　参考として2008年度の産業廃

棄物の種類別排出量に占める動

物のふん尿の状況を右図に示し

ます（図14再掲）。 

 

２０１０ （年） ２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００４ ２００３ ２００１ １９９９ １９９７ 
５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

１０,０００ 

８,６９５ ８,７６９ ８,７４７ ８,７７４ ８,７４１ ８,８９８ ８,９８０ ９,０５１ ９,２６８ ９,４３０ 

発
生
量
（
万
ｔ
／
年
） 

（出典：環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成20年度実績）について」平成23年1月18日） 

注）各年2月時点の推計値 

（出典：農林水産省生産局畜産部畜産企画課畜産環境・経営安定対策室） 

（単位：千ｔ） 

廃油 
３,６１７（０.９％） 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 
６,１７４（１.５％） 

金属くず 
８,７６６（２.２％） 

木くず 
６,２６２（１.６％） 

廃プラスチック類 
６,４４５（１.６％） 

その他の産業廃棄物 
１２,４０５（３.１％） 

２００８年度 
合計 ４０３,６６１ 
（１００％） 

動物のふん尿 
８７,６９８ 
（２１.７％） 

汚泥 
１７６,１１４ 
（４３.６％） 

がれき類 
６１,１８９ 
（１５.２％） 

鉱さい 
１８,４４０（４.６％） 

ばいじん 
１６,５５０（４.１％） 

動物のふん尿の産業廃棄物の排出量に占める割合 参　考 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.2 農業 

24 畜種別にみた家畜排せつ物発生量（2010年推計値） 

25 家畜排せつ物の処理の現状 

　家畜排せつ物の野積み・素掘り

などの不適切な処理は、悪臭問題

のほか、河川への流出や地下水へ

の浸透を通じ、閉鎖性水域の富栄

養化、硝酸性窒素やクリプトスポ

リジウム（原虫）による水質汚染

の一因となるおそれがあります。 

　このため、畜産環境問題の解決

と畜産業の健全な発展を目的とし

て、「家畜排せつ物の管理の適

正化及び利用の促進に関する法

律」が施行され、2004年時点で

は、野積み・素掘りが大幅に減少

しました。 

 

発
生
量
（
万
ｔ
／
年
） 

ブロイラー 採卵鶏 豚 肉用牛 乳用牛 
０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

３,０００ 

注）平成22年畜産統計から推計 

（出典：農林水産省「畜産環境をめぐる情勢」平成22年12月） 

９,０００ 

８,０００ 

７,０００ 

６,０００ 

５,０００ 

４,０００ 

３,０００ 

２,０００ 

１,０００ 

０ 

野積み・素掘りへ たい肥化・液肥化等へ 浄化・炭化・焼却等へ 

１００ 

処
理
量
（
万
ｔ
／
年
） 

１９９９年時点 ２００４年１２月時点 

（出典：農林水産省「畜産環境をめぐる情勢」平成22年12月） 

５０１ 
７７７ 

２,４５３ 
２,６７２ 

２,２９２ 

９００ 

７,５００ 
８,０００ 

６００ ７００ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

26 建設廃棄物の推移 

再資源化等量：工事間利用量、再資源化 
　　　　　　　施設へ搬出し再資源化し 
　　　　　　　た量及び縮減量（焼却、 
　　　　　　　脱水等）の合計 

最終処分量 

場外排出量：工事現場の外へ搬出した建設 
　　　　　　廃棄物の量 

２００８ （年度） ２００５ ２００２ ２０００ １９９５ 
０ 

２,０００ 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 
（万ｔ） 

４００ 

５,９８０ 

６,３８０ 

６００ 

７,１００ 

７,７００ 

６９０ 

７,５７０ 

８,２７０ 

１,２９０ 

７,２００ 

８,４８０ 

４,１５０ 

５,７６０ 

９,９１０ 

（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果について」平成22年3月31日） 

27 建設廃棄物の工事区分別排出量の推移 

◇公益工事：国土交通省、農林水産省、そ

の他国の機関、特殊法人

等、都道府県及びその外郭

団体、政令市、市町村の発注

した工事 

 

◇民間公益工事：電力会社、ガス会社、

通信会社、鉄道会社の

発注した工事 

 

◇民間工事：資源有効利用促進法で定め

られた工事（土砂搬入若し

くは搬出 1,000 m2 以上又は

砕石搬入 500 t 以上等） 
０ 

２,５００ 

５,０００ 

７,５００ 

１０,０００ 
（万ｔ） 

１９９５ ２００８ （年度） ２００５ ２００２ ２０００ 

解体 
２,２００ 

新築・改築 
１,５６０ 

民間土木　３５０ 

公共土木 
５,８００ 

１,７５０ 

１,１９０ 

３２０ 

５,２２０ ５,１８０ 

３５０ 

１,１１０ 

１,６４０ 

修繕 
１０ 

１,５２０ 
 

１,３６０ 
 
４１０ 
 

４,３９０ 

２０ 

１,５８０ 

１,１１０ 

５４０ 

３,１１０ 

（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果について」平成22年3月31日） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

28 品目別建設廃棄物の推移 

０ 

６,０００ 

４,０００ 

２,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

（万ｔ） 

１９９５ ２００５ ２００８ （年度） （年度） ２００２ ２０００ 

その他 １４０ 

建設汚泥 
９８０ 

３,０１０ 

３,５３０ 

８３０ 

４８０ 
４８０ 
１５０ 

２,９７０ 

３,５１０ 

８５０ 

３４０ 
４６０ 

１４０ 

２,６１０ 

３,２２０ 

７５０ 

２９０ 
４７０ 

３６０ 

１３０ 
４１０ 
２７０ 
４５０ 

３,１３０ 

１,９９０ 

コンクリート塊 
３,６５０ 

建設混合廃棄物 
９５０ 

アスファルト・コンクリート塊 
３,５７０ 

建設発生木材建設発生木材 ６３０ 建設発生木材 ６３０ 

０ 

６,０００ 

４,０００ 

２,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

（万ｔ） 

１９９５ ２００５ ２００８ ２００２ ２０００ 

アスファルト・コンクリート塊 
２,８８２ 

コンクリート塊 
２,３５９ 

その他 ４７ 

建設発生木材 ２４５ 

建設混合廃棄物 １００ 

建設汚泥 １３５ 
５５ 
３９５ 

４２ ３４０ 

３,３９４ 

２,９６４ 

２,５６９ 

３,１５５ 

５６０ 
８１ 

３０７ 

４２７ 
１２１ 
３６６ 
１０５ 
３８４ 

３,０４３ 

１,９６０ 

９７ 

４１５ 
１２２ 
５８１ 

３,４２５ 

２,９３７ 

０ 

６,０００ 

４,０００ 

２,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

（万ｔ） 

１９９５ ２００５ ２００８ ２００２ ２０００ 

アスファルト・ 
コンクリート塊 

コンクリート塊 

建設混合 
廃棄物 

建設汚泥 

建設発生 
木材 

その他 

（１９９５） 
その他 ９４ 
建設発生木材 ３８７ 
建設混合廃棄物 ８５２ 
建設汚泥 ８４３ 
コンクリート塊 １,２８８ 
アスファルト・コンクリート塊 ６８４ 

（２００８） 
その他 １３ 
建設発生木材 ４３ 
建設混合廃棄物 １６２ 
建設汚泥 ６７ 
コンクリート塊 ８４ 
アスファルト・コンクリート塊 ３２ 

（２０００） 
その他 ９７ 
建設発生木材 ８２ 
建設混合廃棄物 ４４２ 
建設汚泥 ４８６ 
コンクリート塊 １３３ 
アスファルト・コンクリート塊 ４５ 

（２００２） 
その他 ４１ 
建設発生木材 ５０ 
建設混合廃棄物 ２１６ 
建設汚泥 ２６５ 
コンクリート塊 ８７ 
アスファルト・コンクリート塊 ３８ 

（２００５） 
その他 ５５ 
建設発生木材 ４４ 
建設混合廃棄物 ２１２ 
建設汚泥 １９２ 
コンクリート塊 ６０ 
アスファルト・コンクリート塊 ３７ 

アスファルト・コンクリート塊 
コンクリート塊 
建設汚泥 
建設混合廃棄物 
建設発生木材 
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 
建設廃棄物全体 

アスファルト・コンクリート塊 
コンクリート塊 
建設汚泥 
建設混合廃棄物 
建設発生木材 
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 
建設廃棄物全体 

アスファルト・コンクリート塊 
コンクリート塊 
建設汚泥 
建設混合廃棄物 
建設発生木材 
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 
建設廃棄物全体 

アスファルト・コンクリート塊 
コンクリート塊 
建設汚泥 
建設混合廃棄物 
建設発生木材 
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 
建設廃棄物全体 

アスファルト・コンクリート塊 
コンクリート塊 
建設汚泥 
建設混合廃棄物 
建設発生木材 
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 
建設廃棄物全体 

１９９５ 

年度 

２０００ 

２００２ 

２００５ 

２００８ 

３,５７０ 
３,６５０ 
９８０ 
９５０ 
６３０ 
１４０ 
９,９１０ 

３,０１０ 
３,５３０ 
８３０ 
４８０ 
４８０ 
１５０ 
８,４８０ 

２,９７０ 
３,５１０ 
８５０ 
３４０ 
４６０ 
１４０ 
８,２７０ 

２,６１０ 
３,２２０ 
７５０ 
２９０ 
４７０ 
３６０ 
７,７００ 

１,９９０ 
３,１３０ 
４５０ 
２７０ 
４１０ 
１３０ 
６,３８０ 

場外排出量　①＋②＋③ 

①再資源化量 ②縮減量 ③最終処分量 
再資源化率 再資源化等率 

２,８８２ 
２,３５９ 
５７ 
５３ 
２３４ 
４６ 

５,６２９ 

２,９６４ 
３,３９４ 
２４８ 
３５ 
１８２ 
５５ 

６,８７９ 

２,９３７ 
３,４２５ 
３８３ 
５８ 
２８４ 
９４ 

７,１８１ 

２,５６９ 
３,１５５ 
３６０ 
４３ 
３２１ 
２８８ 
６,７３６ 

１,９６０ 
３,０４３ 
３１５ 
８５ 
３２９ 
１１０ 
５,８４１ 

０ 
０ 
７８ 
４８ 
１１ 
１ 

１３７ 

０ 
０ 
９２ 
７ 

２１３ 
１ 

３１２ 

０ 
０ 

１９７ 
６４ 
１３１ 
３ 

３９５ 

０ 
０ 

２００ 
３９ 
１０６ 
１９ 
３６４ 

０ 
０ 
６９ 
２０ 
３７ 
１１ 
１３８ 

６８４ 
１,２８８ 
８４３ 
８５２ 
３８７ 
９４ 

４,１４８ 

４５ 
１３３ 
４８６ 
４４２ 
８２ 
９７ 

１,２８５ 

３８ 
８７ 
２６５ 
２１６ 
５０ 
４１ 
６９７ 

３７ 
６０ 
１９２ 
２１２ 
４４ 
５５ 
６００ 

３２ 
８４ 
６７ 
１６２ 
４３ 
１３ 
４０２ 

８０.７% 
６４.６% 
５.８% 

 
３７.２% 

 
５６.８% 

９８.５% 
９６.２% 
２９.９% 

 
３８.０% 

 
８１.１% 

９８.９% 
９７.６% 
４５.１% 

 
６１.６% 

 
８６.８% 

９８.４% 
９８.０% 
４８.０% 

 
６８.３% 

 
８７.５% 

９８.４% 
９７.３% 
６９.８% 

 
８０.３% 

 
９１.５%

 
 

１３.８% 
 

３８.９% 
 

５８.２% 

　 
 

４０.９% 
 

８２.３% 
 

８４.８% 

　 
 

６８.３% 
 

９０.２% 
 

９１.６% 

　 
 

７４.７% 
 

９０.８% 
 

９２.２% 

　 
 

８５.１% 
 

８９.４% 
 

９３.７%
２００８年度 

２００５年度 

２００２年度 

２０００年度 

１９９５年度 

２６７ 

２９３ 

３３７ 

４８５ 

９５２ 

０ ２００ ４００ ６００ ８００ １,０００ 

（万ｔ） 

２０５万ｔ（２００５年度比３０％減） ２０１２年度排出量　目標値 

建設混合廃棄物の排出量の推移 

品目別建設廃棄物の排出量の推移 品目別建設廃棄物の再資源化等量の推移 

品目別建設廃棄物の最終処分量の推移 品目別再資源化率、再資源化等率 

（年度） 

（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果について」平成22年3月31日） 

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。 
再資源化率：①÷（①+②+③） 
再資源化等率：（①+②）÷（①+②+③） 

（単位：万ｔ） 

９１.６% 
９２.２% 

９３.７% 

８９.３%
９０.７%
８９.４%

７４.５%



!

物
質
フ
ロ
ー

@

資
源
投
入

#

廃
棄
物
・
副
産
物
・
使
用
済
物
品

● リサイクルデータブック　2011 23

建設発生木材 ６３０ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

29 建設廃棄物の品目別再資源化率、再資源化等率 

◇再資源化率＝（工事間利用量＋再資源化量）／工事現場外排出量 

◇再資源化等率＝（工事間利用量＋再資源化量＋縮減量）／工事現場外排出量 

注　釈 

８５% 

８１% 
９８% 

９８.７% 

９８.６% 

９８.４%

２００８年度 

１９９５年度 

２０００年度 

２００２年度 

２００５年度 

２００８年度 

１９９５年度 

２０００年度 

２００２年度 

２００５年度 

２００８年度 

１９９５年度 

２０００年度 

２００２年度 

２００５年度 

２００８年度 

１９９５年度 

２０００年度 

２００２年度 

２００５年度 

２００８年度 

１９９５年度 

２０００年度 

２００２年度 

２００５年度 

０% ２０% ４０% ６０%

５８%

８０% １００%

９４%

９８%以上 

９５%以上 

８２%

９８%以上 

７７%

９１.６% 
９２.２% 
９１.６% 
９２.２% 

９３.７% ９３.７% 

６５%

４０%

６% １４%
４１%３０%

４５.３% ６８.６%
４７.９%

６９.８% ８５.１%

３８%

６１．１%
６８.２%

８０．３%

８３%

８９.３%
９０.７%
８９.４%

８９.３%
９０.７%
８９.４%

９６%

９７.５%

９８.１%

９７.３%

７４.５%７４.５%

（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果について」平成22年3月31日） 

建設廃棄物 

①アスファルト・ 
　コンクリート塊 

②コンクリート塊 

③建設発生木材 

④建設汚泥 

２０１２年度 再資源化率 目標値  

２０１２年度 再資源化等率 目標値 再資源化等率 

再資源化率 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

30 建設発生土の状況 

利用土砂の建設発生土利用率（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩） 
＝７８.６%

⑨＋⑩ 

７０%

２４%

５% ③土質改良プラント　７４４ 

① 
場外搬出量 
１４,０６３ 

⑨ 
搬入土砂 
利用量 
７,４９８ 

⑩ 
現場内利用 
７,２７３ 

⑧新材 
（山砂等） 
３,１５６ 

９,８９４ 

　⑤内陸受入地 

　　（うちストックヤード経由　１,７８４） 

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等） 
３,４２５ 

（うちストックヤード経由　７５７） 

⑥建設汚泥処理土　２４ 

⑦再生砂　１４７ 
  （コンクリート塊より） 

２１%

２３%

５%
０.２%
１%

４９%

土
　 

砂 

　
利 

　
用 

　
量 

（単位：万m３） 

（出典：国土交通省「平成20年度建設副産物実態調査結果について」平成22年3月31日） 

０ 

５,０００ 

１０,０００ 

１５,０００ 

２０,０００ 

２５,０００ 

３０,０００ 

３５,０００ 

４０,０００ 

４５,０００ 

２００８ （年度） 

３,４２５ 

９,８９４ 

２００５ 

４,９８８ 

１１５ 

１３,５４１ 

２００２ 

６,４４３ 

１６,９６６ 

１８６ 

２０００ 

７,２１９ 

１９,９３６ 

２８７ 

９４２ 

１９９５ 

（万m３） 

６,１２０ 

３５,４４５ 

２,６３６ 

３６０ ９１４ 
７４４ 

８７６ 

２８７ 工事間利用 

再資源化施設 

内陸受入地 

海面処分場 

建設発生土の工事現場外への搬出量の推移 

０ 

５,０００ 

１０,０００ 

１５,０００ 

２０,０００ 

２５,０００ 

３０,０００ 

３５,０００ 

２００２ ２００５ ２００８ （年度） 

（万m３） 

４,５６０ 

１２,６３９ 

８７６ ８７６ 
４,９８６ 

７,２７３ 

３,４２５ 
６,４４３ 

９１４ 

３１２ 

１７,８９６ 

５,４２３ 

３４ 
１８２ 

新材利用量 
約１１%減少 

新材利用量 
約３３%減少 

工事現場における利用土砂の搬入状況 参　考 

２４ 

３,１５９ 

工事間利用 
土質改良土 
建設汚泥処理土 
再生砂 
現場内利用 
新材 

７４４ 

１４７ 

建設発生土搬出及び土砂利用搬入の 
状況（２００８年度） 

１４１０ 

１９３５ 

２４０７ 

２９０７ 

１８５８ 
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２８７ 

８７６ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

31 石膏ボードの石膏原料割合 

６％ 

２６％ 

６８％＊ 

２００８年度 

＊：排煙脱硫石膏３８％、その他３０％ 

７％ 

２５％ 

６８％＊ 

２００９年度 

＊：排煙脱硫石膏４０％、その他２８％ 

副産石膏（国産） 天然石膏（輸入） 回収 

（単位：千ｔ） 

副産石膏（国産） 天然石膏 
（輸入） 

リサイクルボード 
（回収） 排煙脱硫石膏 その他 小計 

合計 

２００８年度 

（出典：（社）石膏ボード工業会） 

１,７１７ １,１６３ ４,４８２ 

２００９年度 １,５２１ 

１,３３９ 

１,０９４ 

３,０５６ 

２,６１５ ９８５ ３,８５５ 

２６３ 

２５５ 

32 廃石膏ボードの排出量の推計 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

３,０００ 

３,５００ 

（年） ３７ ３６ ３５ ３４ ３３ ３２ ３１ ３０ ２９ ２８ ２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ １４ １３ １２ １１ １０ 

（千ｔ） 

（出典：（社）石膏ボード工業会） （2010年3月、工業会推定） 

１０９１ 

２９５ 

７９６ 

１２０９ 

２９５ 

９１４ 

１２７２ 

２９５ 

９７７ 

１２０５ 

１６３ 

１０４２ 

１２７２ 

１６３ 

１１０８ 

１３４０ 

１６３ 

１１７７ 

１４１０ 
１４８２ 

１６３ 

１３１９ 

１５５３ 

１６１ 

１３９２ 

１６２８ 

１６１ 

１４６７ 

１７０４ 

１６１ 

１５４３ 

１７８１ 

１６１ 

１６２０ 

１９３５ 
２０１４ 

１５９ 

１８５５ 

２０９３ 

１５９ 

１９３４ 

２１７２ 

１５９ 

２０１３ 

２２５１ 

１５９ 

２０９２ 

２３３０ 

１５９ 

２１７１ 

２４０７ 
２４８４ 

１５９ 

２３２５ 

２５６０ 

１５９ 

２４０１ 

２６３４ 

１５９ 

２４７５ 

２７０６ 

１５９ 

２５４７ 

２７７６ 

１５９ 

２６１７ 

２８４３ 

１５９ 

２６８４ 

２９０７ ２９６９ 

１５９ 

２８１０ 
１１４９ 

２９５ 

８５４ 

３８ ２００９ 

１０３５ 

２９５ 

７４０ 

１４１０ 

１６３ 

１２４７ 

１８５８ １８５８ 

１６１ 

１６９７ 

１９３５ 

１５９ 

１７７６ 

２４０７ 

１５９ 

２２４８ 

２９０７ 

１５９ 

２７４８ 

解体系排出量 

新築系排出量 

◇推計方法 

　年間排出量＝各年次の年初総ストック量＋その年次の年間生産量－次年次の年初総ストック量 

　年初総ストック量：建物構造・用途別に「各年次使用量×建物現存率」を計算したものの1951年以降の総和。 

 

 

　廃石膏ボード排出量は環境省発表の「産業廃棄物の排出及び処理状況等」における産業廃棄物「ガラスくず、コンクリートくず

及び陶磁器くず」（図14参照）の一部と考えられます。 

　図31は（社）石膏ボード工業会が集計し公表し

ているものです。 

　なお、副産石膏とは、化学工業の製造過程で

副産されるものや、発電所、工場などに設けら

れた排脱装置から副産されるものです。たとえ

ば、図22の脱硫石膏などです。 

　また、回収石膏は、ほとんどが新築系廃石膏

ボードから回収されたものです。 

解　説 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.3 建設 

33 建設廃棄物の廃棄物処理法上の位置づけ 

　国土交通省による建設副産物実態調査における建設副産物の定義は図33に示すものです。 

　なお、廃棄物処理法上では建設廃棄物という分類はなく、建設に係る廃棄物は産業廃棄物の廃プラスチック、ゴムくず、金属く

ず、ガラスくず及び陶磁器くず、がれき類、汚泥等に分類されます。 

　各建設廃棄物の発生量は環境省が発表する各廃棄物の発生量の一部と考えられますが、その算出は国土交通省が独自に実施した

アンケート調査結果に基づいています。 

建設発生土 
土砂及び専ら土地造成の目的となる土砂に準ずるもの 

港湾、河川等の浚渫に沿って生ずる土砂その他これに類するもの 

一般廃棄物の具体的内容（例） 

河川堤防や道路の裏面等の除草作業で発生する刈草、 
道路の植樹帯等の管理で発生する剪定枝葉 

廃棄物処理法施行令で 
定められた産業廃棄物 

がれき類 

汚泥 

木くず 

工事から排出される産業廃棄物の具体的内容（例） 

工作物の新築、改築、除去に伴って生じたコンクリートの 
破片、その他これに類する不要物　①コンクリート破片 
②アスファルト・コンクリート破片　③レンガ破片 

含水率が高く微細な泥状の掘削物 
（掘削物を標準ダンプトラックに山積みできず、またその上を 
人が歩けない状態（コーン指数がおおむね２００kN/㎡以下 
又は一軸圧縮強度がおおむね５０kN/㎡以下） 
具体的には場所打杭工法・泥水シールド工法等で生ずる廃泥 
水） 

工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる木くず 
（具体的には型枠、足場材等、内装・建具工事等の残材、 
伐根・伐採材、木造解体材等） 

廃プラスチック類 廃発泡スチロール等梱包材、廃ビニール、合成ゴムくず、 
廃タイヤ、廃シート類、廃塩化ビニル管、廃塩化ビニル継手 

金属くず 鉄骨鉄筋くず、金属加工くず、足場パイプ、保安塀くず 

紙くず 工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる紙くず（具体 
的には包装材、段ボール、壁紙くず） 

繊維くず 

ゴムくず 

工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる繊維くず（具 
体的には廃ウエス、縄、ロープ類） 

廃油 防水アスファルト（タールピッチ類）、アスファルト乳剤等 
の使用残さ 

天然ゴムくず 

注） 

廃油 揮発油類、灯油類、軽油類 

廃PCB等及びPCB汚染物 トランス、コンデンサ、蛍光灯安定器 

廃石綿等 飛散性アスベスト廃棄物 

ガラスくず、コンクリート 
くず及び陶磁器くず（工作 
物の新築、改築又は除去に 
伴って生じたものを除く） 

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は 
除去に伴って生じたものを除く）、タイル衛生陶磁器くず、 
耐火レンガくず、廃石膏ボード 

スクラップ等他人に有償で売却できるもの 有　価　物 

燃え殻 

廃アルカリ 

廃酸 

動物性残渣 

動物のふん尿 

鉱さい 

動物の死体 

ばいじん 

動物性固形不要物 

産業廃棄物を処分する 
ために処理したもの 

一
般 

廃
棄
物 

産
業 

廃
棄
物 

廃
棄
物 

建
設
副
産
物 

建
設
廃
棄
物 

建設混合 
廃棄物 

コンクリート塊 

アスファルト・ 
コンクリート塊 

建設汚泥 

建設発生木材 

特
別
管
理 

一
般
廃
棄
物 

特
別
管
理 

産
業
廃
棄
物 

解　説 

（出典：国土交通省「建設副産物の定義」） 

注）廃棄物が分別されずに混在しているもの。 

３６,６３９ ３６,７４２ ３７,４７７ ３７,１８０ 

６,５４１ ６,７０４ ６,８１１ ６,６９６ 

５,５００ 



!

物
質
フ
ロ
ー

@

資
源
投
入

#

廃
棄
物
・
副
産
物
・
使
用
済
物
品

● リサイクルデータブック　2011 27

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.4 鉄鋼 

34 鉄鋼業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況（2008年度） 

（1）生産工程の状況 

注　釈 

解　説 

　鉄鋼スラグは、鉄鋼製造工程において副産物として発生します。鉄鋼スラグには高炉スラグと製鋼スラグ（転炉スラグ、電炉ス

ラグ）があります。これらのスラグの状況は図37、図38、図39を参照下さい。これらのスラグを合計すると、2009年度では全体の

99％が埋立等以外の資源化目的に利用されています。 

　なお、鉄鋼スラグのうち廃棄物扱いのものは、図14の産業廃棄物「鉱さい」に含まれています。 

　右図は鉄鋼業における2008年度の産業廃棄物・有価発生物＊

の発生量、再資源化量、最終処分量を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であること、また、再資源化量、最

終処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類名は発生段階

での種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊：有価発生物とは、主たる生産物の生産に伴い副次的に発生

する物品（副産物）のうち有価で引き渡したもの。 

（千ｔ） 

最終処分量 再資源化量 発生量 
０ 

１０,０００ 

２０,０００ 

３０,０００ 

４０,０００ 

５０,０００ 

６０,０００ 

鉱さい 

金属くず 
その他 スラッジ 

ばいじん 

（出展：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　　発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

36 高炉スラグの輸出量の推移 

注）1. 高炉スラグの輸出は全量セメント用である。 
　  2. 最新年度は全ての国を掲載しているが、年度によっては国を省略しているので合計と合わない。 

（出典：鐵鋼スラグ協会「鉄鋼スラグ統計年報（平成21年度実績）」より作成） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 
（千ｔ） 

２００９ （年度） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

その他 

アメリカ 

アラブ首長国連邦 

韓国 

台湾 

35 鉄鋼スラグの生成量の推移 

注）従来、磁選工程で回収した粒鉄および磁選精鉱粉についてはスラグとして扱ってきたが、2002年度より、
これを回収鉄分に含め、スラグ生成量に含めないこととした。 

（出典：鐵鋼スラグ協会「鉄鋼スラグ統計年報（平成21年度実績）」より作成） 

３５,６４５ 

０ 

１０,０００ 

２０,０００ 

３０,０００ 

４０,０００ 

５０,０００ 

２２,９１７ 

１０,５０８ 

３,２１４ 
３６,６３９ 

２３,４６１ 

８,８３９ 

３,３２９ 
３５,６２９ 

２３,６７１ 

８,９６９ 

３,３３３ 
３５,９７３ 

２３,８２０ 

９,３８０ 

３,５４２ 
３６,７４２ ３６,７４２ 

２４,０５０ 

９,９３３ 

３,４９４ 
３７,４７７ 

２４,２７８ 

１０,２６５ 

３,６００ 

３８,１４３ 

２４,９７３ 

１０,６３１ 

３,５０７ 
３９,１１１ 

１０,６４０ 

３,４６７ 
３７,１８０ ３７,４７７ ３７,１８０ 

２３,０７３ 

２００８ ２００９ （年度） ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ 

２２,４３７ 

１０,１９５ 

３,０１３ 

２１,３１５ 

９,１７４ 

２,３３０ 
３２,８１９ 

高炉スラグ 

転炉スラグ 

電炉スラグ 

鉄
鋼
ス
ラ
グ
生
成
量
（
千
ｔ
） 

２,２３２ 

８７０ 

８０１ 

６４３ 

１,９９５ 

６,５４１ 

１,８４２ 

１,５３３ 

１,２８１ 

４６５ 

１,５８３ 

６,７０４ 

１,７８１ 

１,７１３ 

１,５３８ 

６,８１１ 

１,０９２ 

６８７ 

２,５６２ 

１,４１４ 

１,３７２ 

６,６９６ 

６８６ 
６６２ 

２,５２８ 

１,１８２ 

１,１１３ 

６,３５４ 

９９７ 

５３４ 

１,９７９ 

９９６ 

３８４ 

１,２４１ 

５,５００ 

９００ 

１,７８２ 

１,１７３ 

３,９１４ 

１５０ 
３８６ 
４２３ 

６,５４１ ６,７０４ ６,８１１ ６,６９６ 

５,５００ 

３６,６３９ 
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37 高炉スラグの生成量・使用量・使用内訳（2009年度） 

（1）生産工程の状況 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.4 鉄鋼 

解　説 

　高炉で生産された銑鉄と酸化カルシウムなどを転炉に装入して溶鋼を生産す

る際に酸化カルシウム、珪酸などの溶融物が生成されます。転炉スラグは、これ

を冷却、固化したものです。粗鋼 1 ｔ 当たり123 kg 生成します（2009年度）。 

38 転炉スラグの生成量・使用量・使用内訳（2009年度） 

他利用 ２.６％ 

セメント 
５.５％ 

コンクリート骨材 ３.７％ 

加工用原料 ０.３％ 

埋立等 １.０％ 

○ 銑鉄生産量（高炉銑） 
　　　７２,５２６ 
○ 高炉スラグ生成量＊１ 

　　　２１,３１５ 
○ 高炉スラグ生産量＊２ 

　　　２１,６７５ 
○ 高炉スラグ生成原単位 
　　　２９４ kg/銑鉄ｔ 
○ 水砕率 
　　　８１.０%

＊1：乾重量 
＊2：乾重量又は湿重量 
＊3：使用量とは、利用量に埋立等を加えたもので、 
　　　いわゆる総出荷量に相当する。 

コンクリート骨材 
９.５％ 

セメント 
（輸出を含む） 
６７.６％ 

土木 
３.３％ 

道路 
１５.３％ 

埋立等 ０.０％ 

地盤改良材 
１.９％ 

他利用 ２.４％ 

徐冷  ４,１２４ 
水砕 １７,５５１ 

解　説 

　高炉工程では鉄鉱石、石灰石、コークスなどを原材料として銑鉄を生産しま

す。この際、銑鉄の他に、鉄鉱石中の様々な鉱物成分、石灰石中の酸化カルシ

ウム、コークス中の灰分などを主成分とする溶融物が生成されます。高炉スラ

グは、これを冷却、固化したものです。高炉スラグは天然の岩石に類似した成

分を有し、銑鉄 1 ｔ 当たり 294 kg 生成します（2009年度）。 

 （単位：千ｔ） 
○ 使用量＊３ 

　　２１,３２５ 
３,０９１ 
８１ 
８２ 
４００ 
１１９ 
５７４ 

１４,４２５ 
２３５ 
１,８００ 
１４８ 
２６２ 
１０９ 
０ 

（輸出 ６,５４１含む） 

道　　　路 
　　　３,２５４ 
 
地盤改良材 
土　　　木 
　　　  ６９３ 
セ メ ン ト  
コンクリート骨材 
　　　２,０３５ 
他　利　用 
　　　  ５１８ 
 
埋　立　等 

路盤材 
アスコン材 
その他 
 
港湾工事 
土木工事 
 
粗骨材 
細骨材 
肥料等 
建築用 
その他 

（出典：鐵鋼スラグ協会「鉄鋼スラグ統計年報（平成21年度実績）」） 

（出典：鐵鋼スラグ協会「鉄鋼スラグ統計年報（平成21年度実績）」） 

○ 粗鋼（転炉鋼）生産量 
　　　７５,７４８ 
○ 転炉スラグ生成量 
　　　９,１７４ 
○ 転炉スラグ生成原単位 
　　　１２３ kg/転炉鋼ｔ 

 （単位：千ｔ） 
○ 使用量＊１ 

　　９,５２５ 
１,６０７ 
１,６０６ 
５０ 
２０４ 
１,１３８ 
２２２ 
３,４４７ 
５２９ 
３５５ 
２６ 
７５ 
４ 

１６５ 
９９ 

再　使　用＊２ 

道　　　路 
　　　１,８６０ 
 
地盤改良材 
土　　　木 
　　　３,６６８ 
セ メ ン ト  
コンクリート骨材 
加工用原料 
他　利　用 
　　　  ２４４ 
 
埋　立　等 

 
路盤材 
アスコン材 
その他 
 
港湾工事 
土木工事 
 
 
 
肥料等 
建築用 
その他 

再使用 
１６.９％ 

道路 
１９.５％ 

地盤改良材 
１１.９％ 

土木 
３８.５％ 

＊1：使用量とは、利用量に埋立等を加えたもので、 
　　　いわゆる総出荷量に相当する。 
＊2：スラグ中の石灰分等の有効利用を目的に、磁 
　　　選後の製鋼スラグを鉄鋼製造工程で再使用し 
　　　たもの。 
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（1）生産工程の状況　（2）製品の状況 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.4 鉄鋼 

解　説 

　鉄スクラップと酸化カルシウムなどを電気炉に装入して溶鋼を生産する際に

酸化カルシウム、珪酸などの溶融物が生成されます。電気炉スラグは、これを

冷却、固化したものです。粗鋼 1 t 当たり 114 kg 生成します（2009年度）。 

39 電気炉スラグの生成量・使用量・使用内訳（2009年度） 

40 日本の鉄鋼循環図（2008年度） 

　　 
　　 

＊1：使用量とは、利用量に埋立等を加えたもので、 
　　　いわゆる総出荷量に相当する。 
＊2：スラグ中の石灰分等の有効利用を目的に、磁 
　　　選後の製鋼スラグを鉄鋼製造工程で再使用し 
　　　たもの。 

○ 粗鋼（電気炉鋼）生産量 
　　　２０,７００ 
○ 電気炉スラグ生成量 
　　　２,３３０ 
○ 電気炉スラグ生成原単位 
　　　１１４ kg/電気炉鋼ｔ 

 （単位：千ｔ） 
○ 使用量＊１ 

　　２,３３４ 
４０ 
９０９ 
４６ 
５７ 
８８ 
１ 

６７５ 
２１ 
１８ 
１８５ 
９ 

１０８ 
１７７ 

再　使　用＊２ 

道　　　路 
　　　１,０１３ 
 
地盤改良材 
土　　　木 
　　　  ６７６ 
セ メ ン ト  
コンクリート骨材 
加工用原料 
他　利　用 
　　　  １１７ 
埋　立　等 

 
路盤材 
アスコン材 
その他 
 
港湾工事 
土木工事 
 
 
 
肥料等 
その他 

（出典：鐵鋼スラグ協会「鉄鋼スラグ統計年報（平成21年度実績）」） 
地盤改良材 
３.８％ 

コンクリート骨材 
０.８％ 

加工用原料 
７.９％ 

セメント 
０.９％ 

他利用 
５.０％ 

再使用 
１.７％ 

道路 
４３.４％ 

土木 
２９.０％ 

埋立等 
７.６％ 

 

 

 

（単位：千ｔ） 

鉄 源 消 費  

スクラップ輸出 ６,２６４ 

（自家発生スクラップ・加工スクラップ含む） 

４,６０
０ 

５,３
４１
 

７
,５９
１
 

３
,３３
１
 

３,１
０４
 

１,４
６５
 ６７７ 

１
０ 年 後 

２
０ 年 後  

２５年
後 

３０
年
後 

銑鉄輸入 ８４６ 

スクラップ輸入 ６７１ 
鉄鉱石 原料炭 

銑鉄輸出 
１８５ 

銑鉄生産 
７８,４９７ 

銑鉄
消費

 

７７,３
８９ 

スク
ラッ
プ消
費 

４５,
９３４
 

スラグ（生成） 

鉄鋼輸出 
（銑鉄・フェロを除く） 

３４,１５３ 

鋼材輸入 
４,２１８ 

製品輸出 
２４,９２３ 

製品輸入 
３,１６８ 

老 廃 ス ク ラ
ッ プ 購 入２６,９８０

自
家発生スクラップ １４,１９７ 加工

スク
ラッ
プ

６,
１５
７

他 
容器 

自動車 

二次製品 

機　械 

建　築 

土

木

 

鉄

鋼

蓄

積

量

 

１,３１８,８７９ 

製
造
業 

国
　
内
　
需
　
要 

建
　
設 

条鋼  鋼矢板  
棒　鋼  
形　鋼  
厚　板  
薄　板  
ブリキ  
シームレス 

９１,３３６ 

鋼板  

鋼管  

鋼
　
材
　
生
　
産 

鋳　物
電
炉
２５,７０７

粗
　
鋼
　
生
　
産
 

１０
５,５
００
 

鋳物他
４,１６５

転
炉
７９,７９３

回
収
中
間
処
理
 

鉄スクラップ  計 ４７,２６５ 

ヘ

ビ

ー
ス
ク
ラ
ップ

シ
ュ
レ
ッダ
ー

　
　

プ
　
レ
　
ス

　
　
新

　
　
　
　断

鋼
ダ
ラ

イ・
銑鉄

（出典：（社）日本鉄源協会） 

注）1. 鉄鋼蓄積量は2009年3月末時点 
　  2. 鋼材輸出入、鉄鋼輸出入データは 
　　　クォータリーてつげんVol.43「2008年度末の鉄鋼蓄積量（推計）」図表4 
　  3. 部門別老廃スクラップ回収量は、鉄源年報第21号（2010）第Ⅴ-3 
　  4. 銑鉄需給・鉄スクラップ需給は、鉄源年報第21号（2010）第Ⅱ-1-②表 
　  5. 鉄鉱石及び原料炭は、2004年1月より経済産業省統計の廃止により空欄 
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41 国内で購入される鉄スクラップ量の推移 

（2）製品の状況 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.4 鉄鋼 

◇老廃スクラップ： 

ビルの解体、廃車、缶等の使用済み

のものから発生する鉄スクラップ。 

 

◇加工スクラップ： 

鉄製品加工過程で発生する切り板、

切り屑、打ち抜き屑等。 

42 鉄スクラップの需要と供給（2009年度） 

０.０ 

５.０ 

１０.０ 

１５.０ 

２０.０ 

２５.０ 

３０.０ 

３５.０ 

国内購入スクラップ推移（輸出除く） 

（出典：（社）日本鉄源協会） 

注）2004年度及び2008年度の加工スクラップ発生実態調査による見直しにより、03年度以降、08年度以降でデータが不連続となった。 

１７.５ 
１６.６ 

１８.２ 

１９.５ 

２１.９ ２１.４ 
１９.９ 

２１.０ 
２２.７ 

２４.６ 
２５.８ 

２４.２ 
２３.６ ２３.３ 

２４.５ ２４.７ 

２７.５ 
２６.３ 

２５.２ 

２７.６ 
２６.２ 

２８.４ 

３０.７ 

２２.６ 

７.４ 
６.４ ６.３ ６.５ ６.８ ６.６ ７.１ 

７.９ 
８.６ 

９.１ 
８.７ 

７.９ 
６.８ ７.０ ７.０ ７.４ ７.２ 

６.３ ６.４ ６.７ ６.６ 

１０.１ 

６.４ 
７.２ 

２３.０ ２２.３ 

１０.８ １１.１ 

２４.４ 
２６.４ 

１１.３ １１.２ 

１９.６ 

２７.０ 

６.２ ５.７ 

１９８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ２０００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ （年度） 

（百万ｔ） 加工スクラップ 老廃スクラップ 

自家発生 
A １２,１０１ 

電炉メーカー 
B ２,０５８ 
鋳物メーカー 
A ２,０２０ 

新断 
（６２.０％） 

鋼ダライ（２６.８％） 
銑スクラップ（１１.２％） その他（１０.３％） 

電炉用 
A ２１,４７４ 

加工 
スクラップ 
５,６９４ 

（２２.６％） 

その他 
（１４.７％） 

土木 
（１８.３％） 

建築 
（１７.８％） 

機械 
（３０.３％） 

加工スクラップ 
５,６６３ 

（２７.９％） 

（７８.７％） 

自動車 
（１３.９％） 

容器（５.０％） 

シュレッダー 
（１１.７％） 
プレスその他 
（９.６％） 

建設（７.４％） 

機械（１４.８％） 

自動車 
（６７.５％） 

他鉄鋼工場＊４ A３２９ 

その他＊６ A６０３ 

輸出 
C ８,９７１ 

老廃スクラップ  ４,４８６ 

鋳物用他＊５ 

A ４,７６５ 

供給 
（国内 ３７,９４２） 

A ２５,８４１ 
（２５,２４４）＊３ 

国
内
購
入
ス
ク
ラ
ッ
プ 

１９,５５０ 
（７７.４％） 

老
廃
ス
ク
ラ
ッ
プ 

ヘ
ビ
ー
ス
ク
ラ
ッ
プ 

１４,６２２ 
（７２.１％） 

老
廃
ス
ク
ラ
ッ
プ 

２００９年 流通量調査 ＊１ 

（２０,２８５） 
部門推計 ＊２ 

（２９,７３０） 

消費 
（国内 ３８,９３２） 

その他　４,４８６ 

転炉用 
A １１,７６０ 

高炉メーカー 
B ８,０２４ 

（単位：千ｔ） 

［出所］A 経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」、B 日本鉄鋼連盟「鉄屑工場受け払い」、C 財務省「貿易統計」 
＊1：日本鉄源協会「流通量調査」2009暦年 
＊2：加工スクラップ発生率は、日本鉄源協会「第5回加工スクラップ発生実態調査」（2008年度）の結果を用いる。 
＊3：国内購入スクラップの（  ）内数量は、過欠補正後の国内購入スクラップ。 
＊4：焼結用、高炉製銑用、フェロアロイ用、その他鉄鋼工場用の計。 
＊5：銑鉄鋳物用、可鍛鋳鉄用、鋳鉄管用、再生鋼材用の計。 
＊6：鉄鋼部門以外の鉄鋼加工用、鋳物用、窯業用、化成用、ベースメタル用、純鉄用等の計。 
（出典：（社）日本鉄源協会） 

８４.２ 
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（2）製品の状況 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.4 鉄鋼 

43 スチール缶のリサイクルフロー（2009年度） 

44 スチール缶の消費量とリサイクルの状況 

◇回収・再資源化率＝スチール缶再資源化重量／スチール缶消費重量 

　なお、スチール缶リサイクル協会ではスチール缶リサイクル率としているが、ここでは回収・再資源化率という。 

注　釈 

再生製品 
６２３千ｔ 

・建材、レール 
・機械、モータ 
・自動車、家電等 

輸出 
２千ｔ 

輸入 
１０６千ｔ 

製缶メーカー 
生産 

５９５千ｔ 

食料品 
流通過程 

スチール缶消費 
６９９千ｔ 

※は推計値 

事業系排出 民間処理業者 
※４０９千ｔ 

鉄スクラップ処理業者 
６５８千ｔ 

製鉄メーカー 
６５８千ｔ 

アルミ蓋・異物 
３５千ｔ 

埋立・散乱・ 
その他 
※４１千ｔ 自治体 

※２４９千ｔ 
家庭系排出 

食品メーカー・ボトラー 
飲料缶・食料缶 　４７８千ｔ 
一般缶　　　　　　８９千ｔ 
１８リットル缶　　　２８千ｔ 

注）製缶メーカーの生産量（５９５千ｔ）には、再生製品以外の鋼材から生産されたものを含む。 

（出典：スチール缶リサイクル協会「スチール缶リサイクルの全体フロー（平成21年度）」より作成） 

８４.２ 
８５.２ 

８６.１ 

８７.５ 

８７.１ 

８８.７ 
８８.１ 

８５.１ 

８８.５ 
８９.１ 

７４ 

７６ 

７８ 

８０ 

８２ 

８４ 

８６ 

８８ 

９０ 

消
費
重
量
・
再
資
源
化
重
量
等
（
千
ｔ
） 

回
収
・
再
資
源
化
率
（
％
） 

消費重量 

（出典：消費重量、再資源化重量、回収・再資源化率：スチール缶リサイクル協会 
　　　　市町村再商品化量：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
　　　　平成23年2月10日） 

再資源化重量 

市町村再商品化量（内数） 

回収・再資源化率（％） 

１,０５５ 

８９９ 

４５０ 

８５.２ 

１,２１５ 

１,０２３ 

４７６ 

８４.２ 

年度 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

８４.２ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 

１,６００ 

０ 

９４９ 

８１７ 

４１５ 

８６.１ 

９１１ 

７９７ 

３８８ 

８７.５ 

９０８ 

７９１ 

３５５ 

８７.１ 

８６８ 

７７０ 

３２１ 

８８.７ 

８３２ 

７３２ 

２９９ 

８８.１ 

８３４ 

７１０ 

２７０ 

８５.１ 

７７２ 

６８３ 

２４４ 

８８.５ 

６９９ 

６２３ 

２４２ 

８９.１ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.5 パルプ・紙・紙加工品 

46 製紙産業における黒液回収量の推移 

　黒液は、木材チップからパルプを製造するときに回収される樹液を含む廃液であり、パルプ工場の燃料として使用され、製紙産

業の全エネルギーの1/3をまかなっています（図47参照）。黒液はバイオマスエネルギーの一種です。 

　なお、本項における黒液は環境省が発表する「産業廃棄物の排出及び処理状況等」（図13、図14）の外数となっています。 

解　説 

（1）生産工程の状況 

45 パルプ・紙・紙加工品製造業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・ 
最終処分の状況（2008年度） 

47 製紙産業における使用エネルギーの構成比 
（2009年度） 

　右図はパルプ・紙・紙加工品製造業における2008年度の産

業廃棄物・有価発生物＊の発生量、再資源化量、最終処分量

を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であること、また、再資源化量、

最終処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類名は発生

段階での種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊：有価発生物とは、主たる生産物の生産に伴い副次的に発

生する物品（副産物）のうち有価で引き渡したもの。 

注　釈 

０ 

２,０００ 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

１２,０００ 

（千ｔ） 

最終処分量 再資源化量 発生量 

燃えがら その他 

紙くず 

ばいじん 

スラッジ 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　　発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

（出典：日本製紙連合会） 

０ 
２００９ （年） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

３,０００,０００ 

６,０００,０００ 

９,０００,０００ 

１２,０００,０００ 

１５,０００,０００ 

回
収
黒
液
量
（
絶
乾
ｔ
） 

＊ 

１０,９３６,０７３ 

１４,１０８,７７６ １４,２７８,８８７ １３,９６１,９６４ １４,０７２,７３６ １４,５０４,８５７ １４,０５１,３２８ 

（出典：経済産業省　経済産業政策局調査統計部鉱工業動態統計室　石油等消費動態統計「業種別エネルギー消費」） 

＊絶乾ｔ：対象物質の水分をすべて乾燥させた状態における重量 

重油 
９.８％ 

石炭 
２４.９％ 

ガス 
６．３％ 

購入電力他 
１１.４％ 

廃棄物 
８.２％ 

廃タイヤ・ 
RPF他 
８.２％ 廃材・PS他 

８.３％ 

黒液 
３１.１％ 

化石 
５２.４％ 再生可能 

３９.４％ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.5 パルプ・紙・紙加工品 

48 紙・板紙の生産と古紙の回収率・利用率の推移 

（2）製品の状況 

　上の表1で、新聞古紙回収率が100％以上となっているのは、チラシ広告の混入によるものです。 
　また、ダンボール回収率が100％以上となっているのは輸入商品に使用されているダンボールが含まれているためです。 

 

 

 

 

 
＊：メーカー古紙入荷には、古紙パルプ入荷量を古紙換算した数値を含む。 

解　説 

◇古紙利用率 ×　100=
古紙消費量+古紙パルプ消費量 

繊維原料合計消費量（パルプ + 古紙 + 古紙パルプ + その他） 

◇古紙回収率 ×　100=
古紙国内回収量（メーカー入荷＊ + 輸出 － 輸入） 

紙・板紙国内消費量（メーカー払出 － 輸出 + 輸入） 

３０,０１２ 

１５,９２０ 

１３,８４２ 

５１.３ 

５３.６ 

３１,０１４ 

１６,４９８ 

１４,１３４ 

５３.０ 

５４.０ 

２９,８８６ 

１６,２１０ 

１３,３６４ 

５５.２ 

５４.９ 

３０,６３１ 

１６,９０６ 

１３,２９４ 

５５.７ 

５６.１ 

３１,８２８ 

１７,９１８ 

１３,５４１ 

５７.７ 

５７.０ 

３０,７１７ 

１７,７８０ 

１２,９２９ 

６１.５ 

５８.０ 

３０,６８６ 

１８,１６４ 

１２,３７５ 

６５.４ 

５９.６ 

３０,４５７ 

１８,２４２ 

１２,１１８ 

６６.１ 

６０.２ 

３０,８９２ 

１８,５３６ 

１２,２２７ 

６８.５ 

６０.４ 

３０,９５２ 

１８,５９６ 

１２,２８１ 

７１.１ 

６０.３ 

３１,１０８ 

１８,７７８ 

１２,２６３ 

７２.４ 

６０.６ 

３１,２６６ 

１９,３１４ 

１２,１７６ 

７４.５ 

６１.４ 

２６,２６８ 

１６,７９２ 

９,８５５ 

７９.７ 

６３.１ 

３０,６２７ 

１９,０１３ 

１１,７７８ 

７５.１ 

６１.９ 

紙・板紙生産量 

古紙消費量 

パルプ消費量 

古紙回収率（％） 

古紙利用率（％） 

（資料：紙・パルプ統計、紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計月報、日本貿易月表） 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

０ 

５,０００ 

１０,０００ 

１５,０００ 

２０,０００ 

２５,０００ 

３０,０００ 

３５,０００ 

生
産
量
・
消
費
量
（
千
ｔ
） 

回
収
率
・
利
用
率
（
％
） 

１９９６ 年 １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

（出典：（財）古紙再生促進センター「2009年古紙需給統計（2009年1月～12月）」、「古紙統計年報2009年版」） 

品　種 品　種 原単位 原単位 原単位 
紙・板紙合計 紙 板　紙 

新聞巻取紙 
印刷・情報用紙 
包装用紙（クラフト紙を含む） 
衛生用紙 
雑種紙 

クラフトライナー 
ジュートライナー 
内装用ライナー（１００％古紙使用） 
パルプ芯 
特芯 
マニラボール 
白ボール 
黄・チップボール・色板紙 
建材原紙 
その他板紙 

計 計 

０.９１１２  
０.２６６１  
０.０８２６  
０.４５７５  
０.００８７  

 
 
 
 
 

０.４０４８ 

０.９９０１  
１.０４６１  
１.０３８３  
０.９９２８  
１.０３７４  
０.５６７１  
１.０３３１  
１.１７５７  
１.０１１９  
０.８９８７  
０.９８８３ ０.６３６６ 

表２　２００９年紙・板紙品種別古紙消費原単位表（推定） 

注）1. 調査対象期間　2009年4～9月 
　 2. 古紙消費原単位＝古紙消費量／紙・板紙生産量 （資料：（財）古紙再生促進センター調査） 

（単位：ｔ、％） 

品種名 古紙国内回収量 紙・板紙国内消費量 古紙回収率 
印刷用紙（上・中質、雑誌）＊1 

新聞 
ダンボール ＊2 

ボール紙 ＊3

合計 

５,７９５,６４０ 
５,０７５,３８０ 
９,７９０,６３２ 
１,００２,２６７ 
２１,６６３,９１９ 

１２,５６１,２５１ 
３,３９３,７３９ 
８,８３４,３９３ 
２,４０４,７４４ 
２７,１９４,１２７ 

４６.１ 
１４９.６ 
１１０.８ 
４１.７ 
７９.７ 

表１　２００９年古紙品種別回収率試算 

＊1：上白・カード、特白・中白・白マニラ、模造・色上、切付・中更反古、雑誌 
＊2：茶模造紙を含む。 
＊3：台紙・地券・ボール （資料：紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計月報、日本貿易月表） 

０ 

１０ 
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白板紙 
１,４９０ 
（５.７％） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.5 パルプ・紙・紙加工品 

49 紙・板紙生産内訳（2009年） 

（2）製品の状況 

　「財務省貿易統計」によれば、2009年の紙・板紙の輸入量は 2,086 千t 、輸出量は 1,274 千t です。したがって、国内で使用され

る紙・板紙の多くは国内産であり、また、国内で生産された紙・板紙はほぼ国内で消費されます。 

解　説 

２００９年 紙・板紙 
合計 ２６,２６８千ｔ 

新聞用紙 
３,４５５ 

（１３.２％） 

印刷・ 
情報用紙 
９,１２０ 

（３４.７％） 

包装用紙 
７８６ 

（３.０％） 

衛生用紙 
１,７７６ 
（６.８％） 

雑種紙 
６９５ 

（２.６％） 

黄チップ・色板紙 
１４７ 

（０．６％） 

建材原紙 
１８０ 

（０．７％） 
その他板紙 
４０７ 

（１.５％） 

段ボール原紙 
８,２１２ 

（３１.３％） 

紙計 
１５,８３２千ｔ 
（６０.３％） 

板紙計 
１０,４３６千ｔ 
（３９.７％） 

（出典：（財）古紙再生促進センター「2009年古紙需給統計（2009年1月～12月）」） 

（単位：千ｔ） 

生産量 品種 

　年 

対前年比 生産量 対前年比 生産量 対前年比 

３,８０２ 

１１,６６６ 

９９４ 

１,７７０ 

９６２ 

１９,１９２ 

９,４２３ 

１,６０６ 

１９６ 

２２７ 

６２２ 

１２,０７４ 

３１,２６６ 

新　聞　用　紙 

印刷・情報用紙 

包　装　用　紙 

衛　生　用　紙 

雑　　種　　紙 

紙　　　　　計 

段ボール原紙  

白　　板　　紙 

黄チップ・色板紙 

建　材　原　紙 

そ の 他 板 紙 

板　　紙　　計 

紙・板紙 　計 

１００.８ 

１００.９ 

１０２.１ 

９８.６ 

１００.２ 

１００.７ 

１０１.１ 

９６.６ 

９５.３ 

９７.４ 

１００.５ 

１００.３ 

１００.５ 

３,６８０ 

１１,５０１ 

１,０１０ 

１,８０５ 

８３１ 

１８,８２８ 

９,２１９ 

１,６３５ 

１８４ 

２１３ 

５４９ 

１１,８００ 

３０,６２７ 

９６.８  

９８.６  

１０１.６  

１０２.０  

８６.４  

９８.１  

９７.８  

１０１.８  

９４.０  

９３.９  

８８.２  

９７.７  

９８.０ 

３,４５５ 

９,１２０ 

７８６ 

１,７７６ 

６９５ 

１５,８３２ 

８,２１２ 

１,４９０ 

１４７ 

１８０ 

４０７ 

１０,４３６ 

２６,２６８ 

９３.９  

７９.３  

７７.８  

９８.４  

８３.７  

８４.１  

８９.１  

９１.１  

７９.９  

８４.５  

７４.１  

８８.４  

８５.８ 

（単位：千ｔ、％） 紙・板紙生産内訳 

２００７年 ２００８年 ２００９年 

（資料：紙・パルプ統計、紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計月報） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.5 パルプ・紙・紙加工品 

50 古紙の輸出量・輸入量の推移 

（2）製品の状況 

古紙輸出の内訳（2009年） 

 

（単位：千ｔ） 

合計 
４,９１４ 

その他 
７２３ 

（１５％） 

中国 
４,１９１ 
（８５％） 

（出典：（財）古紙再生促進センター「2009年古紙需給統計（2009年1月～12月）」） 

（資料：日本貿易月表） 

２００９ 

４４ 

４,９１４ 

（年） ２００８ 

６１ 

３,４９１ 

２００７ 

６７ 

３,８４４ 

２００６ 

７２ 

３,８８７ 

２００５ 

７７ 

３,７１０ 

２００４ 

８１ 

２,８３５ 

２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ １９９７ 

３１２ ２９４ ２８８ ２７８ 

１,４６６ 
１,８９７ １,９７１ 

１１８ １４４ ２１４ 
３７２ ３００ 

５６１ ３６２ 

０ 

４００ 

８００ 

１,２００ 

１,６００ 

２,０００ 

２,４００ 

２,８００ 

３,２００ 

３,６００ 

４,０００ 

４,４００ 

４,８００ 

５,２００ 
（千ｔ） 

古紙輸出 古紙輸入 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.5 パルプ・紙・紙加工品 

51 古紙の発生・流通経路（2009年） 

（2）製品の状況 

○2009年度の集団回収による回収は、紙類 2,574 千t 、紙製容器包装 33 千t 、紙パック 8 千t 、また、地方自治体による回収は、

紙類 1,968 千t 、紙製容器包装 113 千t 、紙パック 12 千t 
　（出典：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成21年度）について」平成23年3月4日） 

○2009年度の市町村による容器包装の分別収集量は、段ボール製容器 598 千t 、紙製容器包装 89 千t 、紙パック 15 千t 
　（出典：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

注　釈 

パルプ生産 ８,５０１ 

パルプ材消費 
 （１,０００ m3） 
国産    ８,９７９ 
輸入  １８,５００ 
合計  ２７,４７９ 

パルプ消費 
９,８５５ 

１６,６４４ 

パルプ輸入 １,５６８ 

パルプ輸出 １３９ 

紙・板紙輸入 
１,８０１ 

古紙パルプ輸入　１ 

紙・板紙生産 
２６,２６８ 

紙・板紙払出 
２６,４５０ 

再生資源業者 

中間業者 
（代納業者を含む） 

専門業者 

回収業者 

紙・板紙輸出 １,０５７ 

紙・板紙消費 
２７,１９４ 

家庭 

小規模発生場所 
（小規模商店街・オフィスビル･駅・市場など） 

大規模発生場所 
段ボール･紙器工場 
印刷・製本工場 
出版社･新聞社 

デパート・スーパーなど 

古
紙
発
生
源 

古
紙
回
収 

古紙輸入 
４４ 

古紙輸出 
４,９１４ 

市中 
（主として問屋街） 

行政回収 
集団回収 

新聞販売店回収 

古紙 
未回収 
５,５３０ 

（２０.３％） 

２１,６６４ 
（７９.７％） 

消費 １２３ 
 

消費 １６,７９２ 

１５０＊1

＊2

＊3

（単位：千ｔ） 

（出典：（財）古紙再生促進センター「2009年古紙需給統計（2009年1月～12月）」） 

＊1：古紙パルプ用に使用された古紙を80％として換算した推定値。 
＊2：古紙だけではなく他の再生資源（鉄、ビン等）も取扱う業者。建場（よせ場）とも称する。 
＊3：大量かつ均一な品質の古紙が発生する紙加工工場のような所からの回収を主として行う業者。坪上業者とも称する。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （資料：紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計年報、日本貿易月表） 

１５ 

２０ 

３０ 

３５ 

２５ 

飲料用紙パック出荷量 
年　度 

（出典：飲料用紙パック出荷量、使用済み紙パック回収量、使用済み紙パック回収率：全国牛乳容器環境協議会ホームページ「紙パックの回収率」 
　　　　市町村分別収集量：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

使用済み紙パック回収量 
うち市町村分別収集量 
使用済み紙パック回収率（％） 

１９８.２ 
４４.０ 
１５.７ 
２２.２ 

２０４.６ 
４９.３ 
１６.６ 
２４.１ 

２００２ ２００３ 
２１３.２ 
５３.２ 
１５.８ 
２４.９ 

２１５.９ 
５５.７ 
１６.３ 
２５.８ 

２００４ ２００５ 
２１６.８ 
５７.１ 
１５.９ 
２６.４ 

２００６ 
２１５.７ 
６５.８ 
１６.６ 
３０.５ 

２１０.９ 
６７.４ 
１５.１ 
３２.０ 

２０５.８ 
６８.０ 
１５.２ 
３３.０ 

２００７ ２００８ ２００９ 

紙
パ
ッ
ク
出
荷
量
・
回
収
量
等
（
千
ｔ
） 

回
収
率
（
％
） 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

　上図の使用済み紙パックの回収量合計は、市町村回収のほかスーパーマーケットなどの店頭回収、集団回収、学校給食による回

収を含んでいます。 

　2009年度の市町村の分別収集は使用済み紙パック回収全体の約22％を占めています。 

解　説 

52
紙パックの出荷量と 
使用済み回収率の 
推移 

製
紙
メ
ー
カ
ー
向
け
古
紙
出
荷 

販
売
古
紙
パ
ル
プ 

直
納
業
者
（
総
合
商
社
を
含
む
） 

２２.２ 
２４.１ ２４.９ ２５.８ ２６.４ 

３０.５ ３２.０ ３３.０ 

２２.２ 

２６.４ 

３３.０ 

１０ 

０ 

５ 
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２２.２ 

２６.４ 

３３.０ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.6 化学 

53 化学工業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況（2008年度） 

　右図は化学工業における2008年度の産業廃棄物・有価発生物＊

の発生量、再資源化量、最終処分量を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であること、また、再資源化量、最終

処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類名は発生段階での

種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊：有価発生物とは、主たる生産物の生産に伴い副次的に発生す

る物品（副産物）のうち有価で引き渡したもの。 

（1）生産工程の状況　（2）プラスチック製品の状況 

55 プラスチックのくずの輸出量の推移 

その他 廃酸 
廃プラスチック類 

廃アルカリ 

ばいじん 

廃油 

スラッジ 

最終処分量 再資源化量 発生量 
０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 
（千ｔ） 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　　発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

54 プラスチックの生産量と排出量の推移 

（年） 

一般廃棄物 産業廃棄物 国内樹脂製品消費量 樹脂生産量 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 

１,６００ 
（万ｔ） 

（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 
１９
８０
 

１９
８５
 

１９
８６
 

１９
８７
 

１９
８８
 

１９
８９
 

１９
９０
 

１９
９１
 

１９
９２
 

１９
９３
 

１９
９４
 

１９
９５
 

１９
９６
 

１９
９７
 

１９
９８
 

１９
９９
 

２０
００
 

２０
０１
 

２０
０２
 

２０
０３
 

２０
０４
 

２０
０５
 

２０
０６
 

２０
０７
 

２０
０８
 

２０
０９
 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ 
０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 

１２０ 

１４０ 

１６０ 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
く
ず
の
輸
出
量
（
万
ｔ
） 

注）2005年以前は、ポリエ 
　   チレンテレフタレートの 
　   くずはその他に含まれる。 

塩化ビニル重合体 

スチレン重合体 

エチレン重合体 

ポリエチレンテレフタレート 

その他 

（出典：財務省貿易統計） 

（年） 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.6 化学 

56 プラスチック製品・廃棄物・再資源化フロー図（2009年） 

（2）プラスチック製品の状況 

注1 ※1
再生樹脂 
投入量 
５４万ｔ 

樹脂生産量 
１,１２１万ｔ 

※2
国内樹脂製品 
消費量 
８４３万ｔ 

※3

廃プラ総排出量 
９１２万ｔ 

※5

産業系廃棄物 
４６８万ｔ 

産業系廃棄物 一般系廃棄物 

廃棄物計 

未利用 

埋立 
８８万ｔ 
１０％ 

単純焼却 
１０７万ｔ 
１２％ 

熱利用 
焼却 

１１６万ｔ 
１３％ 

廃棄物 
発電 

３２８万ｔ 
３６％ 

固形燃料 
４２万ｔ 
５％ 

高炉・コークス炉 
原料/ガス化/油化 
３２万ｔ 
４％ 

再生利用 
２００万ｔ 
２２％ 

サーマルリサイクル（エネルギー回収） ケミカル 
リサイクル 

マテリアル 
リサイクル 

有効利用廃プラ 
７１８万ｔ 
７９％ 

未利用廃プラ 
１９５万ｔ 
２１％ 

※4

※6

一般系廃棄物 
４４４万ｔ 

生産・加工 
ロス量 
６６万ｔ 

使用済製品 
排出量 
８４６万ｔ 

生産・加工ロス 
排出量 
６６万ｔ 

注2

注3

再
生
利
用 

固
形
燃
料 

廃
棄
物
発
電 

単
純
焼
却 

埋
立 

熱
利
用
焼
却 

高
炉
・
コ
ー
ク
ス
炉
原
料
／ 

ガ
ス
化
／
油
化 

再
生
利
用 

樹
脂
輸
出
量 

樹
脂
輸
入
量 

製
品
輸
出
量 

製
品
輸
入
量 

液
状
樹
脂
等
量 

加
工
ロ
ス
量 

生
産
ロ
ス
量 

廃
棄
物
発
電 

単
純
焼
却 

埋
立 

熱
利
用
焼
却 

３４万ｔ ３６万ｔ ８０万ｔ １４３万ｔ ３５万ｔ １１万ｔ １３０万ｔ ５４万ｔ ７０万ｔ ３６万ｔ １８５万ｔ ７万ｔ ２２万ｔ ７０万ｔ 

４２２万ｔ １５９万ｔ ７２万ｔ １５３万ｔ １０２万ｔ ４８万ｔ １８万ｔ 

排出段階 

樹脂製造・製品加工・市場投入段階 

処理処分段階 

注1　　　生産ロス量は樹脂生産量の外数である。 
注2　　　再生樹脂投入量は便宜上前年の再生利用量214万ｔから輸出分151万ｔ及びペットボトルから繊維に再利用された9万ｔを除いた量を 
　　　　  当年の量とした。 
注3　　　使用済製品排出量は需要分野別樹脂別使用量（1976年からの各年使用量）及び需要分野別製品寿命（60年排出モデル：当協会策定）から 
　　　　  当協会推計システムで算出した。 
※四捨五入による数値の不一致は一部存在する。※今年から一部表記を変更したが、フロー図自体の算出方法には基本的な変更はない。　　　　 

※1～6は項目57～60における※1～6に対応している。 
（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 

未
使
用 

使
　
用 

高
炉
・
コ
ー
ク
ス
炉
原
料
／ 

ガ
ス
化
／
油
化 

固
形
燃
料 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.6 化学 

57 樹脂生産と樹脂製品（2009年） 

58 廃プラスチック総排出量と内訳（2009年） 

（2）プラスチック製品の状況 

（分野別内訳） （樹脂別内訳） 

※３　廃プラ総排出量（９１２万ｔ）の内訳 （単位：万ｔ） 

（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 

※１　樹脂生産（１,１２１万ｔ）の樹脂種類別内訳 ※２　樹脂製品（８４３万ｔ）の分野別内訳 

（単位：万ｔ） 

ポリプロピレン 
２４１ 

（２１.５％） 塩化ビニル 
樹脂 

１６７（１４.９％） 

ポリスチレン類※ 
１２４ 

（１１.１％） 

その他 
熱可塑性樹脂 
１９０ 

（１７.０％） 

熱硬化性樹脂 
１１８ 

（１０.５％） ポリエチレン 
２８１ 

（２５.０％） 

熱可塑性樹脂 
（８９.５％） 

※ポリスチレン類：AS、ABSを含む 

（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 

※ポリスチレン類：AS、ABSを含む 

電気・電子機器／ 
電線・ケーブル／機械等 
１４２（１６.９％） 

家庭用品／ 
衣類履物／ 
家具／玩具等 
８０（９.５％） 

その他 
４５（５.３％） 

建材 
１００（１１.９％） 

輸送 
８５（１０.１％） 

農林・水産 
１５（１.８％） 

包装・容器等／ 
コンテナ類 
３７６ 

（４４.６％） 

ポリプロピレン 
２１３ 

（２３.４％） 

塩化ビニル樹脂 
９０（９．８％） 

ポリスチレン類※ 
１２９ 

（１４.２％） 

その他樹脂 
１９１ 

（２１.０％） 
ポリエチレン 
２８８ 

（３１.６％） 包装・容器等／ 
コンテナ類 
４０１ 

（４３.９％） 

電気・電子機器／ 
電線・ケーブル／機械等 
１４３（１５.７％） 

家庭用品／ 
衣類履物／ 
家具／玩具等 
１０５（１１.５％） 

建材 
７８（８．５％） 

輸送 
５０（５.５％） 

農林・水産 
１７（１.９％） 

その他 
５２（５.７％） 

生産・加工ロス 
６６（７.２％） 

使用済製品 
（９２.８％） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.6 化学 

59 廃プラスチックの分野別内訳（2009年） 

60 廃プラスチックの再生利用と使用済品の分野別内訳（2009年） 

（2）プラスチック製品の状況 

その他 
２６（５.８％） 

輸送はなし 

その他  
２６（５.５％） 

農林・水産 
１７（３.６％） 

（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 

生産・加工ロス 
６６ 

（１４.１％） 

建材 
７０ 

（１４.９％） 

輸送  ５０ 
（１０.７％） 

包装・容器等／ 
コンテナ類 
２９９ 

（６７.３％） 

農林・水産 
０（０.１％） 

建材 
８（１.７％） 

電気・電子機器／ 
電線・ケーブル／ 
機械等 
１９（４.２％） 

家庭用品／衣類履物／ 
家具／玩具等 
９３（２０.９％） 

※４　一般系廃棄物（４４４万ｔ）の分野別内訳 ※５　産業系廃棄物（４６８万ｔ）の分野別内訳 

電気・電子機器／ 
電線・ケーブル／ 

機械等 
１２５（２６.６％） 

包装・容器等／ 
コンテナ類 
１０２ 

（２１.８％） 

家庭用品／ 
衣類履物／ 
家具／玩具等 
１３（２.７％） 

（再生利用の形態） 

再生材料 
１４０ 

（６９.９％） 

再生製品 
６０ 

（３０.１％） 

（単位：万ｔ） 

※６　マテリアルリサイクル（２００万ｔ）の内訳 （単位：万ｔ） 

使用済品 
１３４ 

（６７.１％） 

生産・加工ロス品 
６６（３２.９％） 

内一般系廃棄物 
使用済品 ７０ 

（排出源内訳） 

◇再生材料：ペレット、フレーク、フラフ、ブロック、インゴット 

◇再生製品：フィルム・シート類、棒くい、パイプ等の樹脂製品 

注　釈 

（出典：社団法人プラスチック処理促進協会） 

（再生利用の利用先） 

輸出※ 
１４９ 

（７４.２％） 

国内 
４４ 

（２２.１％） 

繊維 
（廃ペットボトルから） 
７（３.６％） 

※輸出：財務省貿易統計の 
　　　　「プラスチックのくず」 

その他 

その他ボトル 

発泡スチロールトレイ 

パイプ等 

自動車部品 

コンテナ類 

電線被覆 

農業用プラスチック 

発泡スチロール梱包材 

家電・筐体等 

包装用フィルム 

ペットボトル 

０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０ ３５ ４０ ４５ ５０ ５５ （万ｔ） 

５１.１ 

２２.６ 

１７.７ 

８.０ 

７.４ 

６.８ 

６.６ 

４.６ 

２.６ 

１.３ 

０.７ 

４.９ 

２２.６ 

１７.７ 

８.０ 

７.４ 

２.６ 

４.９ 

塩化ビニル樹脂 
２７（１３.２％） 

ポリスチレン類※ 
２０（１０.１％） 

その他樹脂 
３１（１５.５％） 

指定ペットボトル用 
PET樹脂 
５４（２６.８％） 

ポリプロピレン 
３４（１７.０％） 

ポリエチレン 
３５（１７.３％） 

※ポリスチレン類：AS、ABSを含む 

（樹脂別内訳） 

使用済品（１３４万ｔ）の由来分野 

▲ 

▲ 

▲ 
▲ 

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 
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２２.６ 

１７.７ 

８.０ 

７.４ 

２.６ 

４.９ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.6 化学 

61 ペットボトルの生産量と分別収集量の推移 

（2）プラスチック製品の状況 

△回収率 ＝ 市町村分別収集量 ÷ 生産量・販売量 

▲回収率【事業系含む】＝（市町村分別収集量 ＋ 回収量【事業系】）÷ 生産量・販売 

６００ 

（千ｔ） 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

▲ 
▲ 

１９９９ 

３３２ 

７６ 

－ 

２２.８％ 

－ 

２０００ 

３６２ 

１２５ 

－ 

３４.５％ 

－ 

２００１ 

４０３ 

１６２ 

１６ 

４０.１％ 

４４.０％ 

２００２ 

４１３ 

１８８ 

３２ 

４５.６％ 

５３.４％ 

２００３ 

４３７ 

２１２ 

５４ 

４８.５％ 

６０.９％ 

２００４ 

５１４ 

２３８ 

８１ 

４６.４％ 

６２.３％ 

２００５ 

５３０ 

２５２ 

７５ 

４７.６％ 

６１.７％ 

２００６ 

５４４ 

２６８ 

９２ 

４９.３％ 

６６.３％ 

生産量・販売量＊１ 

市町村分別収集量 

回収量【事業系】＊２ 

回収率 

回収率【事業系含む】 

年度 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 
▲ ▲ ▲ 

▲ 
▲ ▲ ▲ 

▲ 
▲ 

▲ ▲ ▲ 

＊1：2005年度から指定ペットボトルの販売量 
＊2：【事業系】についてはPETボトルリサイクル推進協議会による調査。2005年度からボトル回収量（製造段階での成形ロスを除く）。 

（出典：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日に加筆） 

（％）
 

２００７ 

５７３ 

２８３ 

１１３ 

４９.４％ 

６９.２％ 

２００８ 

５７１ 

２８４ 

１６２ 

４９.７％ 

７８.０％ 

２００９ 

５６４ 

２８７ 

１５０ 

５０.９％ 

７７.５％ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

注　釈 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

注　釈 

（1）生産工程の状況　（2）製品の状況（アルミニウム） 

62 非鉄金属製造業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況 
（2008年度） 

　右図は非鉄金属製造業における2008年度の産業廃棄物・有価発

生物＊の発生量、再資源化量、最終処分量を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であること、また、再資源化量、最終

処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類名は発生段階での

種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊：有価発生物とは、主たる生産物の生産に伴い副次的に発生す

る物品（副産物）のうち有価で引き渡したもの。 

解　説 

注　釈 

◇アルミニウム合金地金：電気分解によって生産されたアルミニウムに何種類かの金属元素を添加して、種々の合金にしてある地

金（地金とは金属のこと）。 

◇アルミニウム二次地金：アルミニウムくずを原料として製造したアルミニウム地金。 

◇アルミニウム二次合金地金：アルミニウムくずを原料として製造したアルミニウム合金地金。 

◇アルミニウム塊：加工メーカーが、目的に応じて自由に溶解して使えるような形状寸法にしたアルミニウムインゴットのこと。

電解アルミニウムを鋳造し又は金属くずの再溶解により得られるものを含む。この用語は、財務省貿易統計における品名。一般

には「地金」と呼ばれている。 

◇その他に精製アルミニウム地金（32,699 t）、アルミニウム粉（10,129 t）が生産されているが（2009年）、その多くは上記の地金

や塊から生産されている。 

 

 

　輸入されたアルミニウムくずは、国内で回収されたアルミニウムくずと同様に「二次地金」や「二次合金地金」の原料とな

ります。 

63 アルミニウム生産量及び輸入量（2009年） 

その他 
廃酸 

金属くず 
スラッジ 

鉱さい 

最終処分量 再資源化量 発生量 
０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 
（千ｔ） 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価 
　　　　発生物）発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」 
　　　　より作成） 

０ 

３００,０００ 

６００,０００ 

９００,０００ 

１,２００,０００ 

１,５００,０００ 

国内生産計：１,１８９,６８８ 

輸　入　計：２,０１３,９６８ 

　　　合計：３,２０３,６５６ 

２６２,７１０ 

１１１,３４９ 

８１５,６２９ ８１５,６２９ 

１,３３６,００２ 

６２１,８３０ 

４,２１０ ５１,９２６ 

２６２,７１０ 

（ｔ） 

（出典：経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計」年報、財務省貿易統計） 

アルミニウム合金 
地金生産量 

アルミニウム二次 
地金生産量 

アルミニウム二次合金 
地金生産量 

アルミニウム塊 
（合金を除く）輸入量 

アルミニウム塊 
（合金）輸入量 

アルミニウムくず 
（合金を除く）輸入量 

アルミニウムくず 
（合金）輸入量 

国 内 生 産 輸　入 
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２６２,７１０ 

８１５,６２９ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

65 アルミ缶のリサイクルフロー（2009年度） 

（2）製品の状況（アルミニウム） 

解　説 

　上図の一般家庭から排出され、自治体が分別回収し、自治体の「再資源化施設・不燃ごみ処理施設等」で回収された 11.8 万t

は、後述の図125 における市町村が分別収集したアルミ製容器約 13.3 万t に対応していると考えられます。 

　また、上図の集団回収等から得られたアルミ缶 13.1 万t の一部は、後述の図120における金属類に含まれると考えられます。 

64 アルミニウムのマテリアルフロー（2008年） 

 

1.世界のボーキサイト鉱石埋蔵量（Reserve）：概算27,000百万ｔ（USGS；MCS 2008） 
2.出典：財務省貿易統計、アルミニウム協会資料、アルミ缶リサイクル協会資料、経済産業省鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計、USGS 
＊１：アルミ缶261（230÷0.88）、アルミ缶以外の国内くず1,068（940÷0.88）、合計1,329 
＊2：電線は押出の内数につき合計から除外 

（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構　金属資源情報センター「鉱物資源マテリアルフロー平成21年度版」） 

使用済みアルミニウム製品 
１,３２９＊１ 

＜主応用製品＞ 

１,３４５ 

８８０ 

４２ 

４１４ 

１,０５８ 

４６ 

１４ 

３,７５７ 

 ＜最終製品＞ 

アルミニウム二次地金 
国内生産量 １４９（うち脱酸用７７） 

アルミニウム精製地金 
国内生産量 ５２ 

国内生産計 １,３６０ 

＜国内生産＞ 

アルミニウムくず 
輸入量 １５８ 

アルミニウム二次合金地金 
国内生産量 １,１６０ 

アルミニウム合金地金 
輸入量 １,１６９ 

アルミニウム地金 
輸入量 １,８９５ 

地金輸出 
輸出量 １９ 

製品輸出 
輸出量 ３４６ 

原材料輸入計 ３,２２２ 

アルミニウム圧延品・他 
輸入量 ２４１ 

アルミニウム製品 

＜輸出入＞  ＜リサイクル＞ 

食品・容器包装 
需要量 ４３４ 

金属製品 
需要量 ２７１ 

機械器具 
需要量 １７７ 

建設 
需要量 ５６０ 

電気機械・電力 
需要量 １６４ 

輸送機器（陸運、航空、船舶） 
需要量 １,７７９ 

化学工業 
需要量 １ 

その他 
需要量 １６１ 

需要量計 ３,５４８ 

 

アルミニウム板 
生産量 

アルミニウム押出 
生産量 

アルミニウム電線 
生産量 

アルミニウム鋳造品 
生産量 

アルミニウムダイカスト 
生産量 

アルミニウム鍛造品 
生産量 

アルミニウム粉 
生産量 

その他 

生産量計＊２ 

輸出向け製品 
 

アルミニウム（AI） （単位：千ｔ） 

（単位：万ｔ） 

備考：1.再生利用量は、再生利用事業者から報告された調査結果を元に当協会が作成。 
　　　2.消費量は、経済産業省並びにその他の調査報告の資料を参照し当協会が作成。 
　　　3.ルート別アルミ缶のリサイクル量は、当協会の推定値。 
　　　4.回収ステーションからの抜き去りについては、禁止・罰則条例等で特定できないので集団回収・その他回収の中の内数に含めた。 

（出典：アルミ缶リサイクル協会） 

海外輸出 
０．２ 

埋立処分 
焼却等 
０．９ 

消費量  ２９.３ 
（１８２.４億缶） 

 

０.６ 

０.３ 

ボトラー・清掃業者等 
２.３ 

そ　の　他 
０.９ 

再資源化施設・ 
不燃ごみ処理施設等 

１１.８ 

廃棄物処理業者 
２.３ 

自販機・駅売店 
事務所 
工　場 

鉄道・バス 
ホテル 

レジャー施設 
その他 

事
業
系 

２.６ 

一
般
家
庭
　
等 

家
庭
系 

２６.７ 

集 団 回 収 等 
（町内会、ボランティア、学校等） 

１３.１ 
（持ち去りを含む） 

拠　点　回　収 
（スーパー・コンビニ等） 

１.２ 

分　別　回　収 
１１.８ 

２８.４ 
の内数 

滞留品 
０．８ 

アルミ缶用 
１７.１ 

（６２.４％） 

鋳物・脱酸剤 
１０.３ 

（３７.６％） 

資
　
源
　
回
　
収
　
業
　
者 

再
生
利
用
事
業
者  

（
二
次
合
金
メ
ー
カ
ー
他
） 

２８.４ ２７.４ 

再生利用量 ２７.４ 
（１７０.０億缶） 

脱酸剤 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 

一部リサイクルあり 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

（2）製品の状況（アルミニウム） 

66 アルミ缶の消費量とリサイクルの状況 

◇回収・再資源化率＝アルミ缶再資源化重量／アルミ缶消費重量 

　なお、アルミ缶リサイクル協会ではアルミ缶再生利用重量としているが、ここではアルミ缶再資源化重量という。 

　（1）アルミ缶消費重量（①+②－③）： 

アルミ缶が販売されてから回収・再資源化されるまでおよそ3ヶ月かかると見て、2009年1月1日～ 12月31日の国産缶出荷缶

数、輸入缶数、輸出缶数を経済産業省及び他機関の調査報告、統計資料から把握。得られた缶数にアルミ缶リサイクル協

会が行った調査及び統計資料から得られた1缶当たりの重量を掛けて算出。 

　　　　　　　　①国産アルミ缶出荷重量 

　　　　　　　　②輸入アルミ缶重量 

　　　　　　　　③輸出アルミ缶重量 

　（2）アルミ缶再資源化重量： 

アルミ缶リサイクル協会からアルミ缶再資源化事業者（再生地金メーカー等）105事業所に2009年度の再生地金や脱酸剤へ

のアルミ缶スクラップ（輸入品を除く）利用量に関する調査票を送付し、103事業所から利用したとの回答を得て、再資源

化重量を集計。 

（出典：アルミ缶リサイクル協会） 

◇市町村再商品化量： 

　市町村において分別収集されたアルミ缶が再商品化計画に基づき再商品化事業者に引き取られた量。 

注　釈 

（出典：消費重量、再資源化重量、回収・再資源化率：アルミ缶リサイクル協会 
　　　　市町村再商品化量：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

１００ 

９０ 

消費重量 

再資源化重量 

市町村再商品化量（内数） 

回収・再資源化率（％） 

２６６ 

２１４ 

１３２ 

８０.６ 

２０００ 

２８３ 

２３５ 

１３８ 

８２.８ 

２００１ 

２９２ 

２４３ 

１４４ 

８３.１ 

２００２ 

２９７ 

２４３ 

１３７ 

８１.８ 

２００３ ２００４ 

３０３ 

２６１ 

１３８ 

８６.１ 

２００５ 

３０２ 

２７６ 

１３７ 

９１.７ 

２００６ 

２９９ 

２７１ 

１３２ 

９０.９ 

２００７ ２００８ ２００９ 

３０１ 

２７９ 

１２４ 

９２.７ 

２９９ 

２６１ 

１２２ 

８７.３ 

２９３ 

２７４ 

１３１ 

９３.４ 

消
費
重
量
・
再
資
源
化
重
量
等
（
千
ｔ
） 

回
収
・
再
資
源
化
率
（
％
） 

８０.６ 
８２.８ ８３.１ ８１.８ ８６.１ 

９１.７ ９０.９ ９２.７ 
８７.３ 

９３.４ 

年度 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

（2）製品の状況（銅） 

67 銅地金の供給（2009年） 

　国内で使用される銅地金の多くは、国内の銅製

錬所で生産されています。 

　主要原料の銅鉱石（精鉱）は、右図に示すよう

に、そのほとんどを海外から輸入しています。 

　「スクラップ出」とは銅スクラップから生産さ

れた分のことです。また、「その他出」とは、鉱

石・スクラップ以外のもので、分類が困難なもの

（その他投入物中の銅分など）から生産された分

のことです。 

 

　国内で使用される銅地金（電気銅 1,220 千t）の用途の約6割は電線用です。残りは伸銅品用等です。一方、国内で回収された銅

スクラップの総量や国内で消費された量は不明ですが回収された銅スクラップのうちの 395 千t が輸出されています。 

 

 

◇伸銅品：銅地金及び銅合金地金を、溶解、鋳造、圧延などによって板、条、管、棒、線などの形状に加工した製品の総称であ

り、半導体、端子、銅箔等として電子・電気機器に使用されている。 

解　説 

注　釈 

③スクラップ出 
　９７,７１３（６.１％） 

⑤輸入 
　４２,２５６（２.６％） 

④その他出 
　１０４,１１８（６.５％） 

供給合計 
①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝１,６０６,４７８ 

生産合計 
①＋②＋③＋④＝１,４３９,８４３（８９.６％ ） 

（出典：（財）金属鉱山会・日本鉱業協会「鉱山」第63巻第5号より作成） 

②海外鉱出 
　１,２３８,０１２ 
（７７.１％） 

⑥繰越在庫 
　１２４,３７９（７.７％） 

①国内鉱出 
　０（０.０％） 

（単位：ｔ） 

68 銅のマテリアルフロー（2008年） 

＊：鉱石、マット、粗銅、銅塊、くず、銅合金くず 
純分換算率：鉱石27.9％、マット78％、粗銅99％、銅亜鉛合金70％、銅すず合金92％、銅Ni合金90％、その他銅合金90％、合金くず80％、 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  出典：財務省貿易統計、経済産業省統計、日本鉱業協会統計、日本電線工業会統計、日本伸銅協会統計 
　 
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構　金属資源情報センター「鉱物資源マテリアルフロー平成21年度版」） 

 ＜最終製品＞  ＜主要製品＞ ＜国内製錬＞ ＜輸出入＞ 

銅（Cu） （単位：千ｔ（カッコ内純分）） 

チリ 
ペルー 
カナダ 
豪州 
アセアン６ 
米国 
その他 

鉱石 ４,９４１（１,３７９） 
２,０４５（５７１） 
７６８（２１４） 
４０１（１１２） 
３９１（１０９） 
８１８（２２８） 
１３１  （３７） 
３８６（１０８） 

粗銅 （３１） 

くず・銅合金くず （１２６） 

塊（電気銅） （９１） 

塊（電気銅） （４２３） 

伸銅品・電線 （８６） 

くず （３９５） 

伸銅品・電線 （２９２） 

銅含有製品 

銅含有製品 

製錬所 
電気銅（１,５４０） 

電線 
８１６ 

伸銅品 
９４７ 

その他（鋳物他） 

電気・機械 
電線　１９２ 
伸銅　２７８ 

自動車・輸送機械 
電線　  ９２ 
伸銅　  ７３ 

通信・電力 
電線　  ９５ 
伸銅　  －　 

その他機械・冷凍機 
電線　 － 
伸銅　２０５ 

建設 
電線　３４４ 
伸銅　  １５ 

その他 
電線　  ５７ 
伸銅　１０９ 

金属製品 
電線　 － 
伸銅　１１３ 

国内消費 

（１,５４９） （７５０） 

（４４２） 

（２８） 

輸出 

廃棄 

銅原料＊ 輸入 
輸出 
輸入－輸出 

１,６２７ 
８３７ 
７９０ 

伸銅品・電線 輸入 
輸出 
輸入－輸出 

８６ 
２９２ 
－２０６ 

銅含有製品 
 

輸入 
輸出 
輸入－輸出 

９６ 
４１８ 
－３２２ 

：原料・製品のフロー 

：スクラップのフロー 
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⑤輸入 
　９,１４４（４．１％） 

④その他出 
　３９,２６３（１７.６％） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

（2）製品の状況（鉛） 

69 鉛地金の供給（2009年） 

　日本の鉛製錬所では海外から輸入した鉛鉱石

（精鉱）と国内で回収した廃鉛蓄電池を原料と

し、鉛地金を生産しています。 

　最近は鉛蓄電池（バッテリー）等のリサイクル

が進み（図104参照）、廃鉛蓄電池を原料として電

気鉛を製造する割合が増加しています。 

　右図において「スクラップ出」とは鉛スクラッ

プから生産された分のことです。また、「その他

出」とは、鉱石・スクラップ以外のものから生産

された分のことです。　 

70 鉛のマテリアルフロー（2008年） 

 

　鉛の国内需要は 310 千t であり、そのうち鉛蓄電池用が約7割（235 千t）を占めています。残りは、無機薬品（7 千t）、鉛管・

板・はんだ（7 千t）などです。従って日本国内でリサイクルされる鉛スクラップの多くは鉛電池の電極と考えられます。 

解　説 

①国内鉱出 
　２１７（０.１％） 

⑥繰越在庫 
　２２,１３４（９.９％） 

（出典：（財）金属鉱山会・日本鉱業協会「鉱山」第63巻第5号より作成） 

供給合計 
①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝２２３,４７４ 

生産合計 
①＋②＋③＋④＝１９２,１９６（８６.０％ ） 

②海外鉱出 
　９６,５７７ 
（４３.２％） 

③スクラップ出 
　５６,１３９ 
（２５.１％） 

（単位：ｔ） 

＊：鉱石、精製塊、Sb合金塊、その他塊、くず、板・箔・製品 
換算率：鉱石57.8％、Sb合金塊・その他塊96％ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：財務省貿易統計、日本鉱業協会統計、経済産業省統計 
　 
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構　金属資源情報センター「鉱物資源マテリアルフロー平成21年度版」） 

 ＜最終製品＞  ＜主要製品＞ ＜国内製錬＞ ＜輸出入＞ 

鉛（Pb） （単位：千ｔ（カッコ内純分）） 

豪州 
米国 
ペルー 
ボリビア 
その他 

鉱石 ２０６（１１９） 
７５（４４） 
７４（４３） 
１３  （８） 
３７（２１） 
６  （３） 

くず （０） 

くず （４.９） 

精製塊 （２５） 

合金塊 （１） 

鉛管・板・製品 （３.４） 

精製塊 （２６） 

合金塊 （１２） 

鉛含有製品 
　うち廃電池 ３ 

鉛含有製品 
　うち廃電池 ３５ 

製錬所 

再生メーカー 

鉛蓄電池 
（２３５） 

無機薬品 
（７） 

鉛管・板・はんだ 
（７） 

その他 
（２） 

自動車用蓄電池 
産業用蓄電池 

ガラス製品 
塩ビ位安定剤・塗料、他 

配線 
板金・他 

錘 
放射線防護・他 

国内消費 

輸出 輸入 輸出 輸入 

廃棄 

鉛原料＊ 輸出 
輸入 
輸入－輸出 

４７ 
１４９ 
１０３ 

鉛含有製品 
 

輸出 
輸入 
輸入－輸出 

１２４ 
４８ 
－７５ 

電気鉛（２２２） 
再生鉛（  ５３） 

：原料・製品のフロー 

：スクラップのフロー 
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③スクラップ出 
　１,６７６（０.３％） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.7 非鉄金属 

（2）製品の状況（亜鉛） 

71 亜鉛地金の供給（2009年） 

　亜鉛地金は、主に輸入された亜鉛鉱石（精鉱）

から生産されます。 

　一方、再生亜鉛地金は、めっき工場から発生す

るドロス・滓類、亜鉛スクラップ、製鋼用電気炉

ダスト等から生産されます。 

　右図において「スクラップ出」とは亜鉛スク

ラップから生産された分のことです。また、「そ

の他出」とは、鉱石・スクラップ以外のものから

生産された分のことです。 

72 亜鉛のマテリアルフロー（2008年） 

 

　亜鉛の国内需要は 593 千t であり、そのうち亜鉛めっき鋼板用が 215 千t（36％）、その他めっき用が 93 千t（16％）となってい

ます。残りは伸銅品用＊（11％）、ダイカスト用（8％）、無機薬品用（7％）等です。一方、リサイクルに関しては、めっき工場か

ら発生するドロス・滓類、製鋼用電気炉ダスト、亜鉛スクラップ等から再生亜鉛が生産されているほか、真鍮（黄銅）スクラップ

が伸銅原料として使用されていますが、リサイクル率は低いと考えられます。 

 

 

＊ 伸銅品用：大半は真鍮用（銅：亜鉛＝ 60：40 ）であり、棒材、電子機器の板材。各種部品に使われる。 

解　説 

注　釈 

⑤輸入 
　２７,５３３（４.２％） 

④その他出 
　１０３,０２３（１５.５％） 

②海外鉱出 
　４３５,９０５ 
（６５.８％） 

（出典：（財）金属鉱山会・日本鉱業協会「鉱山」第63巻第5号より作成） 

（単位：ｔ） 

供給合計 
①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝６６２,６５８ 

生産合計 
①＋②＋③＋④＝５４０,６０４（８１.６％） 

①国内鉱出 
　０（０.０％） 

⑥繰越在庫 
　９４,５２１（１４.３％） 

＊：鉱石、くず、塊、合金塊、粉・フレーク、板・棒・製品 
換算率：鉱石57.8％、Sb合金塊・その他塊96％ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：財務省貿易統計、日本鉱業協会統計、経済産業省統計 
　 
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構　金属資源情報センター「鉱物資源マテリアルフロー平成21年度版」） 

 ＜最終製品＞  ＜主要製品＞ ＜国内製錬＞ ＜輸出入＞ 

亜鉛（Zn） （単位：千ｔ（カッコ内純分）） 

豪州 
米国 
ペルー 
ボリビア 
その他 

鉱石 １,１６４（５８９） 
３２４ （１６４） 
１６６  （８４） 
３４６ （１７５） 
１７６  （８９） 
１５２  （７７） 

くず （１） 

合金塊 （１９） 

塊 （４５） 

合金塊 （１） 

粉・フレーク （４） 

板・棒・製品 （６） 

精製塊 （８５） 

粉・フレーク 

くず 

亜鉛含有製品 

亜鉛含有製品 

製錬所 

再生メーカー 

亜鉛めっき 
（３０８） 

無機薬品 
（４０） 

ダイカスト 
（５０） 

伸銅品 
（６７） 

板・その他 
（２４） 

自動車用亜鉛めっき鋼板 
建材・家電製品、他 

ゴム（タイヤ） 
電子部品・塗料 

自動車部品 
電気・機械部品 

黄銅製品 
他銅合金 

乾電池 
その他 

国内消費 

輸出 輸入 輸出 輸入 

廃棄 

亜鉛原料＊ 輸出 
輸入 
輸入－輸出 

１１５ 
６４６ 
５３１ 

亜鉛含有製品 
 

輸出 
輸入 
輸入－輸出 

１９ 
２ 

－１７ 

（５） 

（４） 

電気・蒸留亜鉛　（６１６） 
再生亜鉛　　　　（  ３２） 

：原料・製品のフロー 

：スクラップのフロー 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.8 窯業・土石製品 

　右図は窯業・土石製品製造業における2008年度の産

業廃棄物・有価発生物＊の発生量・再資源化量・最終処

分量を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であることに注意下さい。 

 

 

＊：有価発生物とは主たる生産物の生産に伴い副次的

に発生する物品（副産物）のうち有価で引き渡し

たもの。 

74 セメント生産高と廃棄物・副産物使用高 

 

◇上図における「廃棄物」とは廃棄物処理法に基づきセメント工場が受け入れているもの、また、「副産物」とは廃棄物以外のも

ののことをいう。 

◇「セメント 1 t 当たりの廃棄物・副産物使用量（廃棄物・副産物使用原単位）」とは、原料代替、熱エネルギー源、混合材として

セメント 1 t を生産するのに使用した廃棄物・副産物の量を示す。 

（1）生産工程の状況 

73 窯業・土石製品製造業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の 
状況（2008年度） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 
（単位：千ｔ） 

最終処分量 再資源化量 発生量 

ばいじん 

その他 

ガラス・ 
コンクリート・ 
陶磁器くず 

スラッジ 

金属くず 

（出典：経済産業省 「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　　発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

セメント生産高 廃棄物・副産物使用量 廃棄物・副産物使用原単位 

３１１ 

３３２ 

３５５ ３６１ 
３７５ ４０１ ４００ 

４２３ 
４３６ 

４４８ ４５１ 

０ 

１０,０００ 

２０,０００ 

３０,０００ 

４０,０００ 

５０,０００ 

６０,０００ 

７０,０００ 

８０,０００ 

９０,０００ 

１００,０００ 

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ （年度） 
（出典：（社）セメント協会） 

０ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

５００ 

４００ 

４５０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ ８２,１８１ ８２,３７３ ７９,１１９ 
７５,４７９ ７３,５０８ ７１,６８２ ７３,９３１ ７３,１７０ ７０,６００ 

２５,５８４ ２７,３５９ ２８,０６１ ２７,２３８ ２７,５６４ ２８,７８０ ２９,５９３ ３０,８９０ ３０,７２０ 

セ
メ
ン
ト
生
産
高
と
廃
棄
物
・
副
産
物
使
用
量
（
千
ｔ
） 

セ
メ
ン
ト
１
ｔ
当
た
り
の
廃
棄
物
・
副
産
物
使
用
量
（
kg
／
ｔ
）
 

６５,８９５ 

２９,４６７ 

５８,３７８ 

２６,２９１ 

８２,１８１ ８２,３７３ ７９,１１９ 
７５,４７９ ７３,５０８ ７１,６８２ ７３,９３１ ７３,１７０ ７０,６００ 

２５,５８４ ２７,３５９ ２８,０６１ ２７,２３８ ２７,５６４ ２８,７８０ ２９,５９３ ３０,８９０ ３０,７２０ 

６５,８９５ 

２９,４６７ 

５８,３７８ 

２６,２９１ 

３１１ 

３３２ 

３５５ 

注　釈 

注　釈 



!

物
質
フ
ロ
ー

@

資
源
投
入

#

廃
棄
物
・
副
産
物
・
使
用
済
物
品

● リサイクルデータブック　2011 49

３１１ 

３３２ 

３５５ 

８２,１８１ ８２,３７３ ７９,１１９ 
７５,４７９ ７３,５０８ ７１,６８２ ７３,９３１ ７３,１７０ ７０,６００ 

２５,５８４ ２７,３５９ ２８,０６１ ２７,２３８ ２７,５６４ ２８,７８０ ２９,５９３ ３０,８９０ ３０,７２０ 

６５,８９５ 

２９,４６７ 

５８,３７８ 

２６,２９１ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.8 窯業・土石製品 

75 セメント生産における廃棄物・副産物の使用 

（1）生産工程の状況 

　セメント業界での受け入れ割合が高い廃棄物・副産物に、高炉スラグ、石炭灰、廃タイヤの3品目があります。 

　セメント業界では、既存のセメント製造設備や焼成技術をベースに、多岐にわたる廃棄物・副産物のリサイクル技術を開発し、

20種類以上の廃棄物・副産物を他産業等から年間約 30,000 千t 受け入れてリサイクルしています。セメント生産量は1996年度の

99,267 千t をピークに減少傾向を続けていますが、セメント 1t を製造するために使用する廃棄物・副産物の量は逆に増加傾向を示

しています。 

76 セメント業界が受け入れる主な廃棄物・副産物の利用状況（2008年度） 

　セメント産業では、廃タイヤや石炭灰等の他産業で発生した廃棄物・副産物を、原料・エネルギー・製品の一部として活用してきま

したが、最近では、下水汚泥や一般ごみ焼却灰などの生活系廃棄物も、積極的に利用する取り組みが全国各地で進められています。 

自動車業界 

鉄鋼業界 

製紙業界 

電力業界 

廃棄物処理業界 

精錬業界 

地方自治体 

食品業界 

建設業界 

石油業界 

化学業界 

農業 

印刷業界 

廃タイヤ、鋳物砂、 
塗料残留物 

高炉スラグ、 
製鋼スラグ、集塵灰 

製紙汚泥 
焼却灰 

石炭灰 
排煙脱硫石こう 

焼却灰 
廃プラスチック 

非鉄鉱さい 
 

古畳 

下水汚泥、浄水汚泥、 
都市ごみ焼却灰 

建設発生土 
建設廃材 

蒸留酒残渣、廃ガラス、 
肉骨粉、プラスチック 

廃油、廃触媒、 
汚泥 

廃溶剤、廃触媒、 
廃プラスチック 

焼却灰、廃溶剤、 
廃プラスチック 

廃プラスチック 

セ
メ
ン
ト
工
場 

（出典：（社）セメント協会） 

（出典：（社）セメント協会） 

高炉スラグの利用状況 廃タイヤの利用状況 石炭灰の利用状況 

セメント、製紙、鉄以外熱利用 １０％ 

製鉄用  ４％ 

埋立など  ３％ その他 ２％ 

セメント用 
６４％ 

土木・建築用 
１７％ 

その他 
１７％ 

セメント用 
１３％ 

製紙工場発電用 
３２％ 

輸出 
１５％ 

その他 
１１％ 

原形加工利用 
１５％ 

セメント用 
３８％ 

輸出用 
２８％ 

道路用 
１３％ 

コンクリート用 
１１％ 

土木用 ５％ 

自社用 ３％ 

住宅業界 

解　説 

解　説 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.8 窯業・土石製品 

（2）製品の状況 

77 板ガラス、安全ガラス・複層ガラスの生産量の推移 

　板ガラス生産量単位の「換算箱」とは、厚さ 2 mm、面積 9.29 m2 の板ガラスの数量をあらわす単位です。例えば、厚さ 3 mm

の場合は 1.5 倍、厚さ 5 mm の場合は 2.5 倍の換算箱となります。板硝子協会によれば、1 換算箱は 46.45 kg に相当します。 

　したがって、2009年（平成21年）は約 89 万t の板ガラスが生産されたことになります。 

78 電気ガラスの品目別生産量の推移 

　使用済み蛍光灯の一部は市町村等

で分別収集され、ガラスが再資源化

されるとともに製錬所等で水銀が回

収されています。 

　また、テレビ、パソコンに使用さ

れているブラウン管用ガラスは、家

電リサイクルやパソコンリサイクル

により回収されています。（図91、

図97参照） 

　なお、最近のブラウン管用ガラス

の国内生産は、極めて少量となって

います。 

 

板
ガ
ラ
ス
生
産
量
（
千
換
算
箱
） 

（出典：経済産業省「窯業・建材統計年報」より作成） 

（出典：経済産業省「窯業・建材統計年報」より作成） 

２００９ （年） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ １９９７ １９９６ 
０ 

１０,０００ 

２０,０００ 

３０,０００ 

４０,０００ 

普通板・型板ガラス フロート板・みがき板ガラス 

２,１０６ ２,６９６ ２,９８０ ３,２８９ ３,３３３ ３,７５７ ３,４３４ 

２４,８８１ 

３,２１４ ３,４５１ ３,６１１ ３,７５７ ３,５４９ ５,０３１ 

２６,８０９ 

３１,８４０ 

４,７３９ 

２５,８７０ 

３０,６０９ 

２２,４７９ 

２６,０２８ 

２３,５７８ 

２７,３３６ ２５,９６５ 

２２,３５４ 

２３,０２９ 

２６,４７９ 

１７,１５２ 

１９,２５８ 

２０,６７１ 

２３,３６７ 

２３,８４４ 

２６,８２４ 

２４,５８６ 

２７,８７４ 

２５,０５７ 

２８,３９０ 

２５,６３３ 

２９,３９０ ２８,３１６ 

２１,７８８ 

２５,００２ 

２,１０６ ２,６９６ ２,９８０ ３,２８９ ３,３３３ ３,７５７ ３,４３４ 

２４,８８１ 

３,２１４ ３,４５１ ３,６１１ ３,７５７ ３,５４９ ５,０３１ 

２６,８０９ 

４,７３９ 

２５,８７０ ２２,４７９ 

２３,５７８ 

２２,３５４ 

２３,０２９ １７,１５２ 

２０,６７１ 

２３,８４４ 

２４,５８６ 

２５,０５７ 

２５,６３３ ２１,７８８ 

解　説 

板ガラス 

（単位：千m2） 

安
全
ガ
ラ
ス 

自動車用及び鉄道車両用合わせガラス 

その他合わせガラス 

強化ガラス 

複層ガラス  

合計  

 

１３,４６４ 
 

 

３３,５３８  

９,２３７  

５６,２３９ 

 

１４,９０７  
 

３４,６９８  

９,５２０  

５９,１２５ 

 

１５,７１８  
 

３４,５１３  

９,８６３  

６０,０９４ 

 

１４,１７９  

２,６５７  

３６,１２８  

１３,９３６  

６６,９００ 

 

１４,９０４  

２,６９４  

３７,５１５  

１４,５６０  

６９,６７４ 

 

１４,５９０  

２,５６３  

３６,４６７  

１４,２６１  

６７,８８２ 

 

１４,４７３  

２,４５１  

３５,３５５  

１３,６３１  

６５,９１０ 

 

１０,２１１  

２,３７２  

２４,９１７  

１１,８８６  

４９,３８６ 

２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 

安全ガラス・複層ガラス 

２００８年 ２００９年 

直管 

環形 

モノクロ 

カラー 

２００７年 

その他 

ブラウン管 

蛍光灯用 

その他電子管用 

ガラス管及び棒 

電気硝子計 

（出典：電気硝子工業会） 

＊：液晶パネル用ガラス基板 

（出典：経済産業省「窯業・建材統計年報」より作成） 
 

その他電気硝子 

一般照明用 

小型照明用 

特殊照明用 

車輌・信号用 

３１,０２７ 無アルカリガラス基板＊ 

３,０５４ 

１,０７２ 

２,３６８ 

３,０８９ 

４７,２６５ 

２７,０２７ 

４,５４１ 

１５,６９７ 

９２ 

０ 

９２ 

３３ 

６７１ 

３３,９３１ 

９１,５７５ 

２００８年 ２００９年 ２００７年 

（単位：ｔ） 

（単位：千m2） 

２２,３３８ ３１,８３４ 

２,００３  

７８４  

１,４４７  

１９６  

４４,１５７  

２２,６５６  

５,７３７  

１５,７６４  

２１  

０  

２１  

２８  

３６２  

４６,１５２  

９５,１４９ 

２,４０８  

１,３３０  

２,３３７  

２,６１８  

４７,６７０  

２７,４７９  

３,９７７  

１６,２１４  

１３  

０  

１３  

６９  

２１４  

４６,６０４  

１０３,２６３ 
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２,１０６ ２,６９６ ２,９８０ ３,２８９ ３,３３３ ３,７５７ ３,４３４ 

２４,８８１ 

３,２１４ ３,４５１ ３,６１１ ３,７５７ ３,５４９ ５,０３１ 

２６,８０９ 

４,７３９ 

２５,８７０ ２２,４７９ 

２３,５７８ 

２２,３５４ 

２３,０２９ １７,１５２ 

２０,６７１ 

２３,８４４ 

２４,５８６ 

２５,０５７ 

２５,６３３ ２１,７８８ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.8 窯業・土石製品 

（2）製品の状況 

79 ガラスびんの生産と回収の状況 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

ガラスびん生産量 
年 

ガラスびん回収量 

市町村回収量*（内数） 

指定法人引取量*（内数） 
ガラスびん回収率（%） 

１,８２０ １,７３８ １,６８９ １,５６１ １,５５４ １,５０１ １,４７２ １,４３３ １,３８７ １,３３０ 

１,１５４ １,１２０ １,１０９ １,１１４ １,０４１ １,０１２ １,０７８ １,０６１ １,００８ ９９３ 

７８０ ７９１ ７８８ ８００ ７８４ ７７７ ７８５ ７８２ ７６４ ７６２ 

２８１ ３２５ ３３９ ３４０ ３４４ ３３６ ３３９ ３３３ ３３２ ３３３ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

ガ
ラ
ス
び
ん
回
収
率
（
％
） 

ガ
ラ
ス
び
ん
生
産
量
・
回
収
量
等
（
千
ｔ
） 

＊：「市町村回収量」と「指定法人引取量」は年度データ 

（出典：ガラスびん生産量：ガラスびんリサイクル促進協議会（経済産業省「窯業・建材統計」） 
　　　　ガラスびん回収量：ガラスびんリサイクル促進協議会 
　　　　市 町 村 回 収 量：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日 
　　　　指定法人引取量：（公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会）） 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

６３.４ ６４.４ ６５.７ ７１.４ ６７.０ ６７.４ ７３.２ ７４.０ ７２.７ ７４.７ 

６３.４ ６４.４ ６５.７ 
７１.４ 

６７.０ ６７.４ 
７３.２ ７４.０ ７２.７ ７４.７ 

０ 

１０ 

◇ガラスびん生産量：飲料用容器（酒類用びん、清涼飲料用びん、し好・滋養飲料用びん）、食料用・調味料用容器、化粧品用容器、

薬びんのガラス容器の生産量の暦年合計。 

◇ガラスびん回収量：市町村回収量＋事業系回収量＋中身メーカーやびん商で選別されてリターナブルびんとして使えなく

なったあきびん量。 

◇回収率＝ガラスびん回収量÷ガラスびん生産量 

◇市町村回収量：市町村において分別収集されたガラスびんが再商品化計画に基づき再商品化事業者（公益財団法人 日本容器包装リ

サイクル協会＋市町村独自ルート）に引き取られた量。 

◇指定法人引取量：市町村が回収し、分別基準に従って処理したガラスびんを公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会（指定法

人）に引き渡した量。 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.8 窯業・土石製品 

（2）製品の状況 

80 ガラスびんのマテリアルフロー（2009年度） 

１,３３０ 

（出典：ガラスびんリサイクル促進協議会） 

（単位：千ｔ） ・他用途利用量（１５５） 

ワンウェイびん排出量 １,１９３ 
カレット回収量 リターナブルびん排出量 ＋６６ 

▲２３６ 
１,０２３ 
▲１５５ 
８６８ 

・二次廃棄量（３７） 

リターナブルびん排出量 一次廃棄量 

 ・一次廃棄量（２３６） 

二次廃棄量 ・カレット回収量（８６８） 
●あきびん収集量 

他用途利用量 他用途利用量 
●びん用カレット量 ●カレット回収量 

・リターナブルびん排出量（３０） 
使用できなくなったリターナブルびん 

・リターナブルびん 
　排出量（６６） 

・ワンウェイびん排出量（１,１９３） 

・びんカレット量 
・リターナブルびん投入量（１３９） 

・工場内カレット量 
ワンウェイびん投入量 工場内で発生するカレット 
輸入量 

 ・未回収量（２１０） 
・バージン原料 

●ワンウェイびん使用量 

　 
・溶解量 

●ガラスびん生産量 
１,３４３ ●ガラスびん出荷量 

・輸入量（２３０） 
輸入されるガラスびん 

・輸出量（３１） 
輸出されるガラスびん 

回収されずに廃棄される 
ワンウェイびん 

びん以外の用途に使われる 
カレット量 

・他用途利用量（３０） 
びん以外の用途に 
使われるカレット量 

市町村の回収で、細かく 
割れていて色分けできず、 
資源化できない量 

【カレット】：ガラスびんの原料と 
なるガラスびんを砕いたモノ 

カレット以外のガラスびんの原料 
（けい砂・石灰石・ソーダ灰等） 

市町村回収分と事業系回収分に 
その他（推計）の合計 

・ワンウェイびん投入量（１,１７３） 
　●ワンウェイびん投入量（１,１７３）＝ガラスびん出荷量（１,３４３） 
　　－リターナブルびん投入量（１３９）－輸出量（３１） 

一回だけ使用されて排出されるびん 
（ワンウェイびん）の消費量 

市町村回収に排出される 
リターナブルびん 

・リターナブルびん 
　排出量（３３） 
●ボトラーよりびん 
メーカーに直接引き 
渡されるリターナブ 
ルびん 

リターナブル市場へ投入される新びん 

溶解されたガラスびん原料 
(バージン原料＋カレット）の総量 

カレットになる工程 
で出るロス 

びん用カレット量 
工場内カレット量 
バージン原料 
ガラスびん溶解量 

洗ってくり返し使用 
されるガラスびん 

リターナブルびんの流れ ワンウェイびんの流れ カレットの流れ 

８６８ 
＋３０ 
▲３７ 
▲３０ 
８３１ 

・びん用カレット量（８３１） 
●びん用カレット量（８３１）＝カレット回収量（８６８）＋リター 
ナブルびん排出量（３０）－二次廃棄量（３７）－他用途利用量（３０） 

８６４ 
＋４３４ 
＋４５０ 
１,７４７ 

１,１７３ 
＋２３０ 
１,４０３ 

■カレット工場 ■自治体（市町村）・事業者 

■ガラスびん工場 ■家庭・飲食店 

リターナブルびん 
使用量１,３２７ 

■カレット使用率＝（工場カレット（４３４千ｔ）＋びんカレット（８６４千ｔ））÷ガラスびん溶解量（１,７４７千ｔ）＝７４.２％ 

◇カレット：資源ごみ等として回収されたガラスびんを色別に分類し破砕したものをいう。 

◇工場内カレット：びん工場において、製造工程で破損するなどして製品にならなかったびんを、ふたたび原料として使用できる

ように粉砕したものを工場内カレットという。 

 

　上図の右上にあるあきびん収集量の中に、図125の市町村のガラスびん（無色、茶色、その他の色）の分別収集量が含まれます。 

解　説 

注　釈 

81 ガラスびんの生産におけるカレットの利用状況 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

ガラスびん生産量 
カレット使用量 
総溶解量 
カレット使用率 

（出典：ガラスびんリサイクル促進協議会） 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

１,８２０ 
１,４１６ 

１,７３８ 
１,４２５ 

１,６８９ 
１,４０８ 

１,５６１ 
１,４１０ 

１,５５４ 
１,４０９ 

１,５０１ 
１,３７０ 

２０００ 年 ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ 
１,４７２ 
１,３８３ 
１,９３５ 
７１.４ 

２００６ 
１,４３３ 
１,３６８ 
１,８８２ 
７２.７ 

２００７ 
１,３８７ 
１,３４３ 
１,８１２ 
７４.２ 

２００８ 
１,３３０ 
１,２９７ 
１,７４７ 
７４.２ 

２００９ 

ガ
ラ
ス
び
ん
生
産
量
・
カ
レ
ッ
ト
利
用
量
等
（
千
ｔ
） 

カ
レ
ッ
ト
使
用
率
（
％
） 

７１.４ ７２.７ ７４.２ ７４.２ ７１.４ ７２.７ ７４.２ ７４.２ 

ー ー ー ー ー ー 
ー ー ー ー ー ー 

◇ガラスびん生産量：飲料用容器（酒類用びん、清涼飲料用びん、し好・滋養飲料用びん）、食料用・調味料用容器、化粧品用容

器、薬びんのガラス容器の生産量の暦年合計。 

◇カレット使用量：「市町村回収＋事業系回収－カレット化工程で出るロス－びん原料以外に利用されるカレット」＋「中身メー

カーなどから出るリターナブルびんとして使えなくなったあきびん」＋「工場カレット」 

◇総溶解量：ガラスびん生産のために溶解されたガラスびん原料（バージン原料＋カレット）の総量 

◇カレット使用率＝カレット使用量÷総溶解量 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.9 食料品 

（1）生産工程の状況　（2）食品廃棄物等の状況 

82 食料品製造業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況 
（2008年度） 

　右図は食料品製造業における2008年度の産業

廃棄物・有価発生物＊の発生量・再資源化量・

最終処分量を推計したものです。 

　なお、有価物も含めた量であることに注意下

さい。 

 

 

＊：有価発生物とは主たる生産物の生産に伴い

副次的に発生する物品（副産物）のうち有

価で引き渡したもの。 

83 食品廃棄物等の発生量と再生利用量の推移 

◇食品廃棄物等： 

ア．食品が食用に供された後に又は食用

に供されずに廃棄されたもの（食べ残

し、製品廃棄等）。 

イ．食品の製造加工又は調理の過程にお

いて副次的に得られた物品のうち食用

に供することができないもの。 

　なお、食品廃棄物は産業廃棄物の動植

物性残渣と定義が異なり「食べ残し」

「売れ残り」「調理くず」など含まれ

る。これらは一般廃棄物として分類さ

れている。 

 

◇食品リサイクル法で規定している用途： 

肥料、飼料、油脂及び油脂製品、メタン、

炭化製品（燃料及び還元剤）、エタノー

ルの原材料として再生利用すること。 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要（平成19年度結果）」 
　　　　平成21年3月31日公表） 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物）発生 
　　　　状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

最終処分量 再資源化量 発生量 

（単位：千ｔ） 

動植物性 
残渣 

スラッジ 

紙くず 
廃プラスチック類 
その他 

２００７ （年度） ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

４２６.９ 
（３８％） 

５５４.９ 
（４９％） 

４４４.４ 
（３９％） 

５７９.３ 
（５１％） 

５３０.０ 
（４７％） 

６６６.４ 
（５９％） 

５４２.５ 
（４８％） 

６７０.７ 
（５９％） 

５５２.３ 
（４９％） 

６７９.６ 
（６０％） 

１,１３４.８ １,１３５.８ １,１３６.２ １,１３５.２ １,１３４.３ 

再
生
利
用
へ
の
仕
向
量 

食
品
廃
棄
物
等
の
発
生
量 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

再生利用への仕向量のうち 
食品リサイクル法で規定されている用途 

注　釈 

（単位：万ｔ） 

７１.４ ７２.７ ７４.２ ７４.２ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.9 食料品 

84 食品廃棄物等の発生量、発生抑制量、減量量、再生利用量（2007年度） 

85 食品廃棄物等の業種別排出の状況（2007年度） 

（2）食品廃棄物等の状況 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要（平成19年度結果）」平成21年3月31日公表） 

注1）再生利用等以外の量及び処分量の値は、発生量の推計値から再生利用量等の推計値を差し引いて計算したものである。 
注2）再生利用量と再生利用等以外の量の合計が、再生利用への仕向量679万6千ｔ（図83参照）となる。 

 

◇食品製造業： 

ア．食料品製造業 

イ．飲料・たばこ・飼料製造業のうち清涼飲料製造業、酒類製造業及び茶・コーヒー製造業 

 

◇外食産業： 

ア．一般飲食店 

イ．その他の生活関連サービス業のうち結婚式場業 

ウ．旅館・ホテル、簡易宿所 

エ．沿海海運業・内陸水運業のうち飲食の提供を行う事業所 

発生抑制量 

２）再生利用量 

〈 ２００７年度結果 〉 

４９万ｔ 

５５２万３千ｔ 

１千ｔ 

３１万７千ｔ 

１）１２７万３千ｔ 

１）４２２万９千ｔ 

１,１３４万３千ｔ 

熱回収量 

減量量 

発生抑制量とは、原材料の使用の合理化や無駄の防止等により、食品廃
棄物等の発生自体を未然に抑制した量 

再生利用量とは、食品リサイクル法において、食品廃棄物等を肥料、飼料、
油脂及び油脂製品、メタン、炭化製品（燃料及び還元剤）、エタノールの原
材料の食品循環資源として利用、又は利用するために譲渡した量 

２）再生利用等以外の量 
再生利用等以外の量とは、食品リサイクル法に規定している再生利用、
熱回収及び減量以外の用途に投入された食品循環資源の量 

熱回収量とは、再生利用施設の立地状況又は受入状況上の問題から再生利
用が困難な食品循環資源については、メタン化等と同等以上の効率でエネ
ルギーを利用できる場合に限り熱回収を行うことを再生利用等の一環と位
置付け、これら条件を満たした上で熱回収を行った量 

減量量とは、①脱水、②乾燥、③発酵、④炭化の方法により重量を減少
させた量 

発生量 

処分量 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要（平成19年度結果）」 
　　　　平成21年3月31日公表） 

７４.３（７％） 

２００７年度 
１,１３４万３千ｔ 
（１００%） 

食品製造業 
４９２.８（４３％） 

外食産業 
３０４.８（２７％） 

食品小売業 
２６３.０（２３％） 

食品卸売業 
７３.６（６％） 

３０４.２（２７％） ２６２.０（２３％） ４９４.７（４４％） 
２００６年度 

１,１３５万２千ｔ 
（１００%） 

０ ２００ ４００ ６００ ８００ １,０００ １,２００ （万ｔ） 

処分を行った食品廃棄物等の量 

発生した食品廃棄物等の量 

注　釈 

０ ０ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.9 食料品 

（2）食品廃棄物等の状況 

87 食品循環資源の業種別の再生利用の状況（2007年度） 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要（平成19年度結果）」 
　　　　平成21年3月31日公表より作成） 

86 食品循環資源の再生利用の状況（2007年度） 

　本グラフは、食品関連事業者で発生した食品循環資源について、業種別に再生利用の用途別の構成比率を示すものです。 

 

 

◇食品循環資源：食品廃棄物等のうち肥料、飼料等の原材料となるような有用なものをいう。 

◇食品循環資源： 

食品廃棄物等のうち肥料、飼料等の原材料となるような有用

なものをいう。 

◇再生利用： 

食品廃棄物等のうち自ら又は他人に委託し、食品循環資源と

して肥料、飼料等の製品の原材料に利用すること、又は利用

するために譲渡することをいう。 

 

◇再生利用率＝ 

 

◇食品リサイクル法で規定している用途： 

肥料、飼料、油脂及び油脂製品、メタン、炭化製品（燃料及

び還元剤）、エタノールの原材料として再生利用すること。 

再生利用への仕向量 

食品廃棄物等の年間発生量 

食品産業計 

食品製造業 

食品卸売業 

食品小売業 

外食産業 

肥料 飼料 メタン 油脂及び油脂製品 食品用 その他 不明 

０ ２０ １０ ４０ ３０ ６０ ５０ ８０ ９０ ７０ １００ （％） 

１４ １６ ２０ ４ 
０ ０ ０ ０ 

４５ 

５０ ２０ ５ 
１ ０ 

０ 
２３ 

５８ １９ ６ １１ 
１ 

５ 

３６ ４５ ５ ３ ４ ２ ４ 

３７ ３５ ３ ６ ３ ３ １３ 

構成比率 

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
（％） 

 外食産業  食品小売業  食品卸売業  食品製造業  食品産業計 

４８ ４９ 

５９ ６０ 

７６ ７７ 

８６ ８６ 

５９ ５９ 

６８ ７０ 

２９ ３１ 

４０ ４１ 

１６ １６ 

３１ ３１ 

再
生
利
用
へ
の
仕
向
量
の
う
ち
食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法
で 

規
定
し
て
い
る
用
途
の
利
用
割
合 

再
生
利
用
へ
の
仕
向
量
割
合 

再
生
利
用
率 

食品循環資源の再生利用の用途別割合（2007年度） 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の 
　　　　概要（平成19年度結果）」平成21年3月31日公表） 

肥料化 
（３７） 

飼料化（３５） 

不明 
（１３） 

油性及び 
油脂製品（６） 

その他（３） 

（出典：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要（平成19年度結果）」平成21年3月 
　　　　31日公表より作成） 

メタン、炭化製品、 
エタノール化（３） 

食品用及び 
工業資材用（３） 

食品リサイクル法で規定している用途（８１） 

再生利用への 
仕向量 

６７９万６千ｔ 
（１００％） 

解　説 

２００６年度 ２００７年度 

注　釈 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.9 食料品 

88 バイオマスの年間発生量と利用率 

（2）食品廃棄物等の状況 

　上図は、平成22年12月17日に閣議決定された「バイオマス活用推進基本計画」の中に記述されているバイオマスの種類毎の年間

発生量（現状）、利用率（現状）及び利用率の目標（2020年）を絵図で示したものです。 

＊1：黒液、製材工場等残材、林地残材については乾燥重量。他のバイオマスについては湿潤重量。      
＊2：数値は現時点の試算値であり、今後「森林・林業再生プラン」（2009年12月25日公表）に掲げる木材自給率50％達成に向けた具体的施策 
　　  とともに検討し、今後策定する森林・林業基本計画に位置づける予定。      
 
（出典：農林水産省「バイオマス活用推進基本計画」平成22年12月より作成）     

未利用　約５％ 

家畜排せつ物 

下水汚泥 

黒液＊１ 

紙 

食品廃棄物 

製材工場等残材＊１ 

建設発生木材 

農作物非食用部 

林地残材＊１ 

約８,８００万ｔ 

約７,８００万ｔ 

約１,４００万ｔ 

約２,７００万ｔ 

約１,９００万ｔ 

約３４０万ｔ 

約４１０万ｔ 

約１,４００万ｔ 

約８００万ｔ 

（約９０％） 

（約８５％） 

（約１００％） 

（約８５％） 

（約４０％） 

（約９５％） 

（約９５％） 

（約４５％） 

（約３０％以上＊２） 

廃
棄
物
系
バ
イ
オ
マ
ス 

未
利
用 

バ
イ
オ
マ
ス 

たい肥等への利用　約９０％ 
未利用　約１０％ 

未利用　約２３％ 

未利用　約２０％ 

未利用　約７３％ 

未利用　約１０％ 

未利用　約７０％ 

建設資材の利用　約７７％ 

エネルギー利用　約１００％ 

製紙原料等としての利用　約８０％ 

肥料・飼料等への利用　約２７％ 
製紙原料、エネルギー等への利用　約９５％ 

製紙原料、ボード原料、エネルギーへの利用　約９０％ 

たい肥、飼料、畜舎敷料等への利用　約３０％（すき込みを除く。含むと約８５％） 
ほとんど利用なし 

年間発生量 
（現在） 

利用率目標 
（２０２０年） 

利用率 
（現在） 

解　説 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

（1）生産工程の状況 

89 電機・電子産業における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況 
（2008年度） 

　右図は電機・電子産業＊1における2008年度の産業廃棄物・有

価発生物＊2の発生量、再資源化量、最終処分量を推計＊3した

ものです。 

　なお、有価物も含めた量であること、また、再資源化量、最

終処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類名は発生段階

での種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊1：社団法人日本電機工業会、一般社団法人情報通信ネット

ワーク産業協会、社団法人電子情報技術産業協会、社団

法人ビジネス機械・情報システム産業協会の会員 

＊2：有価発生物とは主たる生産物の生産に伴い副次的に発生

する物品（副産物）のうち有価で引き渡したもの。 

＊3：個票データの単純集計値 

その他 

廃油 

廃プラスチック類 

スラッジ 

廃アルカリ 

廃酸 

金属くず 

最終処分量 再資源化量 発生量 
０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 

１,６００ 

１,８００ 

２,０００ 
（千ｔ） 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　   発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

注　釈 



● リサイクルデータブック　201158

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

90 家電4品目の国内出荷台数の推移 

（2）製品の状況（家電4品目） 

91 家電4品目の引取台数の推移 

解　説 

　家電4品目の国内出荷台数の合計はここ数年間、年間2,500万台前後で推移していましたが、2009年はカラーテレビが増加し約

2,900万台となっています。 

　一方、図91にあるように家電リサイクル法に則り引き取られた家電4品目の台数の合計はここ数年間、年間1,200万台前後でした

が、2009年度は約1,900万台となっています。 

　出荷と回収には数年間のタイムラグはあるものの乖離があることがわかります。 

解　説 

　家電リサイクル法に則り引き取られた家電4品目の台数の合計はここ数年間、年間1,200万台前後でしたが、2009年度はブラウン

管式テレビの引取台数が前年度の約2倍となり合計で約1,900万台となっています。 

　一方、図90にあるように家電4品目の国内出荷台数の合計はここ数年間、年間2,500万台前後で推移していましたが、2009年は約

2,900万台となっています。 

　出荷と回収には数年間のタイムラグはあるものの乖離があることがわかります。 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 
０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 

１,６００ 

１,８００ 

２,０００ 

エアコン ブラウン管式テレビ 薄型テレビ 冷蔵庫・冷凍庫 洗濯機 
（万台） 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

３,０００ 

３,５００ 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

ルームエアコン カラーテレビ 電気冷蔵庫 電気洗濯機 
（万台） 

（年度） 

（年） 
（出典：（財）家電製品協会「家電産業ハンドブック2010（平成22年）」） 

※冷蔵庫・冷凍庫の2003年度は冷蔵庫のみの値。 

（出典：（財）家電製品協会「家電リサイクル年次報告書（平成21年度版）」平成22年7月） 

８６ 

７４ 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

92 家電4品目の再商品化重量・再商品化率の推移 

（2）製品の状況（家電4品目） 

　上図は、家電リサイクル法に則り、家電メーカー等及び指定法人が1年間（平成21年4月1日～平成22年3月31日）に再商品化等を

実施した結果を（財）家電製品協会がとりまとめたものです。 

解　説 

再
商
品
化
等
処
理
重
量
／
再
商
品
化
重
量
（
ｔ
） 

再
商
品
化
率
（
％
） 

０ 

２０,０００ 

４０,０００ 

６０,０００ 

１００,０００ 

８０,０００ 

７８ ７８ 
８１ 

２００１ ２００２ ２００３ 

８２ 
８４ 

２００４ ２００５ 

８６ 

２００６ 

８７ ８９ ８８ 

２００７ ２００８ ２００９ 
５０ 

６０ 

７０ 

９０ 

８０ 

エアコン（再商品化目標７０％以上） 

４５,０１９ ５６,７３９ ５７,０５８ ６４,９３９ ７２,５８５ ６６,７９１ ６８,８６１ ７３,６９８ ７８,０６９ 
５７,６３４ ７２,００９ ６９,６８６ ７９,０４４ ８５,８１４ ７７,６５５ ７８,７１５ ８２,７４６ ８８,５３０ 

再
商
品
化
等
処
理
重
量
／
再
商
品
化
重
量
（
ｔ
） 

再
商
品
化
率
（
％
） 

ブラウン管式テレビ（再商品化目標５５％以上） 

５０ 

６０ 

７０ 

９０ 

８０ 

０ 

４０,０００ 

８０,０００ 

１２０,０００ 

１６０,０００ 

２００,０００ 

２４０,０００ 

２８０,０００ 

７３ 

２００１ 

５８,８１４ 
７９,９７８ 

７５ 

２００２ 

７２,１１０ 
９５,１３４ 

７８ 

２００３ 

７６,０２５ 
９６,４３５ 

８１ 

２００４ 

８３,８６８ 
１０３,２００ 

７７ 

２００５ 

８３,５３０ 
１０７,９９３ 

７７ 

２００６ 

９１,０９２ 
１１７,８４９ 

８６ 

２００７ 

１１５,５６３ 
１３４,２８３ 

８９ 

２００８ 

１３９,４７６ 
１５６,５４６ 

２００９ 

２３２,４７５ 
２６９,１４５ 

８６ ８６ 

再
商
品
化
等
処
理
重
量
／
再
商
品
化
重
量
（
ｔ
） 

再
商
品
化
率
（
％
） 

液晶・プラズマ式テレビ（再商品化目標５０％以上） 

５０ 

６０ 

７０ 

９０ 

８０ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

１,９６３ 
２,６２５ 

７４ ７４ 

（出典：経済産業省・環境省「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）及び家電メーカー各社による家電リサイクル実績の公表 
　　     について（平成21年度）」平成22年6月1日） 

０ 
２０,０００ 
４０,０００ 
６０,０００ 
８０,０００ 
１００,０００ 
１２０,０００ 
１４０,０００ 
１６０,０００ 
１８０,０００ 
２００,０００ 

冷蔵庫・冷凍庫（再商品化目標６０％以上） 

２００１ ２００２ ２００３ 

１２７,５９６ １４８,６６２ １５３,５３１ 
７６,３５９ ９１,００６ ９７,１１９ 

２００４ ２００５ 

１６１,１３１ １６２,４１９ 
１０３,５４６ １０８,２８４ 

６６ 

２００６ 

１５７,１０６ 
１１２,１０６ 

１５９,７６３ １６３,０５６ １８１,５１１ 
１１６,６８３ １２１,３３１ １３６,５６９ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

５９ ６１ ６３ ６４ 

７１ 
７３ ７４ ７５ 

２００７ ２００８ ２００９ （年度） 

再
商
品
化
等
処
理
重
量
／
再
商
品
化
重
量
（
ｔ
） 

再
商
品
化
率
（
％
） 

注）２００４年度から冷凍庫が追加。 

再
商
品
化
等
処
理
重
量
／
再
商
品
化
重
量
（
ｔ
） 

再
商
品
化
率
（
％
） 

洗濯機・衣料乾燥機（再商品化目標６５％以上） 

０ 

２０,０００ 

４０,０００ 

６０,０００ 

８０,０００ 

１００,０００ 

１２０,０００ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

５６ 

６５ 
６８ 

７６ 
７９ 

８２ ８４ ８５ 

６０ 

２００７ ２００８ ２００９ ２００１ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００２ （年度） 

５４,０４１ 
３０,７８３ 

８０,１６９ 
５２,２８８ 

８５,７６４ 
５８,７１０ 

９２,８０１ 
６９,６６４ 

９４,６５２ 
７４,８５４ 

９４,１０１ 
７７,２３１ ４２,９６７ 

７１,０５３ ９４,０１０ 
７９,８９４ 

１０２,３０８ 
８７,７９５ 

注）２００７年度から衣料乾燥機が追加。 

再商品化率（％） 
再商品化重量（ｔ） 
再商品化等処理重量（ｔ） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

93 再商品化重量の内訳 

（2）製品の状況（家電4品目） 

　断熱フロン回収量とは、断熱材に含まれるフロン類を液化回収した重量です。 

解　説 

注）製品の部品または材料として利用する者に有償または無償で譲渡しうる状態にした場合の当該部品及び材料の総重量。 
　　なお、衣類乾燥機は2009年度から加わった。 

（出典：経済産業省・環境省「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）及び家電メーカー各社による家電リサイクル実績の公表について（平成21年度分）」 
　　　  平成22年6月1日） 

鉄 
銅 
アルミニウム 
非鉄･鉄など混合物 
その他有価物 

冷蔵庫・ 
　冷凍庫 

計 
鉄 
銅 
アルミニウム 
非鉄･鉄など混合物 
その他有価物 

計 

製　品 材　料 

２６,２００ 
５,４９０ 
２,２２８ 
３３,９２５ 
４,７４２ 
７２,５８５ 
８,６７８ 
４,０６８ 
１９２ 
１,０３５ 
５３,７２７ 
１５,８３０ 
８３,５３０ 

 
 
 
 
 
 
 

７０,９３１ 
１,３０９ 
３８４ 

２０,６６１ 
１４,９９９ 
１０８,２８４ 
３９,２２５ 
１,０１６ 
５２０ 

１３,７１３ 
１５,１９０ 
６９,６６４ 

３６.１% 
７.６% 
３.１% 
４６.７% 
６.５% 

１００.０% 
１０.４% 
４.９% 
０.２% 
１.２% 
６４.３% 
１９.０% 
１００.０% 

 
 
 
 
 
 
 

６５.５% 
１.２% 
０.４% 
１９.１% 
１３.９% 
１００.０% 
５６.３% 
１.５% 
０.７% 
１９.７% 
２１.８% 
１００.０%

２３,９１０ 
５,０３１ 
２,０２３ 
３０,２７５ 
５,５５２ 
６６,７９１ 
１１,６２０ 
４,４５６ 
８５ 
８９２ 

５２,３９４ 
２１,６４５ 
９１,０９２ 

 
 
 
 
 
 
 

６７,０４２ 
１,７２２ 
２６８ 

２０,３１２ 
２２,７６２ 
１１２,１０６ 
３９,８５７ 
１,０５０ 
５４４ 

１４,０１８ 
１９,３８５ 
７４,８５４ 

３５.８% 
７.５% 
３.０% 
４５.３% 
８.３% 

１００.０% 
１２.８% 
４.９% 
０.１% 
１.０% 
５７.５% 
２３.８% 
１００.０% 

 
 
 
 
 
 
 

５９.８% 
１.５% 
０.２% 
１８.１% 
２０.３% 
１００.０% 
５３.２% 
１.４% 
０.７% 
１８.７% 
２５.９% 
１００.０%

２３,７２９ 
５,０７６ 
８,６３４ 
２４,４５３ 
６,９６９ 
６８,８６１ 
１３,８８１ 
４,９５１ 
７３ 

１,１９９ 
６８,２６９ 
２７,１９０ 
１１５,５６３ 

 
 
 
 
 
 
 

６８,４３５ 
１,９９４ 
３２５ 

２０,１８８ 
２５,７４１ 
１１６,６８３ 
４０,７５５ 
１,２４０ 
６１２ 

１２,９１５ 
２１,７０９ 
７７,２３１ 

３４.５% 
７.４% 
１２.５% 
３５.５% 
１０.１% 
１００.０% 
１２.０% 
４.３% 
０.１% 
１.０% 
５９.１% 
２３.５% 
１００.０% 

 
 
 
 
 
 
 

５８.７% 
１.７% 
０.３% 
１７.３% 
２２.１% 
１００.０% 
５２.８% 
１.６% 
０.８% 
１６.７% 
２８.１% 
１００.０%

２４,４０３ 
５,４０６ 
９,３４４ 
２５,６９６ 
８,８４９ 
７３,６９８ 
１５,８００ 
５,７１９ 
７７ 

１,４４８ 
８３,７４９ 
３２,６８３ 
１３９,４７６ 

 
 
 
 
 
 
 

７０,０９５ 
２,４０１ 
４１４ 

２０,２９３ 
２８,１２８ 
１２１,３３１ 
４１,５２４ 
１,６０５ 
７８９ 

１１,３６０ 
２４,６１６ 
７９,８９４ 

３３.１% 
７.３% 
１２.７% 
３４.９% 
１２.０% 
１００.０% 
１１.３% 
４.１% 
０.１% 
１.０% 
６０.０% 
２３.４% 
１００.０% 

 
 
 
 
 
 
 

５７.８% 
２.０% 
０.３% 
１６.７% 
２３.２% 
１００.０% 
５２.０% 
２.０% 
１.０% 
１４.２% 
３０.８% 
１００.０%

２５,１６０ 
５,９１７ 
９,９２７ 
２７,４４８ 
９,６１７ 
７８,０６９ 
２７,１８８ 
９,５４１ 
９３ 

１,８１２ 
１３７,６４４ 
５６,１９７ 
２３２,４７５ 
９２５ 
３１ 
１３２ 
３４ 
０ 

８４１ 
１,９６３ 
７７,０４５ 
２,２６９ 
５３８ 

２２,７７０ 
３３,９４７ 
１３６,５６９ 
４６,２００ 
１,５１４ 
９４１ 

１２,０４７ 
２７,０９３ 
８７,７９５ 

３２.２% 
７.６% 
１２.７% 
３５.２% 
１２.３% 
１００.０% 
１１.７% 
４.１% 
０.０% 
０.８% 
５９.２% 
２４.２% 
１００.０% 
４７.１% 
１.６% 
６.７% 
１.７% 
０.０% 
４２.８% 
１００.０% 
５６.４% 
１.７% 
０.４% 
１６.７% 
２４.９% 
１００.０% 
５２.６% 
１.７% 
１.１% 
１３.７% 
３０.９% 
１００.０%

２００９年度 

鉄 
銅 
アルミニウム 
非鉄･鉄など混合物 
その他有価物 

エアコン 

計 

テレビ 

２００８年度 ２００５年度 
重量（t） 重量（t） 重量（t） 割合 割合 割合 重量（t） 重量（t） 割合 割合 

２００６年度 ２００７年度 

鉄 
銅 
アルミニウム 
非鉄･鉄など混合物 
ブラウン管ガラス 
その他有価物 

計 
鉄 
銅 
アルミニウム 
非鉄･鉄など混合物 
ブラウン管ガラス 
その他有価物 

計 

ブラウン管式 

液晶・ 
プラズマ式 

洗濯機・ 
衣類乾燥機 

（出典：経済産業省・環境省「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）及び家電メーカー各社による家電リサイクル実績の公表について 
　　   （平成21年度分）」平成22年6月1日） 

注）冷凍庫は2004年度から加わった。 

94 フロン回収量推移 

エアコン冷媒フロン 冷蔵庫・冷凍庫冷媒フロン 洗濯機・衣類乾燥機冷媒フロン 冷蔵庫・冷凍庫断熱フロン 

（年度） 
０ 

２００,０００ 

４００,０００ 

６００,０００ 

８００,０００ 

１,０００,０００ 

１,２００,０００ 

１,４００,０００ 

４６７,３１６ 

１３５,７７９ １３５,７７９ 

８０６,５８０ 

２３３,９４６ 

８６０,４９６ 

２８６,６４６ 

９９４,７３２ 

３１０,９１５ 

６２５,４９０ ６０７,７５３ 

１,１２２,４６２ 

３１０,７０３ 

５９２,５１１ 

１,０４３,７７８ 

２９７,６１９ 

５７４,５３５ 

１,０８９,４２３ 

２９８,５４４ 

５５６,７５４ 

１,１６６,８８７ 

２９９,１１８ 

８４７ 

５４３,５０２ 

１,３０４,１４２ 

３１９,８９６ 

２００１ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２０１０ ２００２ 

２３３,９４６ 
２８６,６４６ ３１０,９１５ ３１０,７０３ ２９７,６１９ ２９８,５４４ 

５５６,７５４ 

１,１６６,８８７ 

２９９,１１８ 

５４３,５０２ 

３１９,８９６ 

５７４,５３５ 

フ
ロ
ン
回
収
量
（
kg
） 



!
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入
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・
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品
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１３５,７７９ 
２３３,９４６ 

２８６,６４６ ３１０,９１５ ３１０,７０３ ２９７,６１９ 

５７４,５３５ 

２９８,５４４ 

５５６,７５４ 

１,１６６,８８７ 

２９９,１１８ 

５４３,５０２ 

３１９,８９６ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

95 家電4品目の排出・引取・再商品化等のフローの推計（2005年度） 

（2）製品の状況（家電4品目） 

　図95は、経済産業省が小売業者、中古品の取扱業者、廃棄物処理業者・再生資源販売業者、リース・レンタル事業者及び引越業

者を対象にアンケート調査を行った結果と、既存資料を基に推計し作成したものです。 

解　説 

７１万台（このうちリース・レンタル業者２万台） 

１,７２０万台 

６２万台 
１８万台 

１８６万台 

３９４万台 

３０３万台 

１２４万台 

２３８万台 

１６万台 

４４万台 

４３万台 

１０万台 

１０３万台 

国内向け 

５９４万台 （*４） 

海外向け 
６９７万台 

リユース向
け販売 

９４万台分 

国内向け 

１６０万台分 

海外向け ２５４万台 

資源回収業
者による資
源回収 

（*1）小売業者へのアンケート結果を基に推計すると、約1,424万台となり約369万台の乖離がある。 
（*2）家電リサイクル券を貼って製造業者へ引き渡すことに金銭的なメリットは少ないと考えられるため、小売店から廃家電の運搬委託を受けたもの

と想定した。 
（*3）既存の統計データをそのまま利用。 
（*4）日本貿易統計によると家電4品目の輸出は約337万台であり、約257万台の乖離がある。 
（*5）産業廃棄物としての処理約10万台（環境省「第5回合同会合資料2-2」）を含む。 

（*２） 

１,０５５万台 （*１） 

１９万台 （*３） 

７万台 （*３） 

７万台 

地方公共団
体による一
般廃棄物と
しての処理 

（*３） 

１５０万台分 

国内向け 

１７万台分 

海外向け 

１６７万台 

廃棄物処分
業の許可を
持つ中古品
の取扱業者
及び資源回
収業者によ
る資源回収 

（*５） 

１,１６２万台 

製造業者等
による再商
品化 

（*３） 

６０万台 
このうち 
リース・レンタル業者 

５７万台 
　３万台、 このうち引越業者 

リース・レンタル業者 

２万台 
　７万台、 このうち引越業者 

リース・レンタル業者 

２万台 
　３５万台、 このうち引越業者 

リース・レンタル業者 

１,７２０万台 

小売業者による取引 

６２万台 
引越業者 

４５４万台 

中古品の取
扱業者等 
（古物商、廃
棄物処分許
可業者、資源
回収業者を
含む）による
引取 

２２３万台 
回収業者 

不法投棄 
１６万台 （*３） 

２６万台 （*３） 

地方公共団体 
による引取 

家庭又は
事業所か 
らの排出 
 

２,２８７ 
万台 

このうち 
リース・ 
レンタル 
業者から 
の排出　 
　 

６２万台 

（出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ中央環境審議会 
　　　　廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会合同会合（第5回）平成18年12月11日　配付資料 
　　　　「特定家庭用機器の排出・引取り・処理に係るフローに関する実態調査結果」） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

96 パソコンの国内出荷台数の推移 

（2）製品の状況（パソコン） 

（出典：一般社団法人パソコン3R推進協議会） 

97 パソコンの再資源化の状況（2009年度） 

（年度） 
０ 

２,０００ 

（出典：（社）電子情報技術産業協会資料より作成） 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

１２,０００ 

１４,０００ 

出
荷
台
数
（
千
台
） 

１９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 

ノート型 デスクトップ型 

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

１,５４１ ２,２０５ 
４,０４６ ４,６４３ ３,８３４ ３,９７２ 

５,１６５ ５,８７０ ４,８６２ ４,３２８ ４,８９９ ８４１ 
１,１４３ 

１,６５８ 
２,５４９ 

３,０１７ ３,５６６ 

４,７７６ 

６,２３２ 

５,８２４ 
５,５１２ 

５,８８４ 

５,７５９ 
５,７８２ 

６,３１６ 
７,０７８ 

５,１９２ 

６,８９８ 

３,２６６ 

６,０３５ 

１,５４１ ２,２０５ 
４,０４６ ４,６４３ ３,８３４ ３,９７２ 

５,１６５ ５,８７０ ４,８６２ ４,３２８ ４,８９９ ８４１ 
１,１４３ 

１,６５８ 
２,５４９ 

３,０１７ ３,５６６ 

４,７７６ 

６,２３２ 

５,８２４ 
５,５１２ 

５,８８４ 

５,７５９ 
５,７８２ 

６,３１６ 
７,０７８ 

５,１９２ 

６,８９８ 

３,２６６ 

５,９６３ ５,９６３ ６,７２１ ６,７２１ ６,０３５ 

２,７９６ ２,８２８ ２,７９６ ２,８２８ 

２,３８２ 
３,３４８ 

５,７０４ 

７,１９２ ６,８５０ 
７,５３８ 

９,９４１ 

１２,１０２ 

１０,６８６ 
９,８４０ 

１０,７８３ 

１２,０７５ 
１２,８６０ 

１２,０９０ 

９,３０１ 
８,７９１ 

９,５１７ 

２,３８２ 
３,３４８ 

５,７０４ 

７,１９２ ６,８５０ 
７,５３８ 

９,９４１ 

１２,１０２ 

１０,６８６ 
９,８４０ 

１０,７８３ 

１２,０７５ 
１２,８６０ 

１２,０９０ 

９,３０１ 
８,７９１ 

９,５１７ 

注1) 一般社団法人パソコン3R推進協議会の会員、日本アイ・ビー・エム（株）及び当協議会の合計の実績。 
注2) 回収重量及び回収台数には製品リユースのための回収実績（家庭系：パソコン29千台、事業系：111千台）を含む。 
注3) 再資源化処理量及び資源再利用量は、再資源化プラントに搬入後、処理および再利用された重量であり、資源再利用率は 
　　 再資源化処理量における資源再利用量の比率を表している。 

家庭から回収されたパソコン（２００９年度実績） 

CRTディスプレイ装置 
液晶ディスプレイ装置 

計 

デスクトップ型パソコン本体 
ノートブック型パソコン 

１,３７９.１ 

２８６.３ 

１,２６８.５ 

５９３.９ 

３,５２７.８ 

１２０,５２５ 

８１,４１４ 

７４,９８７ 

７５,８９０ 

３５２,８１６ 

１,２７０.９ 

２４２.５ 

１,２６８.５ 

４９６.０ 

３,２７７.９ 

９２５.３ 

１２５.３ 

９１５.６ 

３３３.５ 

２,２９９.７ 

７２.８ 

５１.７ 

７２.２ 

６７.２ 

－ 

回収重量 
（ｔ） 

回収台数 
（台） 

再資源化処理量 
（ｔ） 

資源再利用量 
（ｔ） 

資源再利用率 
（％） 

事業者から回収されたパソコン（２００９年度実績） 

CRTディスプレイ装置 
液晶ディスプレイ装置 

計 

デスクトップ型パソコン本体 
ノートブック型パソコン 

１,６９１.３ 

３７４.６ 

６５９.９ 

５９５.２ 

３,３２１.０ 

１６５,７０５ 

１１８,９９３ 

４６,２１０ 

１１２,００６ 

４４２,９１４ 

１,３４９.７ 

２５６.２ 

５９６.８ 

４１１.４ 

２,６１４.１ 

１,０９６.５ 

１５９.８ 

４７５.７ 

３０２.２ 

２,０３４.２ 

８１.２ 

６２.４ 

７９.７ 

７３.４ 

－ 

回収重量 
（ｔ） 

回収台数 
（台） 

再資源化処理量 
（ｔ） 

資源再利用量 
（ｔ） 

資源再利用率 
（％） 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

４００ 

２００９ （年度） （年度） （年度） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

３１ 
５ 
３３ 

７１ 

回収台数の推移（家庭系） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ 
０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

回収台数の推移（事業系） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

液晶ディスプレイ ブラウン管ディスプレイ ノートパソコン デスクトップパソコン 

８ 

１０９ 

２２１ 

１９ 

８４ 

３１ 

１３１ 

４４ 

１２５ 

３３２ 

４０ 

１２７ 

３５１ 

５４ 

１２９ 

４７ 

１０９ 

３４０ 

６２ 

１２３ 

６３ 

９３ 

３５８ 

７６ 

７５ 

３５３ 

７５ 

１２７ 

８１ 

１２１ 

２ ２ 

１１２ 

４６ 

１１９ 

１６６ 

４４３ 

１０８ 

８２ 

１３４ 

１８８ 

５１２ 

７７ 

１１４ 

１３６ 

１７９ 

５０６ 

８９ 

１５７ 

１９７ 

２３８ 

６８２ ６８２ 

６６ 

２１９ 

１４８ 

２３９ 

６７２ 

４４ 

２３５ 

１３１ 

２３８ 

６４９ 

２５ 

１９３ 

１２４ 

１９１ 

５３３ 

１１ 

２３９ 

９４ 

２００ 

５４４ 

４ ４ 

２０６ 

５１ 

１９０ 

４５０ 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ 

１８８ 

１２１ 

２００ 

２８７ 

７９６ 

１７１ 

１７５ 

２０９ 

３１５ 

８７０ 

１２４ 

２２３ 

１９８ 

３０２ 

８４６ 

１２９ 

２８４ 

２５１ 

３６７ 

１,０３３ 

９７ 

３５０ 

１９２ 

３６４ 

１,００４ 

５２ 

３４４ 

１５０ 

３２２ 

８７０ 

２７ 

２２４ 

１２９ 

２２４ 

６０４ 

１１ 

２３９ 

９４ 

２００ 

５４４ 

４ 

２０６ 

５１ 

１９０ 

４５０ 

０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

９００ 

１,０００ 

１,１００ 

回収台数の推移（合計） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

４ ２７ １１ ８ ２５ １１ 

事業系に 
同じ 

４ ２８ ８ ２５ ８ ４ ８ ２ 



!

物
質
フ
ロ
ー

@

資
源
投
入

#

廃
棄
物
・
副
産
物
・
使
用
済
物
品
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１,５４１ ２,２０５ 
４,０４６ ４,６４３ ３,８３４ ３,９７２ 

５,１６５ ５,８７０ ４,８６２ ４,３２８ ４,８９９ ８４１ 
１,１４３ 

１,６５８ 
２,５４９ 

３,０１７ ３,５６６ 

４,７７６ 

６,２３２ 

５,８２４ 
５,５１２ 

５,８８４ 

５,７５９ 
５,７８２ 

６,３１６ 
７,０７８ 

５,１９２ 

６,８９８ 

３,２６６ 

６,０３５ ５,９６３ ６,７２１ 

２,７９６ ２,８２８ 

２,３８２ 
３,３４８ 

５,７０４ 

７,１９２ ６,８５０ 
７,５３８ 

９,９４１ 

１２,１０２ 

１０,６８６ 
９,８４０ 

１０,７８３ 

１２,０７５ 
１２,８６０ 

１２,０９０ 

９,３０１ 
８,７９１ 

９,５１７ 

８ ２ 

６８２ 

２５ １１ ４ ２７ １１ ４ 

（2）製品の状況（パソコン） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

（出典：環境省） 

98 使用済パソコンの流通ルートの概要（2008年度） 

比　較 

　資源有効利用促進法に基づいた回収・再資源化義務者の回収状況（前の図から一般社団法人パソコン3R推進協議会の分を除く） 

　図96と比較すると使用済パソコンの2008年度の回収台数の合計は、出荷と回収のタイムラグはあるものの出荷台数と乖離がある

ことがわかります。なお、一般社団法人パソコン3R推進協会「使用済パソコンのリユースおよび再資源化の実態調査報告書（平成

22年3月）」によれば、2008年度の使用済パソコンの発生量は約 1,159 万ｔ と推計されています（図98参照）。 

 

 

◇資源再利用率＝（中古再生部品（ユニット）として再利用されるもの＋鉄、銅、アルミ、貴金属、ガラス類、プラスチック類等、

材料として再利用されるものの重量）÷処理された使用済パソコンの総重量 

解　説 

注　釈 

　図98は、一般社団法人パソコン3R推進協会が「使用済パソコンのリユースおよび再資源化の実態調査」を実施し、推計したもの

です。2008年度の使用済パソコンの発生量は家庭系及事業系の合計で約 1,159 万台、約 10.0 万t と推計されています（家庭内退蔵

品を除くと約 1,011 万台、約 8.9 万ｔ）。そのうえで経路別排出台数の推計を行っています。 

解　説 

家
庭
系
ユ
ー
ザ 

３３９ 

事
業
系
ユ
ー
ザ 

６７２ 

リース・ 
レンタル 
４０３ 
６０％ 

４０％ 
売切り 
２６９ 

家庭内退蔵 
１４８ 

不明 
３４ 

分解処理 
１８ 

オークション 
５３ 

メーカ 
６０＋α 

販社 
ディーラ 
１６０ 

中古買取・再生 
小売業 
３６６ 

産廃収集運搬業 
２５９ 

再資源化処理業 
７９ 

中古販売店 
２９３ 

リース会社 
レンタル会社 
２９０ 

家電量販店 
５３ 

市中回収業 
３３ 

自治体 
３５ 

バイヤ 
３５６ 

輸出業 
ブローカ 
３５６ 

国
内
資
源
再
生 

国
内
リ
ユ
ー
ス 

中
古
品
輸
出 

ス
ク
ラ
ッ
プ
輸
出 

最
終
処
分 

使
用
済
パ
ソ
コ
ン 

１,１５９ 
二次ユーザ　１０９ 
有償譲渡　１８ 
無償譲渡　８１ 

３%

７２%

２５%

２２%

６６%

１２%

３７%

１１.４%

６２%

７５%

２５%

５%

８% １２%

７０%

１０%

１０%

９０% ７１ 

２７.５％ 

２８.４％ 

１４.０％ 

２１.２％ 

５５％ 

４４ 

５３ 

２３ 

５３ 

１０９ 

１４２ 

５%

１５%

１８ 

５０ 

８５%

１０%

３６.４%

３０.９%

１０.２%

５３%
５１%
１０.５%

３３%

１００% １００%

１００%

１００%

１００% ２４７ 
３９ 

残り 
９０％ 

残り 
１０％ 

３３ 

３７ 

１０ 

１０ 

６０%

４０%

１７ 
１３ 

２１４ 

８ 

３５ 
１８ 

（出典：一般社団法人 パソコン3R推進協会「使用済パソコンのリユースおよび再資源化の実態調査報告書」平成22年3月） 

２００１ 
０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

９００ 

１,０００ 

１,１００ 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ 
４ 

１７８ 

４６ 
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２２０ 

６１１ 
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９０ 

１７５ 

４８２ 

８ 

回収台数の推移（合計） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

０ 
２００１ 

６２ 

３５ 

６８ 

８３ 

２４９ 

７１ 

５８ 

８６ 

１１５ 

３３０ 

６７ 

８９ 

１２６ 

１３６ 

４１８ 

８１ 

１２３ 

１８５ 

１９０ 

５７９ 

５７ 

１７７ 

１３６ 

１８７ 

５５６ 

４１ 

１８３ 

１２０ 

１８９ 

５３３ 

２５ 

１９３ 

１２４ 

１９１ 

５３３ 

２０８ 

９０ 

１７５ 

４８２ 

１７８ 

４６ 

１６１ 

３８９ 

回収台数の推移（事業系） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

４００ 

２００９ （年度） （年度） （年度） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ 

７２ 

７３ 

８０ 

１１２ 

３３７ 

６２ 

９２ 

７５ 

１２０ 

３４９ 

４６ 

１０６ 

６１ 

１１６ 

３３０ 

４０ 

１２４ 

５４ 

１２３ 

３４１ 

３１ 

１２８ 

４４ 

１１９ 

３２１ 

１１０ 

１９ 

８２ 

２２０ 

４０ 
７ 
２９ 
７８ 

回収台数の推移（家庭系） 

回
収
台
数
（
千
台
） 

液晶ディスプレイ ブラウン管ディスプレイ ノートパソコン デスクトップパソコン 

※2003年度は回収が義務化された2003年10月以降 
　6か月分の数字。 

８ ４ ８ ２ ８ ４ ８ ２ ２５ ４ ２８ ８ 

８０% ２０７ 

（単位：万台） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

99 二次電池の販売量の推移 

100 小形二次電池の回収量と再資源化率の推移（JBRC回収分） 

（2）製品の状況（二次電池） 

　現在、小形二次電池の回収は3団体により行われています。JBRCはリチウム電池に関しては携帯電話以外、また、小形制御弁式

鉛蓄電池（小形シール鉛電池）に関しては民生用コードレスホン、ヘッドフォンステレオ、ハンディークリーナー、ビデオカメラ

の4品目についてのみ回収しています。 

 

 

◇再資源化率＝再資源化量÷処理量 

◇再資源化量＝再資源化物重量×金属元素含有率 

◇再資源化物重量：処理によって得られた再資源化物の重量（測定値） 

◇金属元素含有率：サンプリングにより電池種類ごとに決定する。 

◇処理量：処理前の裸電池重量（プラスチックケースを除く）合計（測定値） 

注　釈 

解　説 

解　説 

　二次電池とは、充電して何度も使える電池のことです。具体的には、家庭や事業所で使用されているリチウムイオン二次電池、

ニッケル水素電池、その他のアルカリ蓄電池、小形制御弁式鉛蓄電池（小形シール鉛電池）です。資源有効利用促進法では、小形

二次電池の回収・再資源化を小形二次電池メーカー及び小形二次電池の使用機器メーカーに義務付けています。 

注）小型制御弁式の個数 2004年以前は換算数値。「その他のアルカリ蓄電池」は据置アルカリおよびニカド電池を含む。 
（出典：経済産業省機械統計より作成） 

４,３５０ ４,３５０ 
４,６３０ ４,６３０ 

２９,７２２ ２９,７２２ 

２００９ （年） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ １９９７ １９９６ １９９５ 
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再資源化率（％） 
種類 法定目標値   

ニカド電池 ６０  ％ 
ニッケル水素電池 ５５  ％ 
リチウムイオン電池 ３０  ％ 
小形シール鉛蓄電池 ５０  ％ 

７１.０ 
６８.５ 
３９.０ 
５１.０ 
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（出典：一般社団法人 JBRC） 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００６年度 ２００５年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２００１年度 
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４５６,５１３ 
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４７９,９９１ 

１５,４２６ 

５９６,０３３ 
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３５８,０７９ 

１１３,８０８ 

２０,２５８ 

８６１,９１１ 

３０１,３８６ 

２４,１３７ 

２７ 
４４ ２０ 

１６ 
５４ 

１０ ２ 
６ 

６ ４ ２ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

（2）製品の状況（二次電池） 

101 小形二次電池の回収量と再資源化率の推移（モバイル・リサイクル・ネットワーク回収分） 

　モバイル・リサイクル・ネットワークは携

帯電話・PHSに使用されている二次電池（リ

チウムイオン電池）を回収しています。 

 

 

◇回収重量：プラスチックケースを含む電

池重量 

◇再資源化率：携帯電話・PHSの電池に含ま

れる金属含有率（理論値） 

　　なお、プラスチックケース等も含め回

収物は100％再資源化しているため、平成

17年度実績からは上記定義による再資源

化率は未公表。 

注　釈 

102 小形二次電池の回収量と再資源化率の推移（製造者回収分） 

　JBRCの回収対象以外の小形制御弁式鉛蓄

電池は各鉛蓄電池メーカー等が回収してい

ます。 

 

 

◇小形制御弁式鉛蓄電池推定回収重量＝全

鉛蓄電池回収重量×小形制御弁式鉛蓄電

池比率（出荷量構成比） 

◇再資源化率：鉛蓄電池の全体重量に占め

る再資源化された鉛重量の割合。全鉛蓄

電池の再資源化率を採用。 

注　釈 
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２００２ 
３０ 
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回
収
量
（
ｔ
） 

（出典：（社）電池工業会） 
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（出典：モバイル・リサイクル・ネットワーク） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.10 電機・電子 

103 鉛蓄電池の販売量の推移 

（4）製品の状況（二次電池） 

注　釈  

◇鉛蓄電池：正極板（陽極板）に二酸化鉛、負極板（陰極板）に海綿状鉛、電解液として希硫酸を用いた二次電池のこと。図103

に示すようにその多くが自動車用鉛蓄電池（バッテリー）。 

０ 

５,０００ 

１０,０００ 

１５,０００ 

２０,０００ 

２５,０００ 

３０,０００ 

３５,０００ 

４０,０００ 

販
売
量
（
千
個
） 

自動車用 その他用 

注）2008年まで「自動車用」に二輪車用が含まれていた。2009年より二輪車用が「その他用」に含まれた。 

（出典：経済産業省機械統計より作成） 
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104 使用済み自動車用鉛蓄電池の排出・回収及び再利用の状況 

注　釈  

◇排出量：電池工業会推定（廃車＋国内取替用出荷分、国内蓄電池メーカー以外の輸入電池を除く） 

◇回収量：再生製錬業者からの回収量報告集計 

◇再利用量：鉛蓄電池メーカーからの再生鉛購入量報告の集計 

◇回収率＝回収量／排出量×100 

◇再利用率＝再利用量／排出量×100
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８０ 

８４ 

１６７ 

１３０ 

１１５ 

７８ 

６９ 

１７０ 

１３９ 

１０６ 

８２ 

６３ 

１４５ 

１１８ 

１０１ 

８２ 

７０ 

１３２ 

１３５ 

９１ 

１０２ 

６９ 

注）排出量・回収量・再利用量は鉛重量 

（出典：（社）電池工業会資料） 

年度 

排出量 （千ｔ） 

回収量 （千ｔ） 

再利用量 （千ｔ） 

回収率 （％） 

再利用率 （％） 

２,８５９ ２,９１３ 

５８,０９２ 

８８,６３７ １１３,６７０ １３９,１０２ ９,７７７,１９１ 

７,９３４,５１６ 

１０,２８６,０１８ １０,５１１,５１８ １０,２５７,３１５ １０,１４０,７９６ 

５,０３６,７０５ ５,１４７,８０８ ５,２１０,５０５ ５,６０３,１１７ ５,４１２,３０５ ４,８２１,１３０ ５,５６６,８９３ ５,４９７,８９５ ５,２６８,７４１ ４,８１３,０８５ 
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３０,４０４ 

２,０３９ 

２９,９５０ 

２,２７８ 

２９,９９８ 

２,４２０ 

２９,４３５ 

２,３０９ 

２９,９２０ 

２,２９５ 

３０,８３６ 

３３,５３５ 

２９,４３１ 

２,５８１ 

２８,９２４ 

２,４８４ 

２９,２３４ 

２,６０４ 

２９,５８６ 

２,９１５ 

２９,６８１ 

２,９８２ ２,８５９ ２,９１３ 

３０,０７１ ２９,９９３ ２６,８９９ ２０,５３４ 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.11 自動車 

（1）生産工程の状況　（2）製品の状況 

105 輸送用機械製造における産業廃棄物・有価発生物の発生・再資源化・最終処分の状況 
（2008年度） 

　右図は輸送用機械製造業における2008年度の産業廃棄物・有

価発生物＊1の発生量、再資源化量、最終処分量を推計したもの

です。 

　また、右下の図は、輸送用機械製造業を構成する業種細分類

別＊2に整理したものです。 

　なお、図14と異なり有価物も含めた量であること、また、再

資源化量、最終処分量における産業廃棄物・有価発生物の種類

名は発生段階での種類名であることに注意下さい。 

 

 

＊1：主たる生産物の生産に伴い副次的に発生する物品（副産

物）のうち有価で引き渡したもの。 

＊2：自動車車体・部分品製造業は日本標準産業分類における

自動車車体・附属車製造業及び自動車部分品・附属品製

造業、また、その他の輸送用機械器具製造業はその他の

業種細分類を合わせた分類のこと。 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 
（千ｔ） 

最終処分量 再資源化量 発生量 

金属くず 

鉱さい 

その他 

廃油 

廃プラスチック類 

（出典：経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
　　　　発生状況等に関する調査（平成20年度実績）」より作成） 

（千ｔ） ０ １,０００ ２,０００ ３,０００ ４,０００ ５,０００ 

最終処分量 

再資源化量 

発生量 

業種細分類別の状況（２００８年度） 

自動車製造業 
自動車車体・部分品等製造業 
その他の輸送用機械器具製造業 

自動車の生産台数推移 

０ 

２,０００,０００ 

４,０００,０００ 

６,０００,０００ 

８,０００,０００ 

１４,０００,０００ 

１０,０００,０００ 

１２,０００,０００ 

（年） ２００３ 

１,７４６,６１６ 

６１,０７４ 

２００４ 

１,７３０,６９１ 

６０,４４２ 

２００１ 

１,６０１,５３６ 

２００２ 

１,５７２,６４０ 

６６,３２１ 

２００５ 

１,７０６,６１１ 

７６,３１３ 

２００６ 

１,６４０,６９３ 

２００７ 

１,５３８,０２０ 

 

８７,２５５ 
９８５,１００ 

２００９ 

１,５０８,３９９ 

２００８ ２０００ 

８,７２０,３８５ ８,６１８,３５４ ９,７５４,９０３ ９,９２８,１４３ ８,３５９,４３４ 

５４,５４４ 

１,７２６,８１８ 

８,４７８,３２８ ８,１１７,５６３ ９,０１６,７３５ ９,９４４,６３７ ６,８６２,１６１ 

バス 
トラック 
乗用車 

５８,０９２ 

８８,６３７ １１３,６７０ １３９,１０２ 
１０,７９９,６５９ 

９,７７７,１９１ 

１１,４８４,２３３ １１,５９６,３２７ １１,５７５,６４４ 

７,９３４,５１６ 

１０,２８６,０１８ １０,５１１,５１８ １０,２５７,３１５ １０,１４０,７９６ 

生
産
台
数
（
台
） 

５８,０９２ 

８８,６３７ １１３,６７０ １３９,１０２ ９,７７７,１９１ 

７,９３４,５１６ 

１０,２５７,３１５ １０,１４０,７９６ 

106 自動車の生産台数と使用済自動車台数の推移 

１０,２８６,０１８ １０,５１１,５１８ 

　使用済自動車台数は、前年末の保有台数に当年の新規登録届出台数を加えたものから当年末の保有台数を差し引いて求めたもの

です。これは廃車及び輸出された中古車であると推定されます。 

解　説 

新規登録届出台数 使用済自動車台数 保有台数 

７２,６４９,０９９ 

７３,４０７,７６２ 
７３,９８９,３５０ 

７４,２１４,４１１ 

７４,６５５,５１８ 

７５,６８６,４５５ 

７５,８５９,０６８ 

７５,７１４,８２１ 

７５,５２８,３１５ 

７５,３２４,４８６ 

０ 

２,０００,０００ 

４,０００,０００ 

６,０００,０００ 

８,０００,０００ 

１０,０００,０００ 

１２,０００,０００ 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ 
６０,０００,０００ 

６２,０００,０００ 

６４,０００,０００ 

６６,０００,０００ 

６８,０００,０００ 

７０,０００,０００ 

７２,０００,０００ 

７４,０００,０００ 

７６,０００,０００ 

７８,０００,０００ 

（出典：一般社団法人 日本自動車工業会「自動車統計月報」より作成） 

（年） 

５,９６３,０４２ ５,９０６,４７１ ５,７９２,０９３ ５,８２８,１７８ ５,８５３,３８２ ５,８５２,０６７ ５,７３９,５０６ ５,３５３,６４８ 
４,６０９,２５６ ５,０８２,２３５ 

５,０３６,７０５ ５,１４７,８０８ ５,２１０,５０５ ５,６０３,１１７ ５,４１２,３０５ ４,８２１,１３０ ５,５６６,８９３ ５,４９７,８９５ ５,２６８,７４１ ４,８１３,０８５ 

新
規
登
録
届
出
・
使
用
済
自
動
車
台
数
（
台
） 

保
有
台
数
（
台
） 

５,０３６,７０５ ５,１４７,８０８ ５,２１０,５０５ ５,６０３,１１７ ５,４１２,３０５ ４,８２１,１３０ ５,５６６,８９３ ５,４９７,８９５ ５,２６８,７４１ ４,８１３,０８５ 

使用済自動車台数の推移 

注　釈 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.11 自動車 

107 使用済自動車の流れとリサイクル率の現状（2008年3月末） 

108 使用済自動車、解体自動車及び特定再資源化等物品に関する引取・引渡状況（2009年度） 

（2）製品の状況 

　この調査は、使用済自動車の再資源化等に関する法律第116条第1項の規定に基づき、（財）自動車リサイクル促進センターが、

2009年度の使用済自動車、解体自動車及び特定再資源化等物品に関する引取・引渡状況について調査したものです。 

リ
サ
イ
ク
ル
率
約
９５
％ 

部品として 
リサイクル 
２０～３０%

素材として 
リサイクル 
５０～６５%

シュレッダー 
ダスト 
１０～１５%

シュレッダーダスト 

破
砕
業
者 

（
約
１
３
０
０
社
） 

エアバッグ類 

新車ディーラー 

中古車販売店 

整備事業者 

引
取
業
者（
約
７.８
万
社
） 

フ
ロ
ン
類
回
収
業
者（
約
１.８
万
社
） 

路上放棄車 

最
終
所
有
者

 

新
車
販
売  

約

５１０
万
台 

新
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
等 

新
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
等 

自
動
車
製
造
業
者 

地方公共団体 

フロン類 

輸
入
車
販
売  

約
２４
万
台 

自
動
車
輸
入
業
者 

（出典：経済産業省「資源循環ハンドブック2010」） 

再使用部品２０～３０% 
（エンジン、ボディ部品、 

電装品） 
 

再資源化部品約１５% 
（エンジン、触媒、非鉄金属、 

タイヤ） 
 

使用済自動車ガラ 
（エンジン、タイヤ等を 
取り外した外枠だけの状態） 

５５～６５%

解
体
業
者（
約
６
７
０
０
社
） 

  

注）ディーラー、中古車専門店、整備業者はそれぞれ兼業している場合がある。 

＝ 使用済自動車の 
リサイクル率 

リサイクルに向けられる重量 

回収された自動車の重量 

使用済 
自動車 

解体業者 

解体業者から 

認定全部利用者へ 

非認定全部利用者へ 

破砕業者 

解体済自動車 

非認定全部利用者へ 

＜使用済自動車の引取＞ 

＜使用済自動車の引取＞ 

＜解体自動車の引取＞ 

＜解体自動車の引渡＞ 

＜使用済自動車の引渡＞ 

引取業者から 

引取業者から 

フロン類回収業者から 

解体業者へ 

エアバッグ 

自動車メーカー・輸入業者（指定引取場所） 

フロン ASR
非認定全部 
利用者 

認定全部 
利用者 

使用済自動車 

フロン類回収業者 

３,２１１,７７０ 

破砕業者へ 

認定全部利用者へ 

＜解体自動車の引渡＞ 

３,８３４,３０４ 

２４４,１０２ 

２７,１６９ ３,２１２,０４４ 

使用済自動車、解体自動車 

認定全部利用者へ 

非認定全部利用者へ 

物品の流れ 

使
用
済
自
動
車 

使
用
済
自
動
車 

解
体
自
動
車（
廃
車
ガ
ラ
） 

解
体
自
動
車（
廃
車
ガ
ラ
） 

解
体
自
動
車（
廃
車
ガ
ラ
） 

解
体
自
動
車（
廃
車
ガ
ラ
） 

工程内 
破砕業者へ引渡 
３,０１２,２２９ 

破砕業者から引取 
３,００７,０９０ 

工程内 
解体業者へ引渡 
１６９,９６４ 

解体業者から引取 
１６９,１５２　※３,５ 

≪フロンの引渡≫ 
指定引取場所へ 
３,１１０,５８３ 

≪ASRの引渡≫ 
指定引取場所へ 
３,５５６,０２１ 

≪エアバッグの引渡≫ 
指定引取場所へ 

※１ ※２ 

引取業者 

＜使用済自動車の引取＞ 

＜使用済自動車の引渡＞ 

最終所有者から 

解体業者へ 

フロン類回収業者へ 

３,９１８,４１５ 

３,２２５,７０１ 

６９１,５７５ 

最
終
所
有
者 

※４,５ 

（単位：件） 

≪エアバッグの引取≫ 
解体業者から 
１,６９７,３７９ 

≪フロンの引取≫ 
フロン回収業者から 
３,０５９,８７３ 

≪ASRの引取≫ 
破砕業者から 
３,５０８,５１０ 

６９０,７９９ 

３,２１６,４７３ 

３,８３６,２８３ 

５２,８１５ 

０ 

作動　　  １,４３７,５７３ 
作動＆回収　  ３,０４８ 
回収　　    ２６４,４８１ 

自動車製造業者・輸入業者（引き取ってリサイクル（破壊）） 

解　説 

（出典：経済産業省・環境省「平成21年度使用済自動車、解体自動車及び特定再資源化等物品に関する引取・引渡状況の公表について」2010年6月30日） 

※1：認定全部利用者…主務大臣の全部再資源化認定（法第31条認定）を受け、電炉・転炉に解体自動車（廃車ガラ）を鉄鋼の原料として投入しリサイクルする業者。 
※2：非認定全部利用者…解体自動車（廃車ガラ）を電炉・転炉に投入したり、輸出を行う業者。 
※3：解体工程内引取…有用な部品、材料等の再資源化を推進するため、解体業者が他の解体業者へ移動報告することがある。 
※4：破砕工程内引取…破砕前処理工程のみを行う破砕業者（プレス・せん断処理業者）は、解体自動車を他の破砕業者（シュレッダー業者）へ引渡すことがある。 
※5：工程内引渡と引取の数字が乖離する理由…引渡実施報告があった後の引取実施報告について、遅延報告までの期間については解体自動車等の収集運搬等に必要な期間として一定期間 
　　  認められている。そのため、引渡実施報告があっても引取実施報告をしていない場合がある。 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.12 その他副産物 

109 回収硫黄量の推移 

　日本で産出する硫黄は、現在では100％が回

収硫黄であり、輸出もしています。 

　ナフサ、灯油、軽油、重油などの水素化脱

硫装置で発生するガス、天然ガス、油田随伴

ガスなどに含まれる硫化水素（H2S）を元素硫

黄として回収することを硫黄回収といい、硫

黄回収装置で回収された硫黄（回収硫黄）は

溶融状態（モルテン）のまま、あるいは塊状、

粒状、フレーク状に成型して出荷されます。 

　このように天然ガスや石油から産出した硫

黄を回収硫黄といいますが、わが国では通

常、石油から回収されたもののみを回収硫黄

といいます。 

 

110 回収石膏量の推移 

　回収石膏は、火力発電所等の排ガス中の硫

黄分を脱硫石膏（図22「電気事業における廃

棄物・副生品の発生量、再資源化量の推移」

の脱硫石膏を参照）として回収したもので

す。用途としては、セメント、ボード、プラ

スター等に使用されます。 

　なお、回収石膏量は化学工業統計の化学石

膏国内生産量から石膏製造に使用される中和

石膏（硫酸）の量（中和石膏は副産物ではな

いため、石膏（2水塩換算値CaSO4･2H2O）と

して換算）を減じて算出しました。 

 

２００９ ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ 
０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

回
収
硫
黄
量
（
千
ｔ
） 

１,８６４ １,９６１ １,８９５ ２,０００ １,９２９ ２,０００ ２,０１３ １,８３９ 

（出典：硫酸協会「硫酸と工業」より作成） 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

２００９ （年） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ 
０ 

回
収
石
膏
量
（
千
ｔ
） 

４,９８８ ５,１０４ ５,２６５ ５,１７６ ５,０６２ ５,１１４ ３,９５５ ５,２１０ 

（出典：硫酸協会「石こう関係統計指標」及び「硫酸と工業」より作成） 

（年度） 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.12 その他副産物 

111 製錬ガス出硫酸生産量の推移 

　銅鉱石や亜鉛鉱石を製錬する

際に発生する排ガスには多量の

二酸化硫黄が含まれており、こ

れを原料として硫酸が生産され

ます。 

　なお、日本の硫酸生産量の約

70％は製錬ガスを原料としてお

り、残りは主に回収硫黄から生

産されています。 

 

（出典：硫酸協会「硫酸と工業」より作成） 

製
錬
ガ
ス
出
　
硫
酸
生
産
量 

（単位：H２SO４１００%　千ｔ） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

２００２ 

３,６３１ 

１,０１７ 

４,６４８ 

２００３ 

３,４１１ 

１,０３５ 

４,４４６ 

２００４ 

３,５７２ 

１,０４０ 

４,６１２ 

２００５ 

３,６９７ 

９８５ 

４,６８２ 

２００６ 

４,０２７ 

９７５ 

５,００２ 

２００７ 

４,２４１ 

９８８ 

５,２２９ 

２００８ 

５,１００ 

４,１７２ 

９２８ 

２００９ （年度） 

５,１１２ 

４,２７６ 

８３６ 

亜鉛出 銅出 
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7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.13 その他製品 

113 廃タイヤのルート別発生量 

112 自動車タイヤの生産量・販売量（2009年） 

　生産量・販売量はゴム重量で表示

しています。タイヤはゴムの他にタ

イヤコード、スチール、補強剤など

100種類以上の原材料で構成されて

おり、ゴム量はタイヤ全体の約50％

です。従って実際のタイヤ重量は、

約2倍となります。 

生産量・販売量 

本数（千本） ゴム量（ｔ） 

生産 １３８,６１４ 

４０,５７４ 

６２,２８３ 

５８,４４６ 

１６１,３０３ 

２４,９４５ 

１２７,８０２ 

＊ 

＊：国内メーカ輸入品を含む 

＊ 

９７２,７０６ 

－ 

－ 

５６２,３０４ 

－ 

－ 

－ 

販売 

新車用(a)

輸出用 

市販用(b)

計 

輸入(c)

国内需要計≒(a)+(b)+(c)

（単位：ｔ） 
品種別生産量 

２００９年タイヤ生産 
合計 ９７２,７０６ 

特殊用 
１２５,８９１ 
（１２.９％） 

乗用車用 
４７２,１１７ 
（４８.５％） 

小型トラック用 
 １２２,２０８ 
（１２.６％）　 

トラック・バス用 
２４０,７４３ 
 （２４.７％） 

運搬車用 
６４７（０.１％） 

フラップ・リムバンド 
１,３５６（０.１％） モーターサイクル用 

９,７４４（１.０％） 

タイヤ取替時 廃車時 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

タ
イ
ヤ
本
数
（
百
万
本
） 

１９９７ 

７９ 

２３ 

１０２ 

１９９８ 

７４ 

２５ 

９９ 

１９９９ 

７９ 

２２ 

１０１ 

２０００ 

８０ 

２３ 

１０３ 

２００１ 

８３ 

２４ 

１０７ 

２００２ 

８２ 

２４ 

１０６ 

２００３ 

７８ 

２５ 

１０３ 

２００４ 

８０ 

２３ 

１０３ 

２００５ 

８４ 

１６ 

１００ 

（年） ２００６ 

８４ 

１９ 

１０３ 

１８ 

９０ 

２００７ 

８１ 

１８ 

９９ 

２００８ 

９６ 

（出典：（社）日本自動車タイヤ協会） 

１８ 

７８ 
７２ 

２００９ 

（出典：（社）日本自動車タイヤ協会） 
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115 潤滑油のマテリアルフロー（2007年度推定） 

7 産業別の廃棄物・副産物・使用済物品の状況 
7.13 その他製品 

114 廃タイヤリサイクル量の推移 

原
形
・ 

加
工
利
用 

更生タイヤ台用 

再生ゴム・ゴム粉 

その他 

小計（A） 

製紙 

化学工場等 

小計（B） 

製鉄 

セメント焼成用 

ガス化炉 

タイヤメーカー工場 

中・小ボイラー 

海
外 輸出（D） 

小計（B＋C） 

リサイクル利用合計（A＋B＋C＋D） 

埋め立て 

流通在庫 

小計（E） 

合計（総発生量A＋B＋C＋D＋E） 

リ
サ
イ
ク
ル
利
用 

国
　
　
内 

そ
の
他 

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
等 

セ
メ
ン
ト
、
製
鉄
等 

（単位：重量／千ｔ、構成比・前年比／％） 

２００５年 
重量 

２００６年 
重量 

２００７年 
重量 

２００８年 
重量 

２００９年 

重量 構成比 対前年比 

（出典：（社）日本自動車タイヤ協会） 

※：構成比は、小数点以下の処理の都合により、各項目の計と小計が一致しない場合があります。 

３５  

１０３  

２２  

１６０  

２１０  

９  

２１９  

１８１  

５１  

２７  

２４  

１２  

１０  

３０５  

５２４  

２１３  

８９７  

３２  

９３  

１２５  

１,０２２ 

３６  

１０７  

２０  

１６３  

２７４  

９  

２８３  

１６８  

４９  

３４  

２２  

１１  

８  

２９２  

５７５  

１９６  

９３４  

１１  

１１１  

１２２  

１,０５６ 

３７  

１１１  

１７  

１６５  

３２８  

１２  

３４０  

１４８  

４０  

４２  

１８  

１１  

８  

２６７  

６０７  

１８０  

９５２  

１１  

１０１  

１１２  

１,０６４ 

３８  

１０６  

１０  

１５４  

３３９  

２４  

３６３  

１４１  

３９  

４８  

１９  

１２  

２  

２６１  

６２４  

１５７  

９３５  

８  

１１３  

１２１  

１,０５６ 

４６  

８３  

７  

１３６  

３４９  

１１  

３６０  

１１２  

２８  

４８  

１８  

９  

１  

２１６  

５７６  

１４８  

８６０  

３  

８７  

９０  

９５０ 

５  

９  

１  

１４  

３７  

１  

３８  

１２  

３  

５  

２  

１  

１  

２３  

６１  

１６  

９１  

１  

９  

９  

１００ 

１２１  

７８  

７０  

８８  

１０３  

４６  

９９  

７９  

７２  

１００  

９５  

７５  

５０  

８３  

９２  

９４  

９２  

３８  

７７  

７４  

９０ 

金属精錬 

小計（C） 

　工場の設備から排出された使用済作動油、タービン油などは、再び工業用潤滑油やコンクリート離型剤等の再生潤滑油として利

用されます。 

　ガソリンスタンドや自動車整備工場で発生する自動車から排出された使用済潤滑油は、重油代替の再生燃料油（再生重油）とし

て利用されます。 

（出典：（社）潤滑油協会「潤滑油リサイクルハンドブック」（潤滑油リサイクル対策委員会資料）） 

１９４万kL（１００％） ９８万kL（５１％） 

販  売 使  用 使用済潤滑油発生 回  収 

廃油焼却会社 

廃油再生会社 

浴場・農家 
（燃料化） 

８３万kL（４３％） 

再生潤滑油 
（コンクリート離型剤等） 

再生重油 

焼却処分（グリース・潤滑油） 

９万kL（４％） 

自社焼却 

自家燃料 

水系処理 

原材料用途・消耗等 

９６万kL（４９％） 

２０万kL（１０％） 

５４万kL（２８％） 

２万kL（１％） 

５２万kL（２７％） 

少量 

再生利用 
（再生潤滑油等） 

１万kL（０.５％） 

４万kL（２％） 

５万kL（２.５％） 

５万kL（２.５％） 

熱
　
利
　
用 

解　説 

４,８１１ 

３４４ １２０ ３０８ ２７５ ２２３ １８６ 
４,３６３ １１８ 
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8 市町村の処理 
8.1 ごみ処理状況 

116 ごみ総排出量の推移 

117 ごみ総処理量の推移 

◇ごみ総排出量＝市町村収集ごみ量＋直接搬入ごみ量＋集団回収量＝生活系ごみ量＋事業系ごみ量＋集団回収量 

◇直接搬入ごみ：市町村のごみ処理施設に直接搬入されるごみ。事業系ごみが多いものの、一般家庭からの持ち込みも含まれる。 

◇集団回収：市町村の資源化物の分別収集とは別に行われている地域の自治体などの住民団体等が行う古紙、空き缶、空きびん等

の資源回収のこと。集団回収量は市町村に登録された住民団体によるもの。 

◇生活系ごみ：主に家庭から発生するもの。ただし、推計による場合は、市町村収集と委託業者の収集の合計。 

◇事業系ごみ：オフィスや飲食店など事業活動に伴って発生したもので、産業廃棄物以外のものをいう。ただし、推計による場合

は、許可業者収集と直接搬入の合計。 

◇一人一日当たりの排出量：ごみ総排出量を人口で割ったものであるため、事業系及び集団回収のごみも含まれている。 

注　釈 

◇直接資源化：資源化等を行う施設を経ずに直接、再生事業者等に搬入されるもの。たとえば、古布など、そのまま再生業者に引

き渡されるもの。なお、容器包装リサイクル法に基づいて市町村が収集した容器包装廃棄物（空き缶、空きびん、

ペットボトル等）の多くは「資源化等の中間処理」量に含まれている。 

注　釈 

（出典：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成21年度）について」平成23年3月4日） 

３,０００ 

２,０００ 

１,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８００ 

７００ 

６００ 

９００ 

１,０００ 

１,１００ 

１,２００ 

２００９ （年度） ２００８ ２００７ ２００６ ２００５ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ 

集団回収量 
事業系ごみ排出量 
生活系ごみ排出量 
一人一日当たりのごみ 
排出量（グラム/人日） 

１,３２８ 

４,６２５ 

９９４ 

２７９ 

１,４００ 

４,８１１ ４,８１１ 

１,０３３ 

２９３ 

１,５０９ 

５,０８２ 

１,０８９ 

３０５ 

１,５８０ 

５,２０２ 

１,１１５ 

３０６ 

１,６２４ 

５,２７３ 

１,１３１ 

３００ 

１,６５４ 

５,３３８ 

１,１４６ 

２９２ 

１,６９５ 

５,４２７ 

１,１６３ 

２８３ 

１,７０８ 

５,４２０ 

１,１６６ 

２８１ 

１,７３０ 

５,４６８ 

１,１８０ 

２８４ 

１,７９９ 

５,４８３ 

１,１８５ 

２７７ 

１,７４８ 

５,３７０ 

１,１５９ 

２６０ ご
み
総
排
出
量
（
万
ｔ
／
年
） 

一
人
一
日
当
た
り
ご
み
排
出
量
（
g
／
人
日
） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

（年度） 

直接焼却 資源化等の中間処理 直接資源化 直接最終処分 

（出典：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成21年度）について」平成23年3月4日） 

１９９９ 

３,９９９ 

５９２ 
１８３ 
３４４ 
５,１１９ 
３４４ 

３,８０７ 

７１７ 
２５７ 
１２０ 
４,９００ 

２００６ 

４,０３０ 

６４８ 
２２２ 
３０８ 

５,２０９ 

３０８ 

２０００ 

４,０６３ 

６２９ 
２２９ 
２７５ 

５,１９６ 

２７５ 

２００１ 

４,０３１ 

６５８ 
２３３ 
２２３ 
５,１４５ 

２００２ 

４,０２４ 

７１７ 
２２７ 
１８６ 
５,１５４ 

２００３ 

３,９１４ 

７２７ 
２３３ 
１７７ 
５,０５１ 

２００４ 

７２ 
４,３６３ 

６１６ 
２２４ 

３,４５２ 

２００９ 

６９０ 
２６４ 
１１８ 

３,７０１ 

１１８ 
４,７７３ 

２００７ 

３,８４９ 

７２８ 
２５４ 
１４４ 
４,９７５ 

２００５ 

６２３ 

８２ 
２３４ 

４,５１４ 

３,５７４ 

２００８ 

２２３ １８６ １２０ ４,３６３ 

０ ５００ 

ご
み
処
理
量
（
万
ｔ
） 

３,０１８ ３,１１８ ３,２６８ ３,３１６ ３,３４９ ３,３９２ ３,４４９ ３,４３１ ３,４５４ ３,４０８ ３,３６２ 
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8 市町村の処理 
8.1 ごみ処理状況 

118 ごみ最終処分量の推移 

０ 

３,０００ 

６,０００ 

９,０００ 

１２,０００ 

１５,０００ 

１８,０００ 

２１,０００ 

２４,０００ 

２７,０００ 

２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ １９９７ １９９６ １９９５ １９９４ １９９３ １９９２ １９９１ １９９０ 

５,２９６ ５,６４５ ５,６８２ ５,７３３ ５,７６０ ５,９０９ ６,０３４ ６,０５５ ６,１２０ ６,０１３ ６,０２５ ６,０５５ ５,９９１ 

１,５０８ 

９,０３０ 

１,５５９ 
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１,４７７ 

８,４５２ 

２００６ 

４,３６３ 

１,２４５ 

６,８０９ 

１,２０１ 

２００５ 

４,５４８ 

１,３３６ 

７,３２８ 

１,４４４ 
１,７７４ １,８６３ 
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６,３４９ 

２００９ （年度） 

５,０７２ 

２００８ 

５,５３１ 

２,２２７ 
２,７４６ 

３,０８４ ３,４４４ ３,８２０ 
４,３３４ 
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８,４５８ ９,７９０ １０,２５７ 

９０２ 

１４,１４２ 
１４,９５９ １５,２９６ 

１６,３７９ 
１６,８０９ １７,００８ 

直接最終処分量 

焼却施設以外からの処理残渣 

焼却残渣 

（出典：環境省「日本の廃棄物処理」より作成） 

４,０３７ ３,５９５ ３,８１１ 

１,１３５ 
７６０ ８９８ 
７１７ 

８２１ 
１,１７７ 

６,３４９ 

５,０７２ 
５,５３１ 

最
終
処
分
量
（
千
ｔ
） 
119 ごみ焼却灰の処理状況（2009年度） 

　図119は環境省が公表している「日本の廃棄物処理」に掲載されている

「ごみ処理フローシート」（図122）から作成したものです。 

　ごみ焼却灰（焼却残渣）の多くは最終処分（埋立）されています。 
（単位：千ｔ） 

（出典：環境省「日本の廃棄物処理」平成21年度版より作成） 

ごみ焼却灰 
４,６６７ 

再生利用 
１,０７２ 
（２３％） 

最終処分 
３,５９５ 
（７７％） 
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廃食用油 ３（０.０％） 

8 市町村の処理 
8.1 ごみ処理状況 

120 市町村等による資源化量と住民団体等による資源回収量（2009年度） 

121 総資源化量とリサイクル率の推移 

　図120の市町村等によるごみの資源化量の中には、容器包装リサイクル法に基づき公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会等

の再商品化事業者に引き渡した量が含まれている。 

注　釈 

◇中間処理後再生利用量：資源ごみを処理して容器包装リサイクル法に準拠した分別基準適合物を得たり、粗大ごみを処理した

後、鉄、アルミ等を回収し資源化したりした量のこと。 

◇集団回収量：市町村による用具の貸し出し、補助金の交付等で市町村に登録された住民団体によって回収された量をいう。 

◇リサイクル率： 

注　釈 

×　100
直接資源化量 ＋ 中間処理後再生利用量 ＋ 集団回収量 

ごみの総処理量 ＋ 集団回収量 
リサイクル率（％）＝ 

（出典：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成21年度）について」平成23年3月4日） 

その他 ５（０.２％） 

布類 ７６（２.７％） 

プラスチック類 ３（０.１％） 

白色トレイ １（０.０％） 

その他 ４８０（７.２％） 

ペットボトル ５（０.２％） 

ペットボトル ２８６（４.３％） 

白色トレイ １１（０.２％） 

ガラス類 ３８（１.４％） 

金属類 ４９（１.７％） 

紙製容器包装 ３３（１.２％） 

紙製容器包装 
１１３（１.７％） 

紙パック ８（０.３％） 

紙パック １２（０.２％） 

（単位：千ｔ） 

３００ 

６００ 

９００ 

１,２００ 

１,５００ 

（出典：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成21年度）について」平成23年3月4日） 

直接資源化量 中間処理後再生利用量 集団回収量 リサイクル率（%） 

総
資
源
化
量
（
万
ｔ
） 

リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
） 

１１.０ 

３３５ 

２５１ 

５８６ 

１９９７ 

１２.１ 

１６１ 

２３６ 

２５２ 

６４９ 

１９９８ 

１３.１ 

１８３ 

２６０ 

２６０ 

７０３ 

１９９９ 

１４.３ 

２２２ 

２８７ 

２７７ 

７８６ 

２０００ 

１５.０ 

２２９ 

３１２ 

２８４ 

８２５ 

２００１ 

１５.９ 

２３３ 

３５０ 

２８１ 

８６４ 

２００２ 

１６.８ 

２２７ 

４０６ 

２８３ 

９１６ 

２００３ 

１７.６ 

２３３ 

４１５ 

２９２ 

９４０ 

２００４ 

１９.０ 

２５４ 

４４９ 

３００ 

１,００３ 

２００５ 

２０.５ 

９５０ 

２００９ 

２０.３ 

１,０３０ 

２００７ 

２０.３ 

９７８ 

２００８ 

１９.６ 

２５７ 

４５８ 

３０６ 

１,０２０ 

２００６ （年度） 

４ 

８ 

１２ 

１６ 

２０ 

０ ０ 

３０５ 

４６２ 

２６４ 

２７９ ２９３ 

４４７ ４５１ 

２２４ ２３４ 

２,０００ ２４ 

住民団体等による資源回収状況 

集団回収量 
２,７９２ 

（１００.０%） 

紙類 
２,５７４ 

（９２.２％） 

市町村等によるごみの資源化の状況 

資源化量 
６,７１０ 

（１００.０%） 

紙類 
１,９６８ 

（２９.３％） 

金属類 ９２８ 
（１３.８％） ガラス類 

７９８ 
（１１.９％） 

プラスチック類 
６８５（１０.２％） 

布類 
１０９（１.６％） 

固形燃料 ３７０（５.５％） 

燃料 ５（０.１％） 

セメント原料化 ２４２（３.６％） 

溶融スラグ 
５６２（８.４％） 

山元還元 ３４（０.５％） 

肥料 １０４（１.６％） 

飼料 ２（０.０％） 

６,３４９ 

５,０７２ 
５,５３１ 
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8 市町村の処理 
8.1 ごみ処理状況 

122 全国のごみ処理フロー（2009年度） 

混合ごみ 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

資源ごみ 

その他 

粗大ごみ 

直接搬入ごみ 

自家処理量 

１２７,４２９ 
１２７,４０６ 

自家処理 
人口 
２３ 

２,２３８ 

粗大ごみ処理 
施設 

その他施設 

メタン化施設 

ごみ飼料化施設 

ごみ堆肥化施設 

⑪焼却以外の 
　中間処理 
　６,１６２ 

（単位：千人） 

収集ごみ＋直接搬入ごみ 
（計画処理量） 

（単位：千ｔ／年） 

⑨ 

⑧ ２,７９２ 集団回収量 
⑩直接資源化 

その他の資源化等を 
行う施設 

ごみ燃料化施設 

処理残渣の埋立 
７６０ 

３５,９８９ 
焼却施設 

処理残渣の焼却 
１,４７２ 

焼却残渣の埋立 
３,５９５ 

最終処分場 
５,０７２ 

資源化 
処理・処分 

⑬直接最終処分 
　７１７ 

⑫直接焼却 
　３４,５１７ 

  

総
　
　
　
人
　
　
　
口 

計

画

収

集

人

口

 

凡例 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑭ 総資源化量 
　　     ９,５０２ 

・計画収集ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝３９,６１６ 千ｔ 
・計画収集ごみ＋直接搬入ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＝４３,４６１ 千ｔ 
（計画収集量） 
・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＝４６,２５２ 千ｔ 
・１人１日当たり排出量＝（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）／総人口／３６５＝９９４グラム／人日 
・ごみの総処理量＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬＝４３,６３４ 千ｔ 
・総資源化量＝⑭＝９,５０２ 千ｔ 
・リサイクル率＝⑭／（⑧＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬）＝２０.５％ 
・中間処理による減量化量＝（⑪＋⑫）－中間処理後再生利用量－残渣の埋立量＝３１,８５２ 千ｔ 

２ 

１１ 

３８９ 

２,３８６ 

４９９ 

１１３ 

中間処理後 
再生利用量 
４,４７２ 

１,０７２ 

２,１３４ 

８ 

１５２ 

２１ 

１３２ 

３,０２５ 

６９０ 

３,０００ 

２９,６５１ 

１,５８４ 

４,７７０ 

８７ 

５２４ 

３１ 

３,８４５ 

※平成21年度の容器包装リサイクル法に基づく市町村等の分別収集量は 286 万t 、再商品化量は 276 万t 

であり、容器包装のリサイクル量は総資源化量（950 万t）に含まれている。一方、平成21年度の家電リ

サイクル法に基づく家電4品目の再商品化等処理量は 64 万t、再商品化量は 54 万t であるが、これは上

記に含まれていない。 

注　釈 

（出典：環境省「日本の廃棄物処理」平成21年度版） 
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8 市町村の処理 
8.2 容器包装廃棄物の状況 

123 家庭ごみに占める容器包装廃棄物の割合（2009年度） 

124 市町村の容器包装廃棄物の分別収集実施率の推移 

　環境省による「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」の調査の概要は以下のとおりです。 

1.　調査対象：6都市（東北1、関東2、中部1、関西1、九州１、都市名は非公開）からそれぞれ３地域を選出 

2.　調査期間：平成21年9月～平成22年2月 

3.　調査方法：ゴミステーションに排出されたゴミを回収、分析 

解　説 

　図124は、容器包装リサイクル法に基づき分別収集を行っている市町村数の推移を、容器包装の品目別に示しています。 

解　説 

注）各項目類は、四捨五入してあるため、収支が合わない場合がある。 

（出典：環境省「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」平成21年度） 

木・竹・草類 
６.０％ 

（湿重量比） 

容器包装計 
２３.３％ 

プラスチック類 
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プラスチック類　２.８％ 

ガラス類 
４.９％ 

金属類 
１.９％ 

その他 
０.３％ 

ガラス類　０.３％ 金属類　１.３％ 

容器包装以外計 
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７.８％ 

紙類 
２４.８％ 

厨芥類 
３１.５％ 

繊維類　５.８％ 

ゴム・皮革類　０.５％ 
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（容積比） 
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９４.９％ 
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９８.８％ 
９８.１％ 
９９.０％ 
９８.１％ 
９８.８％ 
９８.９％ 
９９.９％ 

７４.３％ 
７９.５％ 
８１.４％ 
９５.３％ 
９５.９％ 
９６.８％ 
９８.５％ 
９７.９％ 
９９.１％ 
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５９.８％ 
６５.１％ 
７７.５％ 
７８.３％ 
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５７.２％ 
６４.４％ 
６４.４％ 
７２.９％ 
７４.９％ 
７７.４％ 
７７.２％ 
７７.３％ 

０ 

２０ 
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３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 
（％） 

（
年
度
） 

注）2008年3月末時点の全市町村数は1,816（東京23区含む）。 

（出典：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

容器包装計 
５３.７％ 
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8 市町村の処理 
8.2 容器包装廃棄物の状況 

125 市町村の容器包装廃棄物の分別収集量の推移 

126 市町村の容器包装廃棄物の再商品化量の推移（指定法人ルート＋市町村独自ルート） 

　図125は、容器包装リサイクル法に基づき市町村が分別収集した容器包装廃棄物の重量を品目別に示しています。 

解　説 

　市町村が分別収集した容器包装廃棄物は2ルートで再商品化されます。 

　一つは「指定法人ルート」（後述）、もう一つは「市町村独自ルート」です。独自ルートでの再商品化は、市町村が直接、再資

　源化業者等に分別収集したものを売却等し、再商品化する場合を言います。 

解　説 

（
年
度
） 

無色のガラス 
製容器 

茶色のガラス 
製容器 

その他の色の 
ガラス製容器 

紙製容器包装 ペットボトル 
プラスチック製 
容器包装 

スチール缶 アルミ缶 段ボール 紙パック 

１００,０００ 

０ 

２００,０００ 

３００,０００ 

４００,０００ 

５００,０００ 

６００,０００ 

７００,０００ 
（ｔ） 

計 

注）年度別分別収集実績量には市町村独自処理量が含まれる。 

（出典：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

２９２,７７５  
３２２,２８４  
３２６,１１０  
３５２,３８６  
３５５,１５７  
３４８,６９８  
３５６,９７７  
３４６,６７１  
３４１,７４８  
３３９,０１９ 
３３２,４１７ 
３２７,２３０ 
３２８,４０２ 

２４３,９１６  
２７４,３７４  
２９０,１２７  
３１２,５３９  
３１１,９９３  
３０４,１７２  
３０９,８５７  
３０１,２６２  
２９３,８２５  
２９２,３２３  
２９０,５７０  
２８６,６２７  
２８３,５７５ 

１０７,５３３  
１３６,９５３  
１４９,３３２  
１６４,５５１  
１６２,４８１  
１６３,９０３  
１６５,０１１  
１６６,０７６  
１７４,０８２  
１８１,３８５  
１８５,６４４  
１８１,０６０  
１８８,７９７  

 

－ 
－ 
－ 

３４,５３７  
４９,７２３  
５７,９７７  
７６,８７８  
６９,１９７  
７１,０１２  
８１,８１５  
８２,９５７  
８３,８０４  
８８,８５６ 

２１,３６１  
４７,６２０  
７５,８１１  
１２４,８７３  
１６１,６５１  
１８８,１９４  
２１１,７５３  
２３８,４６９  
２５１,９６２  
２６８,２６６  
２８３,４４１  
２８３,８６６  
２８７,３４０ 

－ 
－ 
－ 

１００,８１０  
１９７,２７３  
２８２,５６１  
４０１,６９７  
４７１,４８８  
５５８,９９７  
６０９,２１５  
６４３,１１４  
６７２,０６５  
６８８,４３６ 

４６４,６６２  
４７１,６３８  
４７１,１２７  
４８４,７５２  
４６１,３５７  
４１９,６６７  
３９３,６５０  
３６２,２０７  
３２９,５３５  
３０４,５７８  
２７５,３５３  
２４９,２９４  
２４５,１４９ 

１１２,５２７  
１２１,２１４  
１２８,５４１  
１３５,９１０  
１４１,４０８  
１４５,７８９  
１３９,３２１  
１３９,４７７  
１３９,５３５  
１３４,４５８  
１２６,３３４  
１２４,００３  
１３２,９００ 

－ 
－ 
－ 

３８０,２９０  
４４８,８５５  
５０２,９０３  
５５４,３０９  
５４７,１４９  
５５４,８２０  
５８４,３１２  
５８３,１９５  
５５３,６１５  
５９７,７５１ 

６,６４４  
８,９３９  
９,５７４  
１２,５６５  
１３,１３６  
１５,６９６  
１６,６３６  
１５,８０７  
１６,３２０  
１５,９２１  
１６,５８６  
１５,０７０  
１５,２１３ 

１９９７ 
９８ 
９９ 

２０００ 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 
０９ 

０ 
無色のガラス 
製容器 

茶色のガラス 
製容器 

その他の色の 
ガラス製容器 

紙製容器包装 ペットボトル 
プラスチック製 
容器包装 

スチール缶 アルミ缶 段ボール 紙パック 

１００,０００ 

２００,０００ 

３００,０００ 

４００,０００ 

５００,０００ 

６００,０００ 

７００,０００ 

計 

注）年度別再商品化量には市町村独自処理量が含まれる。 

（出典：環境省「平成21年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」平成23年2月10日） 

（ｔ） 

２７５,１１９ 
３０３,２４０ 
３０７,２３７ 
３３４,５４９ 
３３９,４４３ 
３３７,８８８ 
３４５,２０８ 
３３４,６５９ 
３２７,７９６ 
３２８,７５５ 
３２２,４４４ 
３１７,２５８ 
３１４,７２５ 

２２８,１７０ 
２５６,２２７ 
２７２,５５９ 
２９４,９５９ 
２９８,７８５ 
２９３,２４０ 
２９７,５１０ 
２９１,８６８ 
２８１,５２４ 
２８１,７９９ 
２７９,８９６ 
２７６,９３５ 
２７０,８７９ 

９５,１９０ 
１２３,２２７ 
１３４,０８４ 
１５０,１３９ 
１５２,９６５ 
１５６,８５６ 
１５７,２１７ 
１５７,１４５ 
１６７,２０９ 
１７４,００４ 
１７９,４２６ 
１７０,０８０ 
１７６,１０７ 

－ 
－ 
－ 

２６,３１０ 
４４,６７５ 
５４,１４５ 
６９,５０８ 
５９,６６８ 
６３,０３１ 
７８,６２７ 
８１,３８３ 
８２,０２６ 
７９,６９２ 

１９,３３０ 
４５,１９２ 
７０,７８３ 
１１７,８７７ 
１５５,８３７ 
１８３,４２７ 
２０４,９９３ 
２３１,３７７ 
２４４,０２６ 
２６１,２６５ 
２７７,０１５ 
２７７,４２１ 
２７９,２０１ 

    － 
    － 
    － 
７７,５６８ 
１８０,３０６ 
２６８,６４０ 
３８４,８６５ 
４５５,４８７ 
５３８,１２３ 
５８２,８７６ 
６１６,０７９ 
６４４,３２７ 
６５６,６９０ 

４４３,５０６ 
４６１,３４７ 
４５６,８９２ 
４７６,１７７ 
４５０,２２９ 
４１５,３６４ 
３８７,８７５ 
３５５,１０６ 
３２１,２４５ 
２９９,０５８ 
２７０,３１２ 
２４４,４１２ 
２４１,９３８ 

１０７,４５５ 
１１７,３１５ 
１２４,６９０ 
１３２,３８６ 
１３７,７５３ 
１４４,１０１ 
１３７,０５５ 
１３７,９０５ 
１３７,０１５ 
１３２,０９１ 
１２４,３９８ 
１２１,８４３ 
１３１,１５８ 

－ 
－ 
－ 

３７２,５７６ 
４３８,５９８ 
４９８,７０２ 
５３８,０４３ 
５４２,１６３ 
５４９,４６４ 
５８０,２２９ 
５７９,８９２ 
５５０,３３８ 
５９４,５６９ 

６,４１９ 
８,６７０ 
９,４１６ 
１２,０７１ 
１２,４３５ 
１５,３５８ 
１５,７４２ 
１５,４０２ 
１５,９５６ 
１５,７３５ 
１６,３２７ 
１４,９６５ 
１５,１３１ 

１９９７ 
９８ 
９９ 

２０００ 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 
０９ 

（
年
度
） 

１,１７５,１８９ 
１,３１５,２１８ 
１,３７５,６６１ 
１,９９４,６１２ 
２,２１１,０２６ 
２,３６７,７２１ 
２,５３８,０１６ 
２,５８０,７８０ 
２,６４５,３８９ 
２,７３４,４３９ 
２,７４７,１７２ 
２,６９９,６０５ 
２,７６０,０９０ 
２９,１４４,９１８ 

総　計 

総　計 

１,２４９,４１８ 
１,３８３,０２２ 
１,４５０,６２２ 
２,１０３,２１３ 
２,３０３,０３４ 
２,４２９,５６０ 
２,６２６,０８９ 
２,６５７,８０３ 
２,７３１,８３６ 
２,８１１,２９３ 
２,８１９,６１１ 
２,７７６,６３４ 
２,８５６,４１９ 
３０,１９８,５５４ 

■

■

■

■

■

■

■
■

■
■

■
■
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8 市町村の処理 
8.2 容器包装廃棄物の状況 

127 市町村の指定法人への分別基準適合物引渡し状況 

128 容器包装廃棄物の再商品化製品販売量の推移（指定法人ルート） 

◇指定法人：公益財団法人日本容器包装リサイクル協会を指し、容器包装廃棄物の再商品化義務を負っている事業者の業務を代行

している機関。指定法人は、市町村が分別収集して分別基準適合物に処理し保管している容器包装廃棄物を引き取り、再商品化

義務を負っている事業者に代わって全国の再生処理業者と契約し再商品化を委託する。多くの市町村は、分別収集した容器包装

廃棄物を分別適合物に処理した後、指定法人に引渡している。 

　なお、事業者が再商品化義務を負っている容器包装廃棄物は、分別収集しても有価になりにくいガラスびん、ペットボトル、

紙製容器包装、プラスチック製容器包装。 

注　釈 

（a）無色のガラス製容器 （ｔ） （b）茶色のガラス製容器 

０ 

３０,０００ 

６０,０００ 

９０,０００ 

１２０,０００ 

１５０,０００ 
（ｔ） 

０ 

２０,０００ 

４０,０００ 

６０,０００ 

８０,０００ 

１００,０００ 

１２０,０００ 

４４,９０５ 

４３,９２６ 

（９７.８） 

９７９ 

（２.２） 

５７,４２５ 

５６,３７６ 

（９８.２） 

１,０４９ 

（１.８） 

６３,８３８ 

６２,５０１ 

（９７.９） 

１,３３７ 

（２.１） 

７３,８０４ 

７０,３８８ 

（９５.４） 

３,４１６ 

（４.６） 

９０,３３３ 

８７,４２９ 

（９６.８） 

２,９０４ 

（３.２） 

９４,３４１ 

７６,４３６ 

（８１.０） 

１７,９０５ 

（１９.０） 

１０４,６７２ 

９５,００６ 

（９０.８） 

９,６６６ 

（９.２） 

１０１,５６６ 

９１,８７７ 

（９０.５） 

９,６８９ 

（９.５） 

９６,５１４ 

９３,４７２ 

（９６.８） 

３,０４２ 

（３.２） 

１０２,０４６ 

９９,４８８ 

（９７.５） 

２,５５８ 

（２.５） 

９５,１７２ 

９１,７８３ 

（９６.４） 

３,３８９ 

（３.６） 

１９９７ ９８ ９９ ２０００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ 

９３,８３２ 

９１,５０５ 

（９７.５） 

２,３２７ 

（２.５） 

０８ 

９６,７３１ 

９４,７４２ 

（９７.９） 

１,９８９ 

（２.１） 

０９ 

１９９７ ９８ ９９ ２０００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ 

１９９７ ９８ ９９ ２０００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ 年度 

販売量 

■■びん原料 

 （構成比：％） 

■■その他の用途 

 （構成比：％） 

年度 

販売量 

■■びん原料 

 （構成比：％） 

■■その他の用途 

 （構成比：％） 

年度 

販売量 

■■びん原料 

 （構成比：％） 

■■その他の用途 

 （構成比：％） 

（c）その他の色のガラス製容器 （ｔ） 

０ 

２０,０００ 

４０,０００ 

６０,０００ 

８０,０００ 

１００,０００ 

１２０,０００ 

ガラス製容器 

（出典：公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会より作成） 

４６,３７４ 

４５,０５７ 

（９７.０） 

１,３１７ 

（３.０） 

７０,１５９ 

６７,１８９ 

（９５.８） 

２,９７０ 

（４.２） 

８８,５３２ 

７３,３９５ 

（８２.９） 

１５,１３７ 

（１７.１） 

１０３,７０１ 

８４,２９７ 

（８１.３） 

１９,４０４ 

（１８.７） 

１２１,６９６ 

８７,４６９ 

（７１.９） 

３４,２２７ 

（２８.１） 

１２３,４３９ 

８４,８８５ 

（６８.８） 

３８,５５４ 

（３１.２） 

１１９,０４２ 

１０７,０４４ 

（８９.９） 

１１,９９８ 

（１０.１） 

１２１,７０７ 

１０９,７５６ 

（９０.２） 

１１,９５１ 

（９.８） 

１１７,４５５ 

１０２,９３５ 

（８７.６） 

１４,５２０ 

（１２.４） 

１１５,７２７ 

１０５,０５１ 

（９０.８） 

１０,６７６ 

（９.２） 

１１２,６９０ 

１０２,１４８ 

（９０.６） 

１０,５４２ 

（９.４） 

０８ 

１１１,５６１ 

１０２,８２６ 

（９２.２） 

８,７３４ 

（７.８） 

０９ 

１１２,７０９ 

１０４,１４３ 

（９２.４） 

８,５６６ 

（７.６） 

２６,５３１ 

８,８２１ 

（３３.２） 

１７,７１１ 

（６６.８） 

５３,５６４ 

１４,８１８ 

（２７.７） 

３８,７４６ 

（７２.３） 

５８,９３６ 

８,５８９ 

（１４.６） 

５０,３４７ 

（８５.４） 

８７,１８３ 

７,３０３ 

（８.４） 

７９,８８０ 

（９１.６） 

９２,７３４ 

５,１８５ 

（５.６） 

８７,５４９ 

（９４.４） 

１００,０３７ 

５,３３２ 

（５.３） 

９４,７０５ 

（９４.７） 

９４,０５１ 

１５,０６９ 

（１６.０） 

７８,９８２ 

（８４.０） 

９７,２０５ 

１９,８１６ 

（２０.４） 

７７,３８９ 

（７９.６） 

１０８,０２０ 

１９,８８０ 

（１８.４） 

８８,１４０ 

（８１.６） 

１０７,１９４ 

２２,９６７ 

（２１.４） 

８４,２２７ 

（７８.６） 

１０８,４２６ 

１７,２０９ 

（１５.９） 

９１,２１７ 

（８４.１） 

１０３,４６０ 

２６,７０７ 

（２５.８） 

７６,７５３ 

（７４.２） 

１０７,７２５ 

３３,１５３ 

（３０.８） 

７４,５７２ 

（６９.２） 

■■びん原料 
■■その他の用途 

■■びん原料 
■■その他の用途 

■■びん原料 
■■その他の用途 

０ 

（ｔ） 

無色のガラス製容器 茶色のガラス製容器 その他の色のガラス製容器 紙製容器包装 ペットボトル プラスチック製容器包装 計 
 

（出典：公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会より作成） 

（
年
度
） 

１４,０１４ 
３５,６６４ 
５５,６７５ 
９６,６５２ 
１３１,０２７ 
１５３,８６０ 
１７３,８７５ 
１９１,７２６ 
１６９,９１７ 
１４０,４１６ 
１４０,０１３ 
１５３,７３２ 
１８８,７８３ 

０ 
０ 
０ 

  ６７,０８０ 
１６８,６８１ 
２５９,６６９ 
３６８,００５ 
４４６,９１２ 
５２８,５２８ 
５４８,８３９ 
５８１,３４０ 
６０４,４８６ 
６１７,１５１ 

５２,４５２ 
６０,１６７ 
６６,０６３ 
７９,８３６ 
９７,１００ 
１０２,７８８ 
１０９,０８６ 
１０９,９３２ 
１０３,１３２ 
１０４,４７４ 
１０１,４６０ 
１００,４３２ 
１０２,５１０ 

６１,１３０ 
７５,６２１ 
８７,６９８ 
１１１,１９９ 
１２９,８９２ 
１３０,３１１ 
１３０,２７４ 
１２９,５３９ 
１２３,７０７ 
１２１,５４８ 
１１９,２１０ 
１１８,９４６ 
１１８,８７８ 

３４,７８１ 
５２,４８３ 
６５,６０７ 
８９,８４３ 
９８,３５２ 
１０５,９４０ 
１０１,２８５ 
１０４,９７５ 
１０９,１９０ 
１１３,０８４ 
１１２,７０３ 
１１２,７３１ 
１１２,０７５ 

０ 
０ 
０ 

１１,２４３ 
２１,６８５ 
２４,６８７ 
３０,６５２ 
２８,１１１ 
２７,４７７ 
２８,６１８ 
２７,８６０ 
２６,８１４ 
２５,５５４ 

１６２,３７７ 
２２３,９３５ 
２７５,０４３ 
４５５,８５３ 
６４６,７３７ 
７７７,２５５ 
９１３,１７７ 
１,０１１,１９５ 
１,０６１,９５１ 
１,０５６,９７９ 
１,０８２,５８６ 
１,１１７,１４１ 
１,１６４,９５１ 
９,９４９,１８０ 

１９９７ 
９８ 
９９ 

２０００ 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 
０９ 

総　  計 

１００,０００ 

２００,０００ 

３００,０００ 

４００,０００ 

５００,０００ 

６００,０００ 

７００,０００ 
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8 市町村の処理 
8.2 容器包装廃棄物の状況 

（出典：公益社団法人 日本容器包装リサイクル協会より作成） 

（ｅ）紙製容器包装 （ｔ） 

０ 

６,０００ 

１２,０００ 

１８,０００ 

２４,０００ 

３０,０００ 

１０,２３０ 

４,５４６ 
（４４.４） 

２,５６６ 
（２５.１） 

３,１１８ 
（３０.５） 

２０,７９３ 

１５,３０１ 
（７３.６） 

１,１９６ 
（５.７） 

４,２９５ 
（２０.７） 

２４,３５８ 

２０,２８４ 
（８３.３） 

１５７ 
（０.７） 

３,９１７ 
（１６.０） 

２９,８８１ 

２６,９６９ 
（９０.３） 

１５ 
（*０.０） 

２,８９７ 
（９.７） 

２７,１６３ 

２５,０５３ 
（９２.２） 

２０３ 
（０.８） 

１,９０７ 
（７.０） 

２６,４７１ 

２４,８９４ 
（９４.０） 

２２３ 
（０.９） 

１,３５４ 
（５.１） 

２８,０９３ 

２６,６８９ 
（９５.０） 

４７ 
（０.２） 

１,３５７ 
（４.８） 

２７,０８３ 

２５,８１３ 
（９５.３） 

１９７ 
（０.７） 

１,０７３ 
（４.０） 

２６,６６０ 

２５,１２５ 
（９４.２） 

２６２ 
（１.０） 

１,２７４ 
（４.８） 

２４,７０２ 

２２,５６４ 
（９１.４） 

２５０ 
（１.０） 

１,８８８ 
（７.６） 

年　度 

販売量 

■ 製紙原料 
（構成比：％） 

■ その他材料 
（構成比：％） 

■ 固形燃料 
（構成比：％） 

（ｄ）PETボトル （ｔ） 

年　度 
販売量 

■ 繊　維 
（構成比：％） 

■ シート 
（構成比：％） 

■ ボトル 
（構成比：％） 
 ■ 成形品 
（構成比：％） 
 ■ その他の用途 
（構成比：％） 

繊維 
シート 
ボトル 
成形品 
その他 

０ 

２０,０００ 

４０,０００ 

６０,０００ 

８０,０００ 

１００,０００ 

１６０,０００ 

１４０,０００ 

１２０,０００ 

８,３９８ 
６,０７７ 
（７２.４） 
１,１１２ 
（１３.２） 
７５６ 

（９.０） 
３６６ 

（４.４） 
８７ 

（１.０） 

２３,９０９ 
１６,８９５ 
（７０.７） 
５,２１８ 
（２１.８） 
２１１ 

（０.９） 
１,２６５ 
（５.３） 
３２０ 

（１.３） 

３９,６０５ 
２５,１８８ 
（６３.６） 
１１,４５０ 
（２８.９） 
１７９ 

（０.５） 
２,５３０ 
（６.４） 
２５８ 

（０.７） 

６８,５７５ 
３８,３１７ 
（５５.９） 
２３,４０７ 
（３４.１） 
３２６ 

（０.５） 
３,８０２ 
（５.５） 
２,７２３ 
（４.０） 

９４,９１２ 
４８,６５９ 
（５１.３） 
３７,５１０ 
（３９.５） 
３８１ 

（０.４） 
５,３３０ 
（５.６） 
３,０３２ 
（３.２） 

１１２,４８５ 
５８,９４０ 
（５２.４） 
４５,６３２ 
（４０.５） 
６０６ 

（０.６） 
５,３１４ 
（４.７） 
１,９９３ 
（１.８） 

１２４,２９８ 
５７,４４５ 
（４６.２） 
５０,０２１ 
（４０.２） 
１１,３１２ 
（９.１） 
３,９４４ 
（３.２） 
１,５７６ 
（１.３） 

１４７,６９８ 
６３,５５４ 
（４３.０） 
５４,５８９ 
（３７.０） 
２３,３５１ 
（１５.８） 
４,２３９ 
（２.９） 
１,９６５ 
（１.３） 

１４３,０３２ 
６４,１０３ 
（４４.８） 
５８,７８８ 
（４１.１） 
１２,１３４ 
（８.５） 
６,２１７ 
（４.３） 
１,７９０ 
（１.３） 

１０６,４４５ 
５５,４５８ 
（５２.１） 
４１,０８８ 
（３８.６） 
６,４９３ 
（６.１） 
３,０８７ 
（２.９） 
３１９ 

（０.３） 

１１１,８４７ 
６１,２９２ 
（５４.８） 
４３,２８５ 
（３８.７） 
３,９１５ 
（３.５） 
２,７９６ 
（２.５） 
５５９ 

（０.５） 

１２１,５００ 
６７,６８５ 
（５５.７） 
４６,８１０ 
（３８.５） 
３,２７８ 
（２.７） 
２,９６５ 
（２.４） 
７６１ 

（０.６） 

１５８,２９６ 
８３,３７４ 
（５２.７） 
６１,４４１ 
（３８.８） 
３,９６８ 
（２.５） 
８,３２６ 
（５.３） 
１,１８７ 
（０.７） 

２０００ １９９９ １９９８ １９９７ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

（ｆ）プラスチック製容器包装 （ｔ） 

年　度 
販売量 

材料 
油化 
高炉 
コークス化 
ガス化 
白色トレイ（材料） 
白色トレイ（油化） 

０ 

５０,０００ 

１００,０００ 

１５０,０００ 

２００,０００ 

２５０,０００ 

３００,０００ 

３５０,０００ 

４００,０００ 

４３,８３０ 
４,８８２ 
（１１.１） 
３,３４８ 
（７.６） 
２４,６５６ 
（５６.３） 
９,７７１ 
（２２.３） 
６３８ 

（１.５） 
５２０ 

（１.２） 
１３ 

（*０.０） 

１１８,４７０ 
９,２４６ 
（７.８） 
７,８８６ 
（６.７） 
４２,３０６ 
（３５.７） 
５０,６３１ 
（４２.７） 
７,５２９ 
（６.４） 
７７７ 

（０.７） 
９５ 

（*０.０） 

１８０,１６２ 
２３,４２６ 
（１３.０） 
６,８２８ 
（３.８） 
４６,６２１ 
（２５.９） 
９１,１７５ 
（５０.６） 
１１,１８８ 
（６.２） 
９２１ 

（０.５） 
３ 

（*０.０） 

２５６,１５０ 
４１,６２６ 
（１６.２） 
５,８４７ 
（２.３） 
５８,８１１ 
（２３.０） 
１２０,７６７ 
（４７.１） 
２８,０７６ 
（１１.０） 
１,０２２ 
（０.４） 

０ 
（０.０） 

３０９,５３７ 
５６,０３５ 
（１８.１） 
６,４２６ 
（２.１） 
５５,８７０ 
（１８.０） 
１３７,９８０ 
（４４.６） 
５２,２０３ 
（１６.９） 
１,０２３ 
（０.３） 

０ 
（０.０） 

３６５,９２４ 
８８,８５２ 
（２４.２） 
６,９９３ 
（１.９） 
３６,４４４ 
（１０.０） 
１７４,０６１ 
（４７.６） 
５８,６４１ 
（１６.０） 
９３３ 

（０.３） 
０ 

（０.０） 

３８０,４３４ 
１３１,２５６ 
（３４.５） 
４,３８９ 
（１.２） 
３７,２８２ 
（９.８） 
１５２,１０３ 
（４０.０） 
５４,５５９ 
（１４.３） 
８４５ 

（０.２） 
０ 

（０.０） 

３８１,１６３ 
１４９,６７８ 
（３９.３） 
４,２５８ 
（１.１） 
３１,２５９ 
（８.２） 
１３８,６２６ 
（３６.４） 
５６,５３１ 
（１４.９） 
８１０ 

（０.２） 
０ 

（０.０） 

３７４,５９０ 
１７１,５８６ 
（４５.９） 
２,７３０ 
（０.７） 
１５,６０５ 
（４.２） 
１３７,２０９ 
（３６.７） 
４６,６８２ 
（１２.５） 
７７８ 

（０.２） 
０ 

（０.０） 

３９３,７４０ 
１７０,８９９ 
（４３.４） 
６,７２９ 
（１.７） 
２５,７５１ 
（６.５） 
１４５,０３５ 
（３６.８） 
４４,５８３ 
（１１.３） 
７４３ 

（０.２） 
０ 

（０.０） 

■ 材　料 
（構成比：％） 
■■  油　化 
（構成比：％） 
■ 高　炉 
（構成比：％） 
 ■■  コークス化 
（構成比：％） 
■ ガス化 
（構成比：％） 
 ■ 白色/材料 
（構成比：％） 
■ 白色/油化 
（構成比：％） 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

プラスチック製容器包装 

紙製容器包装 ペットボトル 

製紙原料 
製紙原料以外の材料 
固形燃料 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ 

ガラス製容器の再商品化製品の用途別販売量 

（出典：公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会より作成） 

４３,９２６  

４５,０５７  

８,８２１  

９７,８０４  

９７９  

１,３１７  

１７,７１１  

２０,００７  

１１７,８１１ 

５６,３７６  

６７,１８９  

１４,８１８  

１３８,３８３  

１,０４９  

２,９７０  

３８,７４６  

４２,７６５  

１８１,１４８ 

６２,５０１  

７３,３９５  

８,５８９  

１４４,４８５  

１,３３７  

１５,１３７  

５０,３４７  

６６,８２１  

２１１,３０６ 

７０,３８８  

８４,２９７  

７,３０３  

１６１,９８８  

３,４１６  

１９,４０４  

７９,８８０  

１０２,７００  

２６４,６８８ 

８７,４２９  

８７,４６９  

５,１８５  

１８０,０８３  

２,９０４  

３４,２２７  

８７,５４９  

１２４,６８０  

３０４,７６３ 

７６,４３６  

８４,８８５  

５,３３２  

１６６,６５３  

１７,９０５  

３８,５５４  

９４,７０５  

１５１,１６４  

３１７,８１７ 

９５,００６  

１０７,０４４  

１５,０６９  

２１７,１１９  

９,６６６  

１１,９９８  

７８,９８２  

１００,６４６  

３１７,７６５ 

９１,８７７  

１０９,７５６  

１９,８１６  

２２１,４４９  

９,６８９  

１１,９５１  

７７,３８９  

９９,０２９  

３２０,４７８ 

９３,４７２  

１０２,９３５  

１９,８８０  

２１６,２８７  

３,０４２  

１４,５２０  

８８,１４０  

１０５,７０２  

３２１,９８９ 

９９,４８８  

１０５,０５１  

２２,９６７  

２２７,５０６  

２,５５８  

１０,６７６  

８４,２２７  

９７,４６１  

３２４,９６７ 

９１,７８３  

１０２,１４８  

１７,２０９  

２１１,１４０  

３,３８９  

１０,５４２  

９１,２１７  

１０５,１４８  

３１６,２８８ 

９４,７４２ 

１０４,１４３ 

３３,１５３ 

２３２,０３８ 

１,９８９ 

８,５６６ 

７４,５７２ 

８５,１２７ 

３１７,１６５ 

びん原料 

その他用途 

無色ガラス 
茶色ガラス 
その他ガラス 
小計 
無色ガラス 
茶色ガラス 
その他ガラス 
小計 
合　計 

年度 １９９７ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ 
９１,５０５ 

１０２,８２６ 

２６,７０７ 

２２１,０３８ 

２,３２７ 

８,７３４ 

７６,７５３ 

８７,８１４ 

３０８,８５３ 

ガラスびん原料以外用途へのカレットの 
出荷量の内訳（2009年） 

参　考 

コンクリート2次製品用 
２％ 

舗装用砂・骨材 
１％ 

その他窯業用材料 
７％ 

その他 
４％ 

（出典：ガラスびんリサイクル促進協議会） 

路床・ 
路盤埋戻用・骨材 

５５％ ガラス短繊維 
３１％ 
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8 市町村の処理 
8.2 容器包装廃棄物の状況 

（出典：公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会） 

９７,８０４  

２０,００７  

１１７,８１１  

６,０７７  

１,１１２  

７５６  

３６６  

８７  

８,３９８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２６,２０９ 

１３８,３８３  

４２,７６５  

１８１,１４８  

１６,８９５  

５,２１８  

２１１  

１,２６５  

３２０  

２３,９０９  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０５,０５７ 

１４４,４８５  

６６,８２１  

２１１,３０６  

２５,１８８  

１１,４５０  

１７９  

２,５３０  

２５８  

３９,６０５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５０,９１１ 

１６１,９８８  

１０２,７００  

２６４,６８８  

３８,３１７  

２３,４０７  

３２６  

３,８０２  

２,７２３  

６８,５７５  

４,５４６  

２,５６６  

３,１１８  

１０,２３０  

４,８８２  

３,３４８  

２４,６５６  

９,７７１  

６３８  

５２０  

１３  

４３,８２８  

３８７,３２１ 

１８０,０８３  

１２４,６８０  

３０４,７６４  

４８,６５９  

３７,５１０  

３８１  

５,３３０  

３,０３２  

９４,９１２  

１５,３０１  

１,１９６  

４,２９５  

２０,７９３  

９,２４６  

７,８８６  

４２,３０６  

５０,６３１  

７,５２９  

７７７  

９５  

１１８,４７０  

５３８,９３９ 

１６６,６５３  

１５１,１６４  

３１７,８１７  

５８,９４０  

４５,６３２  

６０６  

５,３１４  

１,９９３  

１１２,４８５  

２０,２８４  

１５７  

３,９１７  

２４,３５８  

２３,４２６  

６,８２８  

４６,６２１  

９１,１７５  

１１,１８８  

９２１  

３  

１８０,１６２  

６３４,８２２ 

２１７,１１９  

１００,６４６  

３１７,７６６  

５７,４４５  

５０,０２１  

１１,３１２  

３,９４４  

１,５７６  

１２４,２９８  

２６,９６９  

１５  

２,８９７  

２９,８８１  

４１,６２６  

５,８４７  

５８,８１１  

１２０,７６７  

２８,０７６  

１,０２２  

０  

２５６,１５０  

７２８,０９５ 

２２１,４４９  

９９,０２９  

３２０,４７８  

６３,５５４  

５４,５８９  

２３,３５１  

４,２３９  

１,９６５  

１４７,６９８  

２５,０５３  

２０３  

１,９０７  

２７,１６３  

５６,０３５  

６,４２６  

５５,８７０  

１３７,９８０  

５２,２０３  

１,０２３  

０  

３０９,５３７  

８０４,８７６ 

２１６,２８７  

１０５,７０２  

３２１,９９０  

６４,１０３  

５８,７８８  

１２,１３４  

６,２１７  

１,７９０  

１４３,０３２  

２４,８９４  

２２３  

１,３５４  

２６,４７１  

８８,８５２  

６,９９３  

３６,４４４  

１７４,０６１  

５８,６４１  

９３３  

０  

３６５,９２４  

８５７,４１７ 

１９９７ 年度 ２００５ 
２２７,５０６  

９７,４６１  

３２４,９６７  

５５,４５８  

４１,０８８  

６,４９３  

３,０８７  

３１９  

１０６,４４５  

２６,６８９  

４７  

１,３５７  

２８,０９３  

１３１,２５６  

４,３８９  

３７,２８２  

１５２,１０３  

５４,５５９  

８４５  

０  

３８０,４３４  

８３９,９３９ 

２００６ 
２１１,１４０  

１０５,１４８  

３１６,２８８  

６１,２９２  

４３,２８５  

３,９１５  

２,７９６  

５５９  

１１１,８４７  

２５,８１３  

１９７  

１,０７３  

２７,０８３  

１４９,６７８  

４,２５８  

３１,２５９  

１３８,６２６  

５６,５３１  

８１０  

０  

３８１,１６３  

８３６,３８１ 

２２１,０３８ 

８７,８１４ 

３０８,８５３ 

６７,６８５ 

４６,８１０ 

３,２７８ 

２,９６５ 

７６１ 

１２１,５００ 

２５,１２５ 

２６２ 

１,２７４ 

２６,６６０ 

１７１,５８６ 

２,７３０ 

１５,６０５ 

１３７,２０９ 

４６,６８２ 

７７８ 

０ 

３７４,５９０ 

８３１,６０３ 

２３２,０３８ 

８５,１２７ 

３１７,１６５ 

８３,３７４ 

６１,４４１ 

３,９６８ 

８,３２６ 

１,１８７ 

１５８,２９６ 

２２,５６４ 

２５０ 

１,８８８ 

２４,７０２ 

１７０,８９９ 

６,７２９ 

２５,７５１ 

１４５,０３５ 

４４,５８３ 

７４３ 

０ 

３９３,７４０ 

８９３,９０３ 

２００７ ２００８ ２００９ ２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００ １９９９ １９９８ 

ガラス 

ペットボトル 

紙製容器包装 

プラスチック 
製容器包装 

びん原料 
その他用途 
小計 
繊維 
シート 
ボトル 
成形品 
その他 
小計 
製紙原料 
その他材料 
固形燃料 
小計 
材料 
油化 
高炉 
コークス 
ガス化 
白色トレイ／材料 
白色トレイ／油化 
小計 

合　計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

容器包装の再商品化製品の用途別販売量 

◇再商品化： 

　容器包装リサイクル法における「再商品化」とは、容器包装廃棄物を原材料や製品として使用する者に、有償又は無償で譲渡

し得る状態にすること。事業者が自ら製品の原材料として利用することや、製品としてそのまま使用することも含まれる。 

 

◇ガラス製容器の再商品化製品： 

　リターナブルびん以外のガラスびんを破砕、異物除去、洗浄し、「カレット」というガラス容器等の原料にする行為が「再商

品化」に該当する。ガラスびんの場合、「カレット」が再商品化製品となる。 

 

◇ペットボトルの再商品化製品： 

　ペットボトルをフレーク状、ペレット状にしたもの。ポリエステル原料として繊維製品やシート、プラスチック成型品などに

リサイクルされる。 

 

◇紙製容器包装の再商品化製品： 

　製紙原料や古紙再生ボード、溶鋼用鎮静剤、古紙破砕解繊物等の製品のこと。なお、これに適さないものが固形燃料等の燃料

となり、これも再商品化製品として認められている。 

 

◇プラスチック製容器包装の再商品化製品： 

　プラスチック製容器包装にはさまざまなプラスチック素材が使用されているため、プラスチック容器包装の再商品化とは、ペ

レット等のプラスチック原料、プラスチック製品、高炉で用いる還元剤、コークス炉で用いる原料炭の代替物、炭化水素油、水

素及び一酸化炭素を主成分とするガス等の製品の原材料とすること。ただし、これらの方法では再商品化の実施が困難な場合に

は、固形燃料等の燃料の原材料も再商品化製品として認められている。 

　一方、白色トレイの多くは同じプラスチック素材のため、ペレット化し、再度白色トレイやその他プラスチック製品として利

用される。 

　なお、プラスチックの再商品化製品の用途別販売量として「材料（プラスチック製品の原材料として販売すること）」が多い

のは指定法人が入札により再商品化事業者を決定する際に「材料」事業者を優先することが国から求められているため。 

注　釈 
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財生産 

　「#1輸入資源」のうち「石炭」「石油」「天然ガス・石油ガ

ス」と「#2国内資源」のうち「燃料資源」との合計から「非

エネルギー利用量(原油換算)」を差し引いた数量を「#4 

エネルギー消費」とする。 

#4 エネルギー消費 

　「1.資源投入」から「#4エネルギー消費」「#6有価副産物」

「#7産業廃棄物のうち固形分」を差し引いた数量。 

#5 生産物 

　「スラグ」「黒液」「回収硫黄」「回収硫酸」「回収石こう」

を「有価副産物」とする。 

イ. スラグ 

　経済産業省が調査・推定した鉄鋼スラグ、非鉄金属ス

ラグ等の鉱さい発生量から環境省が発表している産業

廃棄物「鉱さい」を差し引いた重量。 

ロ. 黒液 

　経済産業省がホームページで公開している「石油等

消費動態統計」における「黒液」。 

ハ. 回収硫黄、回収硫酸、回収石こう 

　硫酸協会資料に準拠。但し、回収石こうの重量は化

学石こうの生産量から硫酸を使用して生産された石こ

うの重量を差し引いて算出。 

#6 有価副産物 

　環境省が公表している産業廃棄物の排出量。 

#7 産業廃棄物 

資源投入 

　財務省貿易統計における輸入品目のうち以下の合計を輸

入資源とする。 

・概況品目「食料品及び動物」「食料に適さない原材料」「鉱

物性燃料」「動植物性油脂」 

・概況品目「化学製品」のうちプラスチックのくず 

・概況品目「原料別製品」のうち中古タイヤ及びウッドチップ 

・概況品目「機械類及び輸送用機器」のうち一次電池又は

蓄電池のくず 

#1 輸入資源 

　「採石法の対象品目」「砂利採取法の対象品目」「鉱業法 

の対象品目」「木材（国内産）」「食料（国内産）」を「国内資源」 

とする。 

　なお、「食料（国内産）」においては、「粗糖以外の砂糖」「油

脂類」「みそ」「醤油」は輸入食料から生産されるものと想

定し除外した。 

#2 国内資源 

　「#6有価副産物」「#14有価使用済物品」「#16産業廃棄

物の再資源化量」「#17一般廃棄物(ごみ)の再資源化量」

の合計から「#18輸出再生資源」を差し引いた数量を「#3

再生資源（国内循環）」とする。 

#3 再生資源（国内循環） 

以下の合計を「資源投入」とする。 

日本のマテリアルバランス 2008 
算出方法 

日本のマテリアルバランス 2008　算出方法 

　財務省貿易統計における全輸出品目の合計を輸出とする。 

#8 輸出 

　「#5生産物」から「#8輸出」を差し引いた数量。 

#9 国内出荷 
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日本のマテリアルバランス 2008 
算出方法 

財消費 リサイクル・中間処理 

　財務省貿易統計において、「#1輸入資源」以外の輸入品

目の合計を輸入製品とする。 

#10 輸入製品 

　「#9国内出荷」に「#10輸入製品」を加えた数量。 

#11 財消費 

　「#11財消費」から「#13一般廃棄物」「#14有価使用

済物品」を差し引いた数量。 

#12 国内蓄積 

　「#6有価副産物」、「#14有価使用済物品」、「#16産業廃

棄物の再資源化量」および「#17一般廃棄物（ごみ）の再

資源化量」の合計。 

#15 再生資源 

　再掲 

#6 有価副産物 

　「古紙国内循環」「鉄スクラップ国内循環」「非鉄金属スク 

ラップ国内循環」と「#18輸出再生資源（但し、鉄鋼スラグ、

石炭灰を除く）」との合計。 

イ. 古紙国内循環 

　「古紙消費量」から「古紙輸入量」「市町村等による

紙の資源化量」「産業廃棄物の紙くず再生利用量」を差

し引いた数量。 

ロ. 鉄スクラップ国内循環 

　「鉄スクラップ消費量」から「鉄スクラップ輸入量」

「市町村等による金属類の資源化量（アルミ缶を除く）」

「産業廃棄物の金属くず再生利用量」を差し引いた数量。 

ハ. 非鉄金属スクラップ国内循環 

　「非鉄金属スクラップ消費量」から「非鉄金属スク

ラップ輸入量」「市町村のアルミ缶再商品化量」を差し

引いた数量。 

#14 有価使用済物品 

　「産業廃棄物の再生利用量」から「動物のふん尿の再生利

用量」（環境省）、「下水汚泥の再生利用量のうち農緑地利用

量」（（社）日本下水道協会）、「動植物性残渣のうち肥料へ

の再生利用量」（環境省、農水省）を差し引いた数量。 

#16 産業廃棄物の再資源化量 

　環境省公表「一般廃棄物の総資源化量」。 

#17 一般廃棄物（ごみ）の再資源化量 
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日本のマテリアルバランス 2008 
算出方法 

最終処分等 

　財務省貿易統計における鉄鋼のくず、非鉄金属のくず、

古紙、プラスチックのくず等並びに環境省公表の石炭灰の

輸出量（但し、この量は財務省貿易統計に含まれているの

で重複は排除している）の合計を輸出再生資源とする。詳

細は「日本のマテリアルバランス2008　詳細と出典、定

義等」を参照のこと。 

#18 輸出再生資源 

　一般廃棄物（ごみ）の減量化量と産業廃棄物の減量化量（環

境省公表値）との合計。 

#20 中間処理減量 

　産業廃棄物の再生利用のうち「動物のふん尿の再生利用

量」（環境省）、「下水汚泥の再生利用のうち農緑地利用量」（（社）

日本下水道協会）、「食品廃棄物等の肥料化量」（農水省）の

合計を「#19土壌還元（堆肥化等）」とする。 

#19 土壌還元 

　一般廃棄物（ごみ）最終処分量と産業廃棄物の最終処分

量（環境省公表値）との合計。 

#21 最終処分 

水 

　産業廃棄物に含まれる水分（計算値）。 

 

 

以上 

#22 水分 
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日本のマテリアルバランス ２００８　詳細と出典、定義等 

項　目 出典、定義　等 
数　量 
（千ｔ） 

#４　エネルギー消費   

 

 

#１のうち 
「石炭＋石油＋天然ガス・石油ガス」合計 

#２のうち「燃料資源」 

非エネルギー使用量〈差し引く〉 

#５　生産物   

#６　有価副産物   

スラグ（有価物）  

鉱さい（有価物＋産廃） 

鉱さい（産業廃棄物）〈差し引く〉 

黒液（製紙）利用量  

回収硫黄量 

  

回収硫酸量 
（回収硫黄分を除く） 

回収石こう量 

  

 

 

 

#７　産業廃棄物   

汚泥  

動物のふん尿  

がれき類  

鉱さい  

ばいじん  

金属くず  

その他  

#２２　産業廃棄物の水分（内数） 

汚泥の水分 

動物のふん尿の水分 

廃酸の水分 

廃アルカリの水分 

産業廃棄物の固形分（内数）  

#８　輸出   

生きた動物  

食料  

飲料・たばこ  

原材料  

鉱物性燃料  

動植物性油脂  

化学製品  

原料別製品  

一般機械・電気機器  

輸送用機械  

その他製品  

再生資源  

#９　国内出荷  

「化学石こう」から硫酸を使用して生産した分を差し引いた値。

「化学石こう」：平成２０年度５,３２３千ｔ（石こう関係統計指標（硫

酸協会））  

「中和石膏向け硫酸消費量」：平成２０年度３３２千ｔ（硫酸消費

状況表（硫酸協会）） 

項　目 出典、定義　等 
数　量 
（千ｔ） 

１,６９２,０５８ 

７６９,２１４ 

 

２３４,６９７ 

１９３,５１０ 

８２,９２０ 

１４０,３５１ 

７３,２７４ 

１５ 

２６７ 

２０,２６４ 

１４,４３８ 

１４,７２２ 

１,２２２ 

１８,５５１ 

３,７９５ 

 

 

 

 

４４,４６２ 

６８６,６０７ 

２６８,１６４ 

 

２０５,５４０ 

５９,２４３ 

３,３８１ 

１７３,５３９ 

 

１７９,９８２ 

４,９０３ 

２,８２７ 

８４８ 

１,２２８ 

３９２ 

３９２ 

０ 

０ 

１７４,６８７ 

１５６,８１３ 

１０,６８２ 

３,３７０ 

３,６６４ 

１５８ 

 

１０,６２５ 

５４,２９７ 

９,９４９ 

３,７５１ 

２,６４１ 

３７６ 

１２,５５４ 

３,４３６ 

３,１８４ 

２,５３５ 

７,９４６ 

５,０３１ 

１１２ 

２,５８９ 

１９３ 

 

 

 

２３６,２３７ 

 

財務省貿易統計 

 

 

 

概況品コード３０５「天然ガス及び製造ガス」 

 

 

 

「繊維くず、中古衣料、ぼろ」を除く 

 

 

概況品コード６０５０３０１「（ウッドチップ）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉱業法の対象品目 

 

経済産業省「平成２０年　資源・エネルギー統計年報」 

同上 

（財）石炭エネルギーセンター 

鉱業法の対象品目 

経済産業省「平成２０年資源・エネルギー統計年報」 

同上 

同上（非公開なので０とする） 

鉱業法の対象品目　 

経済産業省「資源・エネルギー統計」 

同上 

同上 

同上 

経済産業省「平成１７年本邦鉱業の趨勢調査」（西暦末 
尾０年又は５年のみ調査） 

農林水産省「農林水産統計データ」 

農林水産省「平成２０年度食料需給表　確定値」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「粗糖」以外は含めず（輸入食品からの生産物と考える） 

含めず（輸入食料からの生産物と考える） 

含めず（輸入食料からの生産物と考える） 

含めず（輸入食料からの生産物と考える） 

「＃１５再生資源」から「＃１８輸出再生資源」を差し引く 

１．資源投入 

＃１　輸入資源 

（検算メモ：補正後第２分類） ２０８,５９３  

石油   

石炭   

天然ガス・石油ガス   

鉄鉱石   

その他   

生きた動物  

繊維原料  

非金属鉱物  

非鉄金属鉱  

製紙用木材チップ 

動植物性油脂  

その他原料品  

再生資源  

  

 

 

 

食料   

#２　国内資源    

岩石   

 

砕骨材（道路用、コンクリート用等）  

石材  

工業用原料  

砂利 

   

燃料・鉱物　　 以下の合計 

燃料資源  以下の小計 

天然ガス 

原油 

石炭・亜炭 

金属鉱物  以下の小計 

金鉱 

鉛鉱 

亜鉛鉱 

非金属鉱物  以下の小計 

石灰石 

けい石 

ドロマイト 

けい砂 

その他（長石、カオリン 
滑石の合計）

 

木材   

食料   

穀類 

いも類 

でんぷん 

豆類 

野菜 

果実 

肉類 

鶏卵 

牛乳及び乳製品 

魚介類 

海草類 

その他食料計 

砂糖類（粗糖のみ算入） 

油脂類 

みそ 

しょうゆ  

#３　再生資源（国内循環）   

採石法の対象品目。資源エネルギー庁資源・燃料部鉱物 
資源課「採石業者の業務の状況に関する報告書の集計 
結果　平成２０年版」 

砂利採取法の対象品目。  
経済産業省・国土交通省「平成２０年度砂利採取業務状況報告 
書集計表」 

概況品コード０１７０３「植物性油かす」、２０５「生ゴム」のうち「ゴム
くず」、２０９「パルプ及び古紙」のうち「古紙、古紙パルプ」、２１１「織
物用繊維及びくず」のうち「くず、中古衣料、ぼろ」、２１３「粗鉱物」
のうちスラグ（HS：２６１８，２６１９，２６２１）、２１５「金属鉱及びくず」の
うちくず及びスラグ・灰、５１５「プラスチック」のうち「プラスチック
のくず」、概況品コード７０３「電気機器」のなかの「一次電池又は
蓄電池のくず並びに使用済みの一次電池又は蓄電池」 

 

＃１輸入資源投入量のうち「石炭＋石油＋天然ガス・石油

ガス」計と＃２国内資源のうち「燃料資源」との合計から「非

エネルギー利用量」を差し引いた数値 

４７０,９７４ 

 

 
５１１,１２７ 

４,９０３ 

４５,０５６ 

１,０１２,４３５ 

５１,２９３ 

２９,２６１ 

４７,７０１ 

１８,４４０ 

９,７１２ 

２,０１３ 

 

５,５６７ 

 

４,７４０ 

 

 

 

 

４０３,６６１ 

１７６,１１４ 

８７,６９８ 

６１,１８９ 

１８,４４０ 

１６,５５０ 

８,７６６ 

３４,９０４ 

２４６,３０５ 

１７０,８３１ 

７０,１５８ 

２,６９４ 

２,６２２ 

１５７,３５６ 

１９８,４０２ 

０ 

１,０８０ 

１１５ 

６,１１４ 

２０,５９８ 

２８ 

２１,８８３ 

５６,１１２ 

１１,８８６ 

５５,１０６ 

２,７２４ 

２２,７５６ 

８１４,０３３ 

 

 

 
輸入資源分 

 

国内資源分 

経済産業省「エネルギーバランス表」における非エネルギー利用の値を原油換算 

 

 

鉱さい（有価物＋産廃）から鉱さい（産業廃棄物）を差し引いた値 

経済産業省「産業分類別の副産物（産業廃棄物・有価発生物） 
発生状況等に関する調査（H２０年度実績）」 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成２０年度実績）について」 

経済産業省「石油等消費動態統計月報」 

硫酸協会「硫酸と工業,平成２２年１月」の「平成２１年度の 
硫黄および硫酸需給の見通し（見直し）」 

硫酸協会「硫酸と工業,平成２２年１月」の「平成２１年度の 

硫黄および硫酸需給の見通し（見直し）」 

 

 

 

 

 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成２０年度実績）について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

含水率９７％（想定）×排出量 

含水率８０％（想定）×排出量 

含水率９９％（想定）×排出量（２７２１） 

含水率９９％（想定）×排出量（２６４８） 

 

財務省貿易統計 

２３１t 

 

 

「再生資源」に含まれるものを除く（「#１８輸出再生資源」参照） 

 

 

プラスチックのくずを除く 

中古タイヤを除く 

 

 

概況品コード８「雑製品」、９「特殊取扱品」 

#１８輸出再生資源 

 

２. 財生産 

再生資源を除く 

〈２,０２８〉 

〈４６２〉 

〈８７６〉 
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再生利用量から「動物のふん尿の再生利用量」「下水汚

泥の再生利用のうち農緑地利用量」「動植物性残渣の

うち肥料へ再生利用されている量」を差し引いた数量 

再生利用量（補正前）の「汚泥」から「下水汚泥の再生 

利用のうち農緑地利用量」を差し引いた数値 

再生利用量（補正前）の「その他」から「動物のふん尿の再生利用量」
「動植物性残渣のうち肥料へ再生利用されている量」を差し引いた
数値 

環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（H２０年度
実績）について」（Ｈ２２.４.１６現在） 

２５８,９９３ 

５１,２９３ 

６６,６１５ 

１３１,３０９ 

 

 
５８,３３９ 

１２,３８１ 

１７,４０７ 

 

１６,０１０ 

８,３０６ 

４,７２１ 

１４,１４５ 

 

２１６,５０７ 

 

 

 

 

 

 

再生利用量（補正前）に同じ 

再生利用量（補正前）に同じ 

 

 

再生利用量（補正前）に同じ 

再生利用量（補正前）に同じ 

再生利用量（補正前）に同じ 

 

 

 

#１５　再生資源    

#６有価副産物   

#１４有価使用済物品   

#１６産業廃棄物の再資源化量 

 

   
がれき類 

ばいじん 

汚泥 

 

鉱さい 

金属くず 

木くず 

その他 

 

再生利用量（補正前） 

 

がれき類 

 

６６,６１５ 

 

１３,４１４ 

 

１９,１４８ 

６５ 

４,９２４ 

 

７４５ 

 

３６,９８２ 
 

４６,８４３ 

６９９ 

８５６ 

 

８,３０６ 

  

３,５１２ 

 ３,９７０ 

２３５ 

１４５ 

１ 

０ 

１,１５７ 

 

５６１ 

１,７０４ 

１６６ 

１ 

１２２ 
 

３３６ 

２２,７５６ 

 

５,４２６ 

３,４９１ 

１,５１３ 

４９２ 

３０３ 

１８３ 

 
３５ 

１,１０４ 

１６０ 

 

９,２８６ 

７６３ 

４. リサイクル・中間処理 

#１４　有価使用済物品 

    

古紙国内循環（廃棄物由来を除く） 

  

古紙消費量  

古紙輸入量　〈差し引く〉 

市町村等による紙の資源化量 
（一般廃棄物）　〈差し引く〉 

産業廃棄物の紙くず再生 
利用量　〈差し引く〉 

鉄スクラップ国内循環（廃棄物由来を除く） 

鉄スクラップ消費量  

鉄スクラップ輸入量　〈差し引く〉 

市町村等による金属類の資源化量 
（一般廃棄物）　〈差し引く〉 

産業廃棄物の金属くず再生 
利用量　〈差し引く〉 

非鉄金属スクラップ国内循環（廃棄物由来を除く）   

非鉄金属スクラップ消費量 

粗銅用 

粗鉛用 

電気亜鉛用 

蒸留亜鉛・清流亜鉛用 

 

 

伸銅製品用 

アルミニウム圧延製品用 

電線用 

はんだ等用 

市町村のアルミ缶再商 
品化量〈差し引く〉 

非鉄金属スクラップ輸入量〈差し引く〉 

#１８　輸出（再生資源）   

 

鉄鋼のくず  

古紙  

プラスチックのくず  

非鉄金属のくず  

非鉄金属（貴金属含む）スラグ・灰  

中古衣料等 

  
廃電池・蓄電池  

その他スラグ・灰（石炭灰を除く）  

廃タイヤ（中古＋ゴムくず） 

 

鉄鋼スラグ  

石炭灰（廃棄物） 

 

下記の合計。但し、#１８輸出再生資源の内「鉄鋼スラグ」 

「石炭灰（廃棄物）」は除く 

「古紙消費量」－「古紙輸入量」ー「市町村等による紙の資源化量」ー 

「産業廃棄物の紙くず再生利用量」 

古紙再生促進センター「２００８年版古紙統計年報」 

財務省貿易統計 

 

 

 

 

 

経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計 」 

財務省貿易統計 

 

 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等 
（平成２０年度）について」 

非鉄金属スクラップ消費量－非鉄金属スクラップ輸入量 

経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報」 

 

 

 

４７０t 

 

 

 

 

 

 

環境省「平成２０年度容器包装リサイクル法に基づく 
市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
 
財務省貿易統計 

下記の合計 

出典：財務省貿易統計（石炭灰以外）,環境省報道発表（石炭灰） 

 

 

 

 

 

概況品コード２１１「織物用繊維及びくず」のなかの「くず、 
中古衣料、ぼろ」 

 
ＨＳコード２６２１から下記の石炭灰（廃棄物）を差し引いた値 

概況品コード２０５「生ゴム」のなかの「ゴムくず」、 
概況品コード６０３「ゴム製品」のなかの「中古タイヤ」 

HSコード：２６１８，２６１９ 

環境省「廃棄物処理法に基づく廃棄物の輸出確認及び 
輸入許可（平成２０年）について」 

環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（H２０年度 
実績）について」 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（H２０年度 
実績）について」 

「鉄スクラップ消費量」－「鉄スクラップ輸入量」ー 

「一廃の金属類再資源化量」ー「産廃の金属類再生利用量」 

環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（H２０年度）について」の「資源化 
量の品目別内訳」－「平成２０年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別 
収集及び再商品化の実績について」の「アルミ缶再商品化」 

アルミニウムの原材料 
（アルミニウムのくず＋ 
銅及び銅の故又はくず） 

環境省「日本の廃棄物処理（H２０年度版）」 

項　目 出典、定義　等 
数　量 
（千ｔ） 

５８,３３９ 

１２,３８１ 

１７,７１３ 

１６,０１０ 

８,３０６ 

４,７２１ 

９９,０３７ 

３０６ 

 

 

８４,１６９ 

 

７２３ 

 

 

 

９,７７６ 

 

２０３,２０７ 

３２,７５５ 

 

１７０,４５２ 

ばいじん 

汚泥 

鉱さい 

金属くず 

木くず 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
#１７一般廃棄物（ごみ）の再資源化量 

 

#２０　中間処理減量  

 一般廃棄物（ごみ）処理減量 

  

産業廃棄物処理減量 

 

 

 

 

 

 

（社）日本下水道協会 資料 

 

 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等 
（平成２０年度）について」 

 

８６,９９０ 

８４,１６９ 

 
３０６ 

２,５１５ 

 
２２,２３２ 

５,５３１ 

 
１６,７０１ 

 

以下の合計 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等 
（平成２０年度）について」 

（社）日本下水道協会 資料 

農水省「平成１９年食品循環資源の再生利用等実態調 
査結果の概要」 

以下の合計 

 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等 
（平成２０年度）について」 

下水汚泥の再生利用のう
ち農緑地利用量（発生時
の乾燥重量ベース） 
：土壌還元 　〈差し引く〉 

動植物性残渣の再生利
用量うち肥料へ再生使用
されている量（３６％） 
：土壌還元 　〈差し引く〉 

動物のふん尿の再生利用量 
：土壌還元 　〈差し引く〉 

動植物性残渣量の再生利用量：環境省「産業廃棄物の
排出及び処理状況等（平成２０年度実績）について」 
２,００８千ｔ  
肥料割合：農水省「食品循環資源の再生利用等実態調
査結果の概要（平成１９年度結果）」 

環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（H２０年度
実績）について」（Ｈ２２.４.１６現在）における「総資源化

５. 最終処分等 

#１９　土壌還元（堆肥化等）  

動物のふん尿の再生利用量 
 

下水汚泥の再生利用のうち農緑地利用量 

食品廃棄物の肥料化量 

 
#２１　最終処分 

一般廃棄物（ごみ）最終処分量 
 
産業廃棄物最終処分量 

環境省「日本の廃棄物処理（H２０年度版）」 

 

 

２４６,３０５ 

１７０,８３１ 

７０,１５８ 

２,６９４ 

２,６２２ 

 

 

再掲 

含水率９７％（想定）×排出量 

含水率８０％（想定）×排出量 

含水率９９％（想定）×排出量（２７２１） 

含水率９９％（想定）×排出量（２６４８） 

６. 水 

#２２　水分  

産業廃棄物の水分  

汚泥の水分 

動物のふん尿の水分 

廃酸の水分 

廃アルカリの水分 

項　目 出典、定義　等 
数　量 
（千ｔ） 

 

５７,１４１ 

１,２９５ 

１６,８４８ 

２５,１２４ 

７,１１１ 

１,５９７ 

５,１６６ 

８７１,１７４ 

７３２,０１１ 

７２,５４８ 

 

４８,１０６ 

２４,４４２ 

６６,６１５ 

３. 財消費 

#１０　輸入製品   

飲料・たばこ  

化学製品  

原料別製品  

一般機械・電気機器  

輸送用機械  

その他製品  

#１１　財消費   

#１２　国内蓄積  

#１３　一般廃棄物  

  

＊１ ごみ総排出量 

＊２ し尿等 

#１４　有価使用済物品  

 

財務省貿易統計 

 

プラスチックのくずを除く 

中古タイヤ、ウッドチップを除く 

 

 

概況品コード８「雑製品」、９「特殊取扱品」 

「#９国内出荷」と「#１０輸入製品」の合計 

 

 

 

 

比重１ 

 

環境省「日本の廃棄物処理（H２０年度版）」 

環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等 
（平成２０年度）について」 

以下の合計 
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